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1概 況

資料1-1通 信メディアの国際比較

項 目

国 名

郵 便 電 話 テ レ ビ ジ ョ ン

年間総利
用通数

年間1
人当た
り利用
通数

総電話機
数

人 口lOO
人 当た り
電話機数

総 テ レ ピ
ジ 身ン台

数

人 口IOO
人 当 た り
テ レビ ジ

ョン台 数

日 本

百 万 通

19,324

通

159

万 台
4,684

(有 線放

送 電 話 を

含 む 。)

台

39.2

千 台

32,309

台

26.6

米 国 153,36067710,76045.2 196,00082.8

英 国 i3,5682412,15238.且 19,44834.3

西 独 14,2552332,57842,6 23,01137.7

フ ラ ン ス 17,2613122,30341.7 18,16832.7

カ ナ ダ 7,71729898638.9 13,96056.0

ス ウ ェー デ ン 3,54242152462.7 3,27839.1

ス イ ス 4,41466732850.2 2,28235.8

デ ン マ ー ク 1,66232426251.3 1、97735.8

(注)1.郵 便 物数 は,UPU郵 便 業 務 統 計 表 に よる1987年 度 通 常 郵便 物 の数 字 で

あ る。 た だ し,ス ウ ェ ーデ ンは 内 国 郵便 のみ の 数 字 で あ る。

2.電 話 機 数 は,AT&T「 世 界 の電 話 」(1986年1月1日 現 在)に よ り作 成 。

3,テ レビジ ョ ン受 信 機 数 は,NHK資 料 に よ り作成 。 な お,日 本 は1987年

11月,米 国 は1986年8月,カ ナ ダは1985/1986,西 独 は1987年7月,そ の

他 は1986年12月 の 数 字 で あ る。 また,米 国,カ ナ ダ及 び ス ウ ェー デ ン以

外 は,受 信 許 可(契 約)件 数 。
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資料1-2通 信事業者の財務状況

区 障1

総 資 産

(百万円) ll
10,873,260

10,927,689

430,860

466,944

345,730

358,059

1,117,550

1,300,038

747,675,015

852,105,287

売 上 高

(百万円) ll
5,353.58

5,662.00

223,987

248,459

346,068

351,508

1,236,4401,057,342,081

1,348,7121,Il6,757,414

経 常 利 益
(百万円) ll

357,956

496,736

,

27,359

35,367

7,734

380

92β51

130,792

21,044,579

27,721,862

従 業 員 数
(人) ll

297,596
291,142

7,481
7,343

15,617

i5,311

27,460

27,241

31,804,257

32,908,057

売上高経常利益率
(%) ll 1:1 }1:1 1:1 ζ:1 3:1

総資本経常利益率
(%) ll 1:1 1:; 1:1 11:1 1:1

総 資 本 回転 率
(回) ll

0.49

0.52

0.56

0.55

1.02

1.OO

1.11

1.04

1.45

1.38

労 働 装 備 率
(万円) ll

3,007

3,052

2,557

2,670

1,291

1,395

1,432

1,454 1塁塗

回 定 比 率

(%) ll
282.6
269.8

126.9

130.7
139.5
134.4

94.3

87.5

218.9

226.3

総資本経常利益率=

総 資 本回 転率=

労 働 装 備

固 定 比

郵政省,NTT,KDD,NHK,民 放連資料,「 法人企業統計年報」(大 蔵省)に より

作成

(注)売 上離 常利益率一讐 欝 ・1・・

経常利益 ×100

総資本(期 首 ・期末平均)

売上高

総資本(期 首 ・期末平均)

率 二有形固定資産(建 設仮勘定を除 く。)(期 首 ・期末平均)従業員数(期 首 ・期末平均)

率一籠 雛 ・1。。
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資料1-3昭 和63年 度基盤技術研究促進センター新規融資案件(電気通信関係)

(単位:百 万円)

テ ー マ 名 昭 和63年 度
センター融資額

(通信処理…1件)

O超 高速通信アナログ・ディジタル信号処理システムの試験研

究

(ネ ットワーク…4件)

○ネットワーク番号体系相互交換ディレクトリシステムの試験

研究

○広域ネットワークにおける電子メールシステムの分散処理技

術の試験研究

OCATVに おける超広帯域多段縦続ネ ットワーク技術の試験

研究

○ネットワーク端末における障害予防技術の試験研究

(無線通信…3件)

○携帯型無線機に搭載する準マイクロ波帯の超小型指向性アン

テナシステムの基盤技術の試験研究

Oト ンネル周辺の土質探査のためのレーダシステムの試験研究

O多 目的送受信シール ドアンテナにおける電波の相互干渉防止

技術の試験研究

(画像 ・伝送…2件)

○放送用高画質大容量動画像ディジタル蓄積送出技術の試験研

究

O超 長波長帯光伝送基礎技術の試験研究

42

41

28

6

12

25

16

9

56

15

計10件250

基盤技術研究促進センター資料により作成。
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2郵 便

2-1郵 便 物 数

資料2-1引 受郵便物数(単 位1千 通(個))

区 別
63年 度

そ の 他

物数㌔ 減率げ 鮎 雛率 物 数1増 減率
総 計

内 国

通 常

普 通

第 一 種

定 形

定 形 外

第 二 種

第 三 種

第 四 種

特 殊

書 留
書留としない
速 達 等
年 賀

選 挙

小 包

普 通

書 留

書留としない
速 達 等
(一 般)

(書 籍)

20,337,105

20,219,733

19,984,731

16,267,979

9,176,710

8,248,735

927,975

5,690,192

1,367,089

33,988

704,793

326,976

377,817

3,001,588

工O,371

235,0Q2

223,318

4,450

7,234

115,935

119,067

46%

4.6

4.5

8.5

1Ll

IO.9

13.2

5.0

6.2

10.6

4.2

8.2

1.0

△ll.1

△87.4

20.1

21.0

0.2

9.6

16.1

24.3

9,449,332

9,449,332

9,309,371

9,ユ66,944

4,927,065

4,514,676

412,389

2,925,243

1,293,018

21,618

142,427

97,768

44,659

=
139,961

137,083

806

2,072

53,275

86,686

%13.1

13.l

l2.8

12.8

17.8

17.9

16.8

8.3

5.8

1z7

13.3

18.1

42

=
34.3

34.4

5.9

1.4

40.5

30.8

1③88ろ773・1.7%

10,770.40

10,675,360△1.9

7,101,035

4,249,645

3,734,059

515,586

2,764,949

74,071

12β70

562,366

229,208

333,158

3,001,588

10,371

95,041

86,235

3,644

5,162

62,660

32,381

凸1 .8

3.3

4.3

3.5

10.5

1.7

13.5

0.0

2.2

4.5

0.6

△11.1

△87.4

4.0

4.4

△1.0

0.8

L2

9.8

国 際(差 立)

通 常

小 包
EMS(国 際 ビジネ
ス郵便)

(到 着)

通 常

小 包
EMS(国 際 ビジネ
ス郵便)

117,372

113,882

2,364

1,126

158,309

155,302

2,289

718

6.6

6.1

6.2

87.0

7.2

7.0

12.9

61.7

=

二

=

=

=

=

=

=

117,372

113,882

2,364

1,126

158,309

155,302

2,289

718

6.6

6.1

62

87.0

7.2

7.0

12.9

61.7

(注)L小 包(一 般)及 び(書籍)は 再掲である。

a△ 印は減少率を示す。

,
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資料2-2引 受郵便物数の推移

(単位:千 通(個))

年度

区別
59 60 61 62 63

総 計

内 国

16,601,497

16,484,841

16,344,205

15,740,296

3,027,905

9,922

270,669

333,240

140,636

129,063

4,534

7,039

116,656

114,188

2,355

113

122,679

121,086

1,537

56

17,188,269

17,701,465

16,920,482

16β08,525

3,117,560

10,540

276,743

335,214

150,983

139,209

4,946

6,82B

ll6,804

114,169

2,423

212

127,262

125,564

1,588

110

18,141,883

18,033,930

17,870,885

17,241,832

3,247,191

59,027

289,184

339,869

163,045

152,231

4,608

6,206

107,953

105,423

2,232

298

134,533

132,524

1,807

202

19,434,136

19,324,010

19,128,402

18,452,235

3,374,826

82,041

302,248

373,919

195,608

184,568

4,440

6,600

110,126

107,298

2,226

602

147,628

145,156

2,028

444

20,337,105

20,219,733

19,984,731

19,279,938

3,001,588

10,371

326,976

377,817

235,002

223,318

4,450

7,234

117,372

113,882

2,364

1,126

158,309

155,302

2,289

718

通 常

普 通

(年 賀)

(選 挙)

書 留

書留とし
ない速達

小 包

普 通

書 留

書留とし
ない速達

国 際(差 立).,,F膠`.r,Fr曽r

通 常

小 包
EMS(国

際 ビジネ
ス郵便)

(到 着)

通 常

小 包
EMS(国

際 ビジネ
ス郵便)

(注)(年 賀),(選 挙)は 再掲である。
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資料2-3電 子郵便物数の推移

(単位:千 通)

年 度 58 59 60 61 62 63

取 扱通 数 64 629 2,877 5,022 7,945 lO,597

資料2-4広 告郵便物数

区 別 引 受 物 数 引 受 件 数

62年10～12月
千 通

249,869
件

10,159

63年1～3月 303,970 12,262

4～6月 263,872 13,394

7～9月 282,382 13,325

10～12月 352,017 16,861

元年1～3月 398,635 15,503
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資料2-5国 際郵便物数の推移

(単位:千 通(個))

年 度

区 別
58 59 60 61 62 63

差

立
(

外
国あ

て
)

通

常

小

包

航 空 便

船 便

io五,621

12,048

102,498

11,690

「

102,31994,26[96,293

1亘,85011,162U,006

102,303

11,579

小 計111劃11・1帥1・1帥 画1皿 刎 ・塒

航 空 便

船 便

SAL

1,579

726

一

1,618

737

-1

L,621

713

89

1,425

639

i68

1,340

634

252

1,455

604

305

小 計 巨 調 綱 罐 凋 咽 凋
EMS

(国際 ビジネス郵便)
45 ll3 212 298 601 i,126

計

航 空 便

船 便

EMS

(国際ビジネス郵便)

SAL

lQ3,200

12,774

45

一

104,116

12,427

113

一

103,94095,686

12,563Ll,801

212298

89168

97,633103,758

1i,64Ql2,183

6011,126

252305

合 計1・ ・一 ・656・ …41・ ・95311・12611・37;

到

着
(

外国

来
)

通

常

航 空 便

船 便

89,587

27,113

94,264

26,822

99,268105,542117,069125,471

26,29626,98228,08729,831

小 計111… 。1121,・8612・564113・ ・2414・156115・ ・。三

小

包

航 空 便

船 便

753

725

813

724

854

734

1,CO5

802

1,118

910
1

1,285

1,0Q4

小 計11,4781,53711,58811,・ ・71≧ ・281・289

EMS
(国際 ビジネス郵便)

31 56 LlO 202 444 718

計

航 空 便

船 便

EMS

(国際ビジネス郵便)

90,340

27p838

31

95,077

27,546

56

100,122

27pO30

110

106,547U8,187126,756

27レ78428,99730,835

202444718

合 計}11・2Qgl2・679・2・262・3・533D4・628115・3Q9
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資料2-6国 際郵便物の地域別構成比

(62年度 単位:%)

区 別
差 立 到 着

通 削 小 包 通 常1小 包

ア ジ ア

北 ア メ リ カ

欧 州

中 南 米

オ セ ア ニ ア

ア フ リ カ

32.1

32.0

24.4

4.2

4.8

2.5

36.8

32.2

20.3

3.0

5.6

2.1

27.1

26.5

37.9

3.0

3.3

2.2

32.2

33.0

25.1

3.0

6.2

0.6

合 計11㎝ 。11㎝ ・11㎝ ・ll。 ・ ・

2-2郵 便 事 業

(1)郵 便事業財政

資料2-7郵 便事業の財政状況の推移

(単位:億 円)

袖 「ミ 駆 釧 酬 ・・161険
収 益

費 用

利益又は欠損

累積欠損金

12,190

11,409

781

△539

12,508

12,170

338

△201

12,710

12,596

114

△87

13,381

13,369

12

△75

13,997

[3,937

60

△15

14,650

14,381

269

254

② 要 員

資料2-8郵 便物数と郵便事業定員の推移

年 度 区 別1郵 便 物 数1郵 便 事 業 定 員

57

58

59

60

61

62

63

百 万 通(個)

15,488

16,249

16,601

17,188

18,142

19,434

20,337

指 数

100

105

107

111

117

125

131

人

140,234

140,771

140,502

140,783

141,048

141,083

141,161

指 数

100

100

100

100

101

101

101

魎
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2-3郵 便施設等

(1)郵 便 局 等

資料2-9郵 便局数の推移

区 別 鞭 末1581591・ 。161162
63

普
通
郵
便
局

集 配 局

無 集 配 局

集 中 局

輸送郵 便局

鉄道郵便局

船内郵便局

1,170

48

5

-

14

3

1,184

49

6

-

】4

3

1,198

48

6

-

9

3

1,206

48

6

6

-

3

1,211

48

6

6

-

3

!,220

48

6

6

一

3

i小 計1,24・11・2561,26411,26gll,27411,283

特
定
郵
便
局

集 配 局

無 集 配 局

4,427

13,413

4,358

13,558

4,295

13,686

4,226

13,798

4,158

13,912

4,Q94

五4,025

小 計1・ ・4・1・916【 ・・g81…241・ ・7・1・119

簡 易 郵 便 局 ・311巨341μ3881・42・1・449巨 ・・4

合 計 ・・391i・ ・5132・6332・7131・ ・7931・ ・886

響

資料2-10郵 便切手類販売所 ・印紙売 リさばき所数の推移

年 度 末158i5gl・ ■6162

郵便切手類販売所 ・印紙
売 り さ ば き 所 数

ll4,259 ll4,710 n5,517 116,331 117,143

資料2-11小 包郵便物取次所数の推移

年 度 宋 60 61 62

小包郵便物取次所数 48,392 62,540 72,630
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資料2-12普 通郵便局局舎状況の推移

年 度 末 普通郵便局総局数 普通郵便局局舎総面積 普通郵便局
局舎改善局数

58

59

60

61

62

1

1

1

1

1

局 指 数

236100

252101

260102

265102

270103

千 ㎡

4,287

4,624

4,629

4,689

4,766

指 数

100

107

108

109

111

局

45

39

35

37

35

(注)船 内局3局 及び昭和基地内局を除く。

② 集 配 施 設

資料2-13郵 便ポス トの設置数の推移

年 度 末 58 59 60 61 62

郵 便 ポ ス ト の 数 145,Q69 146,524 148,586 150,380 152,800

資料2-14国 別郵便ポス ト普及状況

＼ 区別
国名＼

郵便ポス ト数 1本 当た り人口 1本 当た り面積

日 本

米 国

英 国

西 独

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

152

395

100

111

146

71

本

800

000

000

873

735

796

人

798

574

564

547

377

799

km2
2.5

23.3

a4

2.2

4.4

4.2

(注)UPU郵 便 業務統計表による1987年 度 の数字である。



2-3郵 便施設等 一223一

資料2-15郵 便配達回数の状況(62年 度末現在)

配 達 区区別

配達回数 区 数1構 成 比

1回

2回

区

44,177

1,246

蒐
97.3

2.7

合 訓 ・・42311…

(注)配 達区とは,1日1人 が配達を分担する区画をい う。

資料2-16郵 便受箱の設置数の推移

(単位:万 ヵ所,%)

年 度 末15815gl・ ・16162

郵 便 受 箱 設 置 数 2,611 2,663 2,701 2,723 2,760

全 配 達 箇 所 数
(高層ビルを除 く)

3,385 3,447 3,505 3,539 3,597

設 置 率 77.1 77.3 77.1 76.9 76.7

資料2-17住 居表示実施済世帯数の推移

(単位:万 世帯,%)

年 度 末1581・ ・1・ ・161162

住居表示実施済世帯数 1,466 1,524 1,560 1,599 1,650

地方自治体㊦住居表示
実 施 計 画 世 帯 数

1,835 !,861 1,840 1,883 1,892

実 施 率 79.9 81.9 84.8 84.9 87.2
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㈲ 郵 便 輸 送

資料2-18郵 便輸送施設の推移

転 ～ 機塑 」鉄 道1自剥 航 空1船 舶[その他1合 計

57

1日 延 べ ・ ・程(㎞)119・758127・975122・12・1・ ・291「 ・ ・44173・688

構 成 比(%)「 …1…1… 「 ・・1・ ・Il…

58

1日 延 べ ・ ・程(㎞)1・ ・793138・768i32・717121・44114251・2・144

構 成 比(%)1・ ・[…1…1・ ・1・ll1…

59

1日 延 べ キ ・程(㎞)1…96141・22・133・ ・91121…7i347「 ・4・966

構 成 比(%)・ll…i・ ・/・ ・i・ ・「1…

60
1日 延 べ キ ・程(㎞)i・ ・8241・ ・…2「36・ ・68レ …51312188・5・

構 成 比(%)1・ ・1…14L51・ ・1・ ・lI。 ・。

61

1目 延 べ キ ・程(㎞)1・22gl…76・ 「511・・19111・797「23711,・ll,・41

構 成 比(%)1・ ・71…1…ll・ ・i・ ・ll…

62

1日 延 べ キ ・程(㎞)111・ ・26148・ ・4・152・14511・957128111,・3・858

構 成 比(%)Iui…1…ll・ ・1・ ・ll…

(注)「 その他」欄は,自 転車,徒 歩等による輸送である。

(4}郵 便 作業 の機 械化

資料2-19主 要郵便機械配備状況(63年 度末現在)

機 械 名1局 数 台 剃 備 考

郵便番号自動読取区分機

郵便物あて名自動読取区分機

郵便物自動選別取 りそろえ押
印機

選別台付自動取 りそろえ押印
機
コード式書留用送達証作成機

〃(S型)

コード式書留用受領証作成機

小包区分装麗

局

175

2

94

123

187

657

495

39

台
216

2

116

123

528

657

530

76

'う ち87局109台 は 郵 便 物 の選

〉別 か ら取 りそ ろ え,押 印,区 分
まで を 一 貫 し て 自動 処 理 す る

,連 動 シ ス テ ム とな っ てい る。

バ ン コ ンベ ヤ 式,斜 行 ベ ル ト

式,ダ イ バ ー タ式,ロ ー ラ式,
シ ュ ー ト式
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3-1第 一種電気通信事業

(1)新 第 一種電気通信事業

資料3-1新 第一種電気通信事業者の概要

(63年度末現在)

会 社 名 役務の種類 業 務 区 域 事 業 開 始
(予定)年 月目

長

距

離

系

第 二 電 電 ㈱ 電 話 ・専 用
東京都,愛 知県,大 阪府,
広島県,福 岡県,宮 城県及
びその周辺府県

専 用61.10.24

電 話62.9.4

日本 テ レ コム㈱ 電 話 ・専 用
東海道,山 陽,東 北及び上
越新幹線各沿線地域

専 用6L8.1

電 話62.9.4

日本高速通信㈱ 電 話 ・専 用 東名及び名神高速道路各沿線
地域

専 用61.L1.h

電 話62.9.4

衛

星

系

日本通信衛星㈱ 専 用 全 国 元 年

宇 宙 通 信 ㈱ 専 用 全 国 元 年

地

域

系

東京 通 信 ネ ッ ト
ワー ク㈱ 電 話 ・専 用 関東圏各都県 専 用61.ll。1

電 話63,5.1

中部 テ レ コ ミュ
ニ ケ ー シ ョン㈱ 専 用 愛知県,岐 阜県,三 重県及び静岡県

63.6.1

大 阪 メデ ィ ア ポ
ー ト㈱ 専 用

大阪府,兵 庫県,京 都府,
奈良県,滋 賀県及び和歌山
県

62.3.正

レイ ク シテ ィ ・

ケ ー ブル ビジ 月

ン㈱
専 用 諏訪市,岡 谷市等7市 町村 62.10.1

国
際
通
信

日本国際通信㈱ 電 話 ・専 用 全 国 専 用1.4,1

電 話2.2.i

国際デジタル通
信㈱

電 話 ・専 用 全 国 専 用i.5.1

電 話1.10。1

自
動
車
電
話
等

日本移動通信㈱ 電 話
(自動車 ・携帯)

東京都,神 奈川県,埼 玉県
千葉県,茨 城県,愛 知県,
三重県及び岐阜県

63.12.15

関西セルラー電
話㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

大阪府,兵 庫県,京 都府,
奈良県,滋 賀県及び和歌山
県

1.7.31

九州セルラー電
話㈱

電 話
(自動車 ・携帯) 福 岡県,佐 賀県及び熊本県

2.2.1
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会 社 名 役務の種類 業 務 区 域 事 業 開 始
(予定)年 朋

,

中国セルラー電
話㈱

電 話
(自動車 ・携帯)

広島県,岡 山県及び山口県 2.2.1

東京湾マリネッ
ト㈱

電 話
(船 舶 ・携 帯)

東京湾及びその周辺海岸部 63.9.1

層
そ

の

他

鉄 道 通 信 ㈱ 電 話 ・専 用 奈良,佐 賀及び沖縄を除く44都 道府県
62.4.1

無

線

呼

出

し

北 海 道 テ レメ ッ
セ ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 北 海 道 62.10.1

岩 手 テ レメ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 岩 手 県 1.8.1

宮 城 テ レメ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 宮 城 県 62.12.21

福 島 テ レメ ヅセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 島 県 63.7.25

栃 木 テ レサ ー ビ
ス㈱ 無 線 呼 出 し 栃 木 県 1.8.1

群馬テレサービ
ス㈱ 無 線 呼 出 し 群 馬 県 63.11.1

東 京 テ レメ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 東京都,神 奈川県,埼 玉県

及び千葉県
62.10.1

㈱山梨テレ通信 無 線 呼 出 し 山 梨 県 63.10.13

㈱新潟テレサー
ビス 無 線 呼 出 し 新 潟 県 63.4.1

㈱ 長 野 テ レ メ ッ
セ ー ジ 無 線 呼 出 し 長 野 県 63.4.1

富 山 ペ ー ジ ン グ
サ ー ビス ㈱ 無 線 呼 出 し 富 山 県 63.3.17

福 井 テ レメ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 井 県 63.3.1

中 部 テ レ メ リセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛知県,岐 阜県及び三重県 62.10.1

静 岡 テ レ メ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 静 岡 県 63.3.25
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会 社 名 役務 の種類 業 務 区 域 事 業 開 始
(予定)年 月日

無

線

呼

出

し

関西 テ レ メ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し

大阪府,京 都府,兵 庫県,
滋賀県,奈 良県及び和歌山
県

62.IO.1

㈱ 岡 山 テ レ メ ヅ
セ ー ジ 無 線 呼 出 し 岡 山 県 62.10.28

㈱ テ レ メ ッセ ー
ジ広 島 無 線 呼 出 し 広 島 県 62.IO.28

山 ロテ レ メ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 山 口 県 63.10.1

愛 媛 テ レ メ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 愛 媛 県 63。3.1

香 川 テ レ メ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 香 川 県 63,.2.21

九 州 テ レ メ ヅセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 福 岡 県1、 。 。22

§

佐 賀 テ レ メ ッセ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 佐 賀 県 63.3.1

長 崎 テ レ メ 呼セ
ー ジ㈱ 無 線 呼 出 し 長 崎 県 63.6.1

㈱九 州 ネ ッ トワ
ー ク シス テ ム 無 線 呼 出 し 熊 本 県 62.9.1

㈱鹿児島テレコ
ー ノレ 無 線 呼 出 し 鹿 児 島 県 63.12.1

㈱ 沖縄 テ レ メ ッ
セ ー ジ 無 線 呼 出 し 沖 縄 県 62.12.25
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② 国内電気通信事業

資料3-2電 報通数の推移

(単位:千 通)

年 度

区 別
58 59 60 61 62

63

(4～9月)

一 般 電 報
且0,4i1 7,647 5,273 4,334 3,827 1,818

慶 弔 電 報 (77)
34,118

(82)
34,037

(87)
35,383

(89)
35,716

(91)
37,2U

(91)
17,381

内
訳

慶 祝 電 報 18,677 17,961 18,127 18,537 19,249 8,386

弔 慰 電 報 15,441 16,076 17,256 17」79 17,962 8,995

合 計 44,529 41,684 40,656 40,050 41,038 19,199

国民1人 当た り年通 数

(通)
0.37 0.35 O.34 0.33 0.33 一

(注)()内 は,総 通数中に占める慶弔電報通数の割合である。

資料3-3加 入電信契約数の推移

(単位:契 約)

年度末

区 別
58 59 60 61 62

63

(9月 末)

加 入 電 信 加 入 数 41,064 33,860 35,975 33,860 32,696 32,286

(注)60年 度以降は旧電信型公衆通信回線使用契約数を含む。
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資料3-4加 入電話等契約数の推移

(単位:契 約)

年度末

区別
58 59 60 61 62

63

(9月 末)

一

般

加

入

電

話

等

単 独 電話 4L443,318 42,742,560

44,22i,475 45,830,259 47,601,477 48,756,588

(再 掲)
PBX局 線

701,441 717,196

共 同 電話 1,011,331 799,187 639,283 494,260 375,321 326,350

地 域 団体
加 入電 話 6 6 6 6 6 3

有 線放送
電 話接 続
回 線

457 329 273 243 170 158

小 計 42,455,ll2 43,542,082 44,361,037 46,324,768 47,976,974 49,083,099

集
団

電
話

事 業 所
集 団 電 話
(ビル電話)

423,867 416,324 438,588 447,【80 442,270 440,886

地 域
集団 電話

314 139 136 41 30 26

加入電話等合計 42,879,293 43,958,545 45,299,761 46,771,989 48,419,274 49,524,Qll

人 口loo人 当
た り 普 及 率

35.8 36.9 38.0 39.2 40.5 41.3

(注)PBX局 線 については,60年 度から単独電話とした。

σ
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資料3-5種 類別公衆電話数の推移

(単位:台)

年度末

区 別
58 59 60 6] 62

63

(9月 末)

街頭公衆電話 (3,117)
502,041

(18,8Q7)
546,430

(61,301)
556,269

(148,698)
555,134

(290,443)
596,783

(366,381)
621,023

店頭公衆電話 429,371 388,473 353,301 278,973 231,417 207,608

合 計 931,412 934,903 909,570 834,107 828,200 828,631

人口千人当た
り普及率

7.8 7.8 7.6 6.8 6.8 6.7

(注)()内 は,カ ー ド公衆電話の再掲である。

資料3-6船 舶電話契約数の推移

年度末

区 別
58 59 60 61 62

63

(12月 末)

契 約 数 12,203
13,862
(1,120)

14,921
(1,716)

15,806

(2,196)
16,897
(2,617)

17,643

(一)

(注)()内 は,利 用休止分の再掲である。

資料3-7航 空機公衆電話数の推移

(単位:台)

＼ 鞭末＼
区 別 ＼

航空機公衆電話

61 62 63

54 96

L

lO9

『
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資料3-8一 般専用サービス回線数の推移

年度末

区 別
59 60 61 62

63

(9月 末)

帯

域

品

目

自

由

利

用

3.4kHz 121,517D4ろ428「16乳1・6レ9・27・122・251

3.4kHz(S) 1,18。炉,6141・199・483臥99・

48kHz 642149/33・Il831155

240kHz ・・144132114113

目

的

利

用

音 声伝 送 …6291・ ・・…121・ 。4212卸65125・164

音 楽放 送 2171222i22・1226i・ ・9

AM放 送 31・13381・44 370 382

FM放 送 33133133131131
そ の 他 …4i・9571・565}…411・981

小 計 33・98gl35・59gi38・8791441・ ・471481・176

符

号

品

目

・・bんll3・994il4・391旨5・582レ6・338117・21・

1… ん1・4・i48913661344【33Q

5,794…bんi・ ・2/・61・1・6261・ ・181

…b冷1・145「 ・・841152

1,2Q。 ・β1・7611・9781・69gl・2181・ ・477

・ …bん ・9461・ ・331・4711・6291・ 。27

… 。・鳥1・ ・64}・5571・2921…Qレ ・・46

224,234

・…bん ・717【 ・3581・7641・69811・617

そ の 他183}192114・15/81

小 計ll6・ ・46117・653119・ ・。・1・ 。・8741

合 計1…635153・252}57・8841・4・421
7Q5,41Q

(注)1.62年 度 末 以 降 の 数字 は,NTTと 新 事業 者 と の合 計 値 で あ る。

急63年9月 末 の 数字 には,エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通 信 ㈱ の分 離 に よ り

NTTと エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ通 信㈱ との契 約 数 が 含 まれ てい る。
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資料3-10公 衆データ逓信サービス(公 衆システムサービス)の利用状況の推移

年度末

区別
58 59 60 61 62

63

(6月 末)

ユ ー ザ 数 4,048 4,587

例 棚 5,088 4,600

1

端 末 数10,4】6 13,255 15,369 20,554 25,748 34,060

1ユ ーザ当た

りの平均端末
数

2.6 2.9 3.1 4.1 5.1 7.4

資料3-11各 種データ通信サービスの対象業務別利用状況の推移

年度末

対象業務
58 59 60 61 62

63

(6月 末)
一

金 融 業 務

自動車登録検査業務

座 席 予 約 業 務

税 務 関 係 業 務

信 用 ・購 買・販売業務

気 象 観測 情 報 業 務

環 境 情 報 業 務

生鮮食料品流通情報業務

救急医療情報・病院情報
業務

官 庁 会 計 業 務

保 険 業 務

自動遠 隔 検 針 業 務

新 聞記 事 情 報 業 務

地方 自治体行政 業務

そ の 他

36

1

1

2

2

1

1

1

22

1

2

i

1

1

一

37

1

1

3

2

1

1

1

24

1

2

2

1

1

2

38

1

1

3

2

1

1

1

25

1

2

3

1

2

6

41

1

1

3

2

1

L

亘

27

1

2

3

1

3

7

44

i

o

3

2

1

1

1

27

1

2

3

1

4

6

43

】

Q

3

2

1

1

1

27

1

2

3

1

4

10

合 計 73 80 88 95 97 100

(注)金 融ANSERシ ステ ム,流 通ANSERシ ス テ ム,ク レジ ッ ト情 報 シ ステ

ムを 含 む。
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資料3-12回 線交換サービス及びパケット交換サービスの契約数の推移

年度末

区 別
58 59 60 61 62 63

(9月 末)

回

線

交

換

サ

;

ビ

ス

20Qb/s

300b/s

i,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

0

5

26

158

369

914

123

0

4

11

174

783

1,535

170

6

0

8

182

1,042

2,468

285

8

0

18

170

964

3,517

544

16

0

12

165

1,144

4,447

1,298

16

0

12

121

1,241

4,795

1,442

合 計 1,595 2,677 3,991 5,22且 7,082 7,627

パ

ケ
ッ

ト

交

換
サ

ー
ビ

ス

200b/s

300b/s

l,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

1

10

113

1,107

810

867

99

4

13

192

2,267

1,926

2,028

196

(4)
14
(723)
788
(175)
473

3,825

4,484

4,189

385

(1;)
(5,625)
5,698
(3,550)
3,950
(7)
4,562

5,965

6,955

633

(54)
64

(12,453)
12,520
(14,544)
15,037
(240)
5,940

8,531

10,332

912

(62)'
63

(15,365)
15,436
(29,i80)
29,771
(448)
6,955

8,994

12,507

1,119

合 計 3,007 6,626
(9Q2)
14,158

(9,211)
27,802

(27,291)
53,336

(45,055)
74,845

(注)パ ケット交換サービスについては,60年4月 から電話網接続のサービス(第

2種)が 開始され,()内 は第2種 サービスの再掲である。

③ 国際電気通信事業

資料3-13国 際 オー トメックスサービスの利用状況の推移

年度末

区 別
58 59 60 61 62 63

(9月 末)

ユ ー ザ 数19 222・121123123

回 線 数155巨8117・ll93レ97193
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1
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末度年
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協踊1
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恥50

晒75

恥㎜

恥㎜
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線回用送伝号符速中
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信

級

回
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資料3-16対 外直通回線数の推移

(単位:回 線)

年度末

区 別
58 59 60 61 62 63

国 際 電 報 回 線171172「 ・・1・41・4171

国 際 電 話 回 線 匝1711・87・ 巨496i・ ・421・7221・ ・。・

国 際 … ク ・ 回 線 ・1231・33gl・46・ 巨 ・。ll・49911,995

電 信 鵬 用 回 副575}5531・2・!47・!4581439

音 声 級 専 用 回 線i2991・ ・7i53816821851828

そ の 他1・ ・3214119・121・13281376

合 計1・4421・4551・27g巨57911・932h・ ・14

(注)「 その他」は,国 際写真電報,国 際音声放送伝送,国 際ファクシミリ電報,

海事衛星通信等の回線の合計であり,電 話回線との共用回線を含む。

資料3-17伝 送方式別対外直通回線構成比

(63年度末現在)

伝 送 方 式 通信衛星 海 底
ケーブル

対流圏散乱
波通信 短波無線 合 計

構 成 比(%) 69.3 30.0 0.5 0.2 100.0
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資料3-18伝 送方式別対外直通回線設定対地状況(63年 度末現在)

対 地
伝 送 方 式

対 地
伝 送 方 式

衛星 ケー ブ ルその
他

衛星ケ ー ブル その
他

ア

ジ

ア

ア ラ ブ首長 国連 邦

イ ス ラ エ ル

イ ラ ク

イ ラ ン

イ ン ド

イ ン ド ネ シ ア
オ マ ー ン

カ タ ル

韓 国北 朝 鮮

ク ウ ェ イ ト

サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ

ア
シ リ ア

シ ン ガ ポ ー ル
ス リ ・ラ ン カ

タ イ

台 湾
中 国

ネ パ ー ル
パ キ ス タ ン

!ミ ハ レ ー ン

バ ング ラ デ シ ュ

ビ ル マ

フ ィ リ ピ ン

プ ル ネ イ

香 港

マ レ イ シ ア

レ パ ノ ン

ジ ョ ル ダ ン
マ カ オ

I

I

I

I

I

P

I

I

I

I

I

P
I

P

P

IP

I

I

I

I

I

P

P

P

P

I

I

I

OLUHO
OLUHO

JKC

OLUHO

OLUHO

OLUHO
OKT

JC

TPC
OLUHO

OLUHO

OLUHO

1

0H

HF

欧

州

英 国

オ ー ス ト リ ア

オ ラ ン ダ

ギ リ シ ャ
ス イ ス

ス ウ ェ ー デ ン

ス ペ イ ン

西 独
ソ 連

チ ェ ッコ ス ロヴ7キ

z
ア ン マ ー ク

東 独

ト ル コ
フ ィ ン ラ ン ド

フ ラ ン ス

ブ ル ガ リ ア
ベ ル ギ ー

ポ ー ラ ン ド

ポ ル ト ガ ル
ノ ー ル ウ ェ ー

ル ー マ ニ ア

ル ク セ ン ブ ル グ
ユー ゴー ス ラヴ ィ ァ

I

I

I

I

I
I

I

I

I

I

I

I

I
I

I

I

I

I

I

I
I

I

I

TPC

JASC

JASC

JASC
JASC
JASC

OLUHO

ア

プ

リ

カ

ア ル ジ ェ 。リ ア
エ ジ フ ト

ガ ボ ン
ケ ニ ア

チ ュ ニ ジ ア

南 ア フ リ カ
ナ イ ジ ェ リ ア

象 牙 海 岸
タ ン ザ ニ ア
マ ラ ウ イ

I

I

I
I

I

I

I

I

I

I

ア

メ

リ

カ

ア ル ゼ ン テ ィ ン

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

カ ナ ダ
コ ロ ン ビ ア

パ ナ マ

パ ラ グ ァ イ

ブ ラ ジ ル

米 国
ベ ル{

メ キ シ コ
コ ス タ 。 リ カ

チ リ

I
I

P

I

I

I

I

IP

I
P

I

I

TPC

JASC
TPC

大

洋

州

オ ー ス ト ラ リ ア

グ ア ム

サ イ パ ン

ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド

ハ ワ イ

フ イ ジ ー

パ プ ア ・ 一 ユ ー ギ ニ

ア

マ ー シ ャ ル 諸 島

ニ ュ ー カ レ ド ニ ア

パ ラ オ

ミ ク ロ ネ シ ア

P

P
P

P

P

P

P

P
P

P

P

P

OLUHO
TPC

TPC

琉
ア イ ル ラ ン ド

イ タ リ ア

I
I JASC

(注)1:イ ンテ ルサ ッ ト・イ ン ド洋 衛 星Pニ イ ンテル サ ッ ト・太 平 洋 衛 星
OLUHO1沖 縄 ・ル ソン ・香 港 ケ ー ブ ルJASC:日 本 海 ケ ー ブルOKT:沖

縄 ・台 湾 間 ケー ブ ルTPC:太 平 洋 横 断 ケー ブル(第1,第2)JKC:日

本 ・韓 国 間 ケー ブルOH:対 流 圏 散乱 波 方 式HF:短 波JC:日 本 ・中

国 間 ケ ー ブル
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資料3-19我 が国に陸上げされている国際海底ケーブル

区 別

ケーブル
陸 揚 げ 地

回 線 容 量
(電話級換算) 距 雑 運用開始

第1太 平洋横断
ケーブル(TPC
1)

二 宮,グ ア ム,ウ

エ ー キ,ミ ッ ドウ

ェ イ,ハ ワ イ

回 線

(二 宮 ・グア ム間)

138

(グ ア ム ・ハ ワイ間)
142

㎞

2・66。39年6月

7,130

日本海 ケ ー ブル

(JASC)
直 江 津,ナ ホ トカ 120 890 44年7月

第2太 平洋横断
ケーブル(TPC
2)

沖縄,グ ア ム,ハ
ワイ

845 9,330 51年1月

日本 ・中 国間 ケ
ー ブル(ECSC)

苓北(熊 本県),南
涯(な んほい,上

海市の南東)

480 1,040 51年IO月

沖 縄 ・ル ソン ・

香 港 ケ ー ブ ル

(OLUHO)

沖縄,ル ソン,香

港

(沖 縄 ・ル ソ ン 間)

1,200

(ル ソ ン ・香 港 間)

1,380

1,390

880

52年8月

沖 縄 ・台 湾 間 ケ
ー ブル

(OKITAI)
沖縄,頭 城 480 680 54年7月

日本 ・韓 国 間 ケ
ー ブル 浜田,釜 山 2,70Q 290 55年11月

沖縄ケーブル 沖縄,二 宮 1,600 1,700 59年12月

第3太 平 洋横 断
ケ ー ブル/第4
ハ ワイ ケー ブ ル

(TPC-3/
HAW-4)

千 倉(千 葉 県),グ
ア ム,ハ ワイ,米

本 土

(千 倉 ・グア ム間)
3,780

(千倉 ・ハ ワイ 間)
3,780

(ハ ワイ ・グア ム間)
3,780

(米 本 土 ・ハ ワイ間)
7,560

13,200 平成元年
4月
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資料3-20我 が国の通信事業者が計画中の主な海底ケーブル

区 別

ケ ー プル
陸 揚 げ 地 回 線 容 量

(電話級換算)
運用開始
予定期日

グア ム ・フ ィ リ

ピ ン ・台 湾 ケー

ブル(G-P-T)

グ ア ム,フ ィ リ ピ ン,

台 湾

(グ ア ム ・ フ ィ リ ピ

ン間)

1,890

(グ ア ム ・台 湾 間)

1,890

(フ ィ リ ピ ン ・台 湾 間)

1,890

平成元年

香 港 ・日本 ・韓

国 ケー ブル

(H-J-K)

香港,千 倉(千 葉県),
済州島

(千 倉 ・香 港 間)
1,890

(千 倉 ・済 州 島 間)
1,890

平成2年

南 太 平 洋 ケー ブ
ル(PacRim

East,PacRim

West)

グ ア ム,オ ー ス トラ

リア,ニ ュ ー ・ ジ ー

ラ ン ド,ハ ワイ

(グ ア ム ・オ ー ス ト

ラ リ ア 間)

3,780

(ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン

ド,ハ ワ イ 間)

3,780

(グ ア ム ・
オ ー ス トラ

リア間)

平 成8年

(ニ ユー ・
ジ ー ラ ン ド
・ハ ワイ間)

平 成5年

第9大 西洋横断
ケーブル
(TAT-9)

米 本 土,カ ナ ダ,英
国,フ ランス,ス ペ

イ ン

(カ ナ ダ ・WM1間)

2,250

(米 本 土 ・WMl間)

13,182

(WM1・WM2間)

15,120

(WM2・ 英 国 間)

10,973

(WM2・ フ ラ ン ス 間)

4,101

(WM2・ ス ペ イ ン 間)
5,230

平成3年

第4太 平 洋 横 断
ケー ブル(TPC
-4)

千倉(千葉県),カ ナ
ダ,米 本土

15,120 平成4年

北太平洋ケーブ
ル(NPC)

三 浦(神奈川県),米

本土
17,010 平成2年

(注)WM=We+Mux(多 重化機能をもった海中分岐装置)
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資料3-21世 界の主な海底ケーブル(63年 度末現在)

海域 名 称 区 間 距 離 容 量

太

平

洋

・

イ

ン

ド

洋

・

日

本

海

第1ハ ワイ ケー ブル

第2〃

第3〃

第1太 平 洋 横断 ケ ー ブ ル

第2太 平 洋 横断 ケ ー ブ ル

グア ム ・フ ィ リピ ンケ ー ブル

日本 海 ケ ー ブル

目 ・中 ケ ー ブル

沖 縄 ・台 湾 ケー ブル

沖 縄 ・ル ソン ・香港 ケ ー ブル

台湾 ・フ ィ リピ ンケ ー ブ ル

ASEANケ ー ブル

日 ・韓 ケ ー ブル

台 湾 ・グ ア ム ケー ブ ル

イ ン ド洋 連 邦 ケ ー ブル

オ ー ス トラ リア ・臼 エー 。ジ
ー ラソ ドケ ー ブル

オ ー ス トラ リア ・パ ブァ ・_

ユー ギ ニ ア ケ ー ブル

ANZCANケ ー ブル

シ ンガ ポ ール ・香 港 ・台 湾 ケ
●一 フル

オ ー ス トラ リア ・イ ン ドネ シ

ア ・シ ン ガ ポ ール 間 ケー ブ ル

米本土～ハワイ

〃 ～ 〃

〃 ～ 〃

ハ ワイ ～ グ アム

グ ア ム～ 日本(二 宮)

ハ ワイ ～ グア ム～ 日本(沖 縄)

グ ア ム～ フ ィ リ ピ ン

目本(直 江 津)～

ソ連(ナ ホ トカ)

日本(熊 本)～ 中 国(上 海)

日本(沖 縄)～ 台湾(頭 城)

日本(沖 縄)～

フ ィリ ピ ン(ル ソン)

フ ィ リピ ン(ル ソ ン)～ 香 港

台 湾 ～ フ ィ リピ ン(ル ソン)

フ ィ リピ ン～ シ ンガ ポ ー ル

シ ン ガポ ー ル ～ イ ン ドネ シ ア

マ レイ シ ア～

シ ンガ ポ ー ル～ タ イ

日本(浜 田)～ 韓 国(釜 山)

台 湾 ～ グ アム

イ ン ド～ マ レイ シ ア

オ ー ス トラ リア ～
ニ ュー 。ジ ー ラ ン ド

オ ー ス トラ リア ～
パ プ ア ・ニ ュー ギ ニ ア

カ ナ ダ～ ハ ワイ ～ フ ィジ ー～

ノ ー フ ォー ク島 ～ オ ー ス トラ

リア

ノー フ ォー ク島 ～

ニ ュー ・ジ ー ラ ン ド

シ ン ガポ ール ～ 香港

香 港 ～ 台 湾

オ ー ス トラ リア ～

イ ン ドネ シア

イ ン ドネ シ ア～ シ ンガ ポ ー ル

㎞

4,080

4,420

4,410

7,130

2,660

9,040

2,720

890

1,040

680

1,390

880

900

2,840

1,0QO

l,700

290

3,150

2,500

2,230

870

13,780

1,210

2,920

2,080

1,040

電 話 級

回 線

51

142

845

128

138

845

144

120

480

480

1,200

1,380

480

1,380

480

480

2,700

63Q

480

480

480

1,38Q

480

1,380

480

1,380

1,380
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海域 名 称 区 間 距 離 容 量

東南アジア ・中東 ・西欧間ケ
,一 フノレ

フ ジ ャイ ラ ・ボ ンベ イ間

海 底 ケ ー ブル

フ ジ ャイ ラ ・カ ラチ間

海 底 ケ ー ブル

シ ンガ ポ ール ～ メ ダ ン

メダ ン～ コ ロンボ ～ ジ ブ テ ィ

ジ ブ テ ィ～ ジ ェ ッ ダ

ジ ェ ッダ～ スエ ズ

ス エ ズ～ ア レキ サ ン ド リア

ア レキサ ン ドリア～ バ レル モ
・マ ル セ イ ユ

UAE～ イ ン ド

UAE～ パ キ ス タ ン

640

6,790

1,450

1,290

350

2,850

1,964

1,200

1,260

1,080

1,200

2,580

2,060

2,580

1,380

1,200

一

大

西

洋

(

地
中海

等
を
含
む
。

)■

第5大 西洋横断ケーブル

第6〃

第7〃

第iカ ナダ大西洋横断ケーブ
ノレ

第2〃

ス コ ッ トラ ン ド ・

ア イ ス ラ ン ド間 ケ ー ブル

第5英 国 ・ベ ル ギ ー聞 ケ ー ブル

アイ ス ラン ド・

カナ ダ間 ケー ブ ル

ブ ラジ ル ・

カ ナ リー群 島 問 ケー ブ ル

南 ア フ リカ ケ ー ブル

DIDONケ ー ブル

地 中海 ケ ー ブル

第1ス ペ イ ン ・
カナ リー群 島 間 ケー ブ ル

第2ス ペ イ ン ・
カナ リー群 島 間 ケー ブル

ヴ ェネ ズ エ ラ ・
ス ペ イ ン間 ケ ー ブル

第1セ ン ト ・
トー マ ス ケ ー ブル

第2〃

イ ス ラエ ル ・
イ タ リア ケ ー ブル

南 ア メ リカ ・ア フ リカ ・
ヨー ロ ッパ間 ケ ー ブル

米 本t～ ス ペ イ ン

〃 ～ フ ラソ ス

〃 ～ 英 国

英 国 ～ カ ナ ダ

〃 ～ 〃

英 国(ス コ ヅ トラ ン ド)～
アイ ス ラ ン ド

英 国 ～ ペ ル ギ ー

カナ ダ～ グ リー ン ラ ン ド～

アイ ス ラ ン ド

ブ ラ ジル～ カ ナ リー群 島

ポル トガ ル～ 南 ア フ リカ

フ ラ ンス ～ チ ュニ ジ ア

イ タ リア ～ スペ イ ン

スペ イ ン～ カナ リー群 島

スペ イ ン～ カナ リー群 島

ヴ ェネ ズエ ラ～ ス ペイ ン

米 本 土 ～ ヴ ァー ジ ン群 島

〃 ～"

イ ス ラエ ル ～ イ タ リア

ブ ラジ ル～ セ ネ ガ ル

セ ネ ガ ル～ ポル トガル

6,420

6,290

6,070

3,840

5,270

1,270

130

3,230

4,890

10,920

930

1,840

1,400

1,480

6,000

2,190

2,450

2,650

3,420

2,920

845

4,000

4,200

80

1,840

29

11,500

28

160

360

2,580

640

160

1,840

1,84Q

144

72Q

l,380

1,380

2,580
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〔4)事 業経営状況

資料3-22NTTの 収支状況

(単位:億 円)

年 度

区 分

61 62
増減(△)

率(%)金 額1暢1ヒ 金 額 暢 ヒ

収

益

営

業

収

益

電 話 収 入

電 信 収 入

電 報 収 入

専 用 収 入

デー タ通信 収 入

デー タ伝送 収入

無 線呼 出 し収入

そ の 他 の 収 入

附帯事業営業収入

43,688

96

394

2,751

1,623

158

809

1,378

2,634

80.9

0.2

0.7

5.1

3.0

0.3

L5

2.6

4.9

45,537

67

431

2,954

1,761

223

933

1,549

3,162

79.6

0.1

0.8

5.2

3.1

0.4

1.6

2.7

5.5

42

ム30.6

9.3

7.4

8.4

41.5

15.3

12.4

20.0

合 計 53,535 992 56,620 99.0 5.8

営 業 外 収 益 448 0.8 549 1.0 22.7

合 計 53,984 100.0 57,170 100.O 5.9

費

用

営

業
費
用

業 務 運 営 費

祖 税 公 課

減 価 償 却 費

30,315

1,804

14,187

60.1

3.6

28.1

32,540

1,974

13,898

62.3

3.7

26.6

7.3

9.4

ム2.0

合 計 46,308 91.9 48,413 92.7 4.5

営
業
外
費
用

金 融 費 用

その他の営業外費用

3,409

686

6.7

1.3

3,036

753

5.8

1.4

ム ユ0.9

9.7

合 計 4,096 8.1 3,789 7.3 △7.5

合 計 50,404 100.0 52,202 100.0 3.6

税 引 前 利 益 3,579 4,967 38.8

法 人 税 ・住 民 税 2,099 2,535 20.8

税 引 後 利 益 1,480 2,432 64.3

(注)単 位未満は切 り捨ててある。



3-1第 一種電気通信事業 一243一

資料3-23NTTの 財務状況

(単位:億 円)

年 度

区分 ＼
61年 度末 62年度末 増減(△)

率(%)金 額1幣1ヒ 金劉 幣1ヒ

資

産

の

部

固 定 資 産

(有形固定資産)

流 動 資 産

繰 延 資 産

98,837

95,260

9,435

458

90.9

87.6

8.7

0.4

98,808

95,172

10,101

367

90.4

87.0

9.3

0.3

△0.0

Ω0.0

7.0

凸19.8

合 計 108,732 100.0 109,276 100.0 0.5

負

債

及

び

資

本

の

部

負

債

固 定 負 債

流 動 負 債

58,752

15,004

54.O

l3.8

56,939

15,711

52.l

l4.4

△3.0

4.7

合 計 73,756 6Z8 72,650 66.5 △L4

資

本

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

7,800

25,577

1,597

7.2

23.5

L5

7,800

25,655

3,170

7.1

23.5

2.9

一

〇.3

98.4

合 計 34,975 32.2 36,626 33.5 4.7

合 計 108,732 100.0 109,276 100.O 0.5

(注)1()内 は,再 掲 で あ る。

2単 位 未 満 は 切 り捨 て て あ る。
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資料3-24KDDの 財務状況

(単位:百 万円)

61 62 増減(△)

率(%)構成比金 額
(%)
金劉 僅野

資

産

の

部

流 動 資 産 130,782 30.4 140,563 30.1 7.4

固

定

資

産

有形固定資産

無形固定資産

投 資 等

216,QO3

31,207

52,866

50.1

7.2

12.3

2227923

32,586

70,87Q

47.7

6.9

15.1

3.2

4.4

34.0

小 計 300,077 69.6 326,380 69.8 8.7

合 計 430,860 100.0 466,944 100.0 8.3

負

債

及

び

資

本

の

部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

51,734

142,658

12.0

33.1

61,055

156,183

13.0

33.4

18.0

9.4

合 計 194,393 45.1 217,239 46.5 Il.7

資

本

資 本 金

法 定 準 備 金

剰 余 金

33,931

17,255

185,279

7.9

4.0

43.0

34,365

17,975

197,364

7.3

3.8

42.2

1.2

4.1

6.5

合 計 236,466 54.9 249,704 53.4 5.5

合 計 430,860 100.0 466,944 100.0 8.3
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資料3-25KDDの 収支状況

(単位:百 万円)

年 度

区 別

61 62 増減(△)

率(%)金 額 構成比
(%)

構成比金 額
(%)

収

益

営

業

収

益

電 話 収 入

テ レッ クス収 入

電 報 収 入

専 用 収 入

データ通 信 収 入

データ 伝送 収 入

その他の営業収入

158,641

34,821

5,234

11,727

3,201

2,130

8,229

66.3

且4.6

2.2

4.9

正.3

0.9

3.4

190,089

25,937

4,682

12,884

3,207

2,549

9,107

72.6

9.9

L7

4.9

1.2

0.9

3.4

19.8

△25.5

△10.5

9.9

0.2

19.7

10.7

合 計 223,987 93.6 248p457 94.9 10.9

営 業 外 収 益

特 別 利 益

7,8且8

7,394

3.3

3.星

7,6L4

5,555

2.9

2.1

△2.6

△24 .8

合 計 239」90 100.0 261,630 1QO.0 9.4

費

用

営

業

費

用

業 務 運 営 費

祖 税 公 課

減 価 償 却 費

154,249

6,924

38,794

72.9

3.2

18.3

且66,965

8,879

40,645

73.9

3.9

18.0

8.2

28.2

4.8

合 計 199,967 94.O 216,489 95.9 8.2

営 業 外 費 用

特 別 損 失

4,478

7,042

2.1

3.3

4,216

5,016

2.1

3.3

△5.9

△28.8

合 計 2H,489 LOO.0 225,721 100.0 6.7

税 引 前 利 益 27,702 35,906 29.6

法 人 税 ・住 民 税 15,679 20,587 31.3

税 引 後 利 益 12,022 15,3!8 27.4
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3-2第 二種電気通信事 業

資料3-26特 別第二種電気通信事業者の概要(63年12月 末現在)

会 社 矧 役 務 唖 類 提供区域陶 年・・'

60.4.19㈱ イ ン テ ッ ク 音 声,画 像,デ ー タ 全 国

富 士 通 ㈱ デ ー タ 全 国 60.4.19

日 本 情 報 サ ー ビ ス ㈱ デ ー タ
全 国
米 国

60

(62 11
19
19)

日 本 電 気 ㈱ 音 声,画 像,デ ー タ,複 合
全 国
米 国

60

(62 6
19
29)

㈱ 日立 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク デ ー タ
全 国
米 国

60

(62 6
19
29)

共 同VAN㈱ 音 声,画 像,デ ー タ,複 合 全 国 60,5.24

日 本 イ ー エ ヌ エ ス ㈱ デ ー タ,音 声
全 国
米 国

60.7.17

(62.929)

㈱ 沖 ネ ッ ト サ ー ビ ス 音 声,画 像,デ ー タ 全 国 60.7.31

ネ ッ トワー ク情 報 サ ー ビス㈱ 音 声,画 像,デ ー タ
全 国
米 国

60.1125

(62.9.29)

イ ン タ ー ネ ッ ト ㈱ デ ー タ 全 国 61.10.15

日 本 督等 幸艮 通 信(殊1 音 声,画 像,デ ー タ
全 国
米 国

62.7.20

墨 際 ヴ ァ ン ㈱ 画 像,デ ー タ
全 国
米 国

62

(62 ;
29
29)

㈱ 野 村 総 合 研 究 所 デ ー タ 全 国
米 国

62

(62 }1
9
9)

三 井 情 報 開 発 ㈱ デ ー タ 全 国
米 国

62

(62 }8
19
19)

日 本 ア イ ・ピ ー ・エ ム ㈱ デ ー タ 全 国
米 国

62

(62 }8
27
27)

麹 日 本 経 済 新 聞 社 画 像,デ ー タ 全 国
米 国

62

(62 }8
31
31)

㈱ 東 洋 情 報 シ ス テ ム デ ー タ 全 国 62.11.27

㈱ ア イ ネ ス デ ー タ 全 国 63.3.30

エ ヌ ・テ ィ・テ ィ・デ ー タ 通 信 ㈱ デ ー タ,複 合 全 国 63.6.28

三 菱 電 機 ㈱ 音 声,画 像,デ ー タ,複 合 全 国 63.8.23

㈱ 電 通 国際 情 報 サービス デ ー タ 全 国
米 国

63.9.3

ヶ 一 ネ ッ ト ㈱ デ ー タ
全 国
米 国
英 国

63.11.17

(注)1.下 線 のある社は,国 際特別第二種電気通信事業の登録を行っているもの

である。

2.登 録年月日の()内 は,国 際特別第二種電気通信事業の登録年月である。
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資料3-27一 般第二種電気通信事業の電気通信役務別企業数(63年L2月 末現在)

役 務 音声伝送 画像伝送 データ伝送 複 合

企 業 数 192 97 433 81

資料3-28第 二種電気通信事業の資本金別企業数(63年il月 現在)

＼
＼ 、、、、＼

互,000

万 円未 満

5,000

万 円未 満

1億 円

未満

5億 円

未満

10億円

未満

50億 円

未満

lQO億 円

未 満

企 業 数 45 ll3 57 ll3 18 35 13

構成比(%) 10.9 27.4 13.8 27.4 4.4 8.5 3.2

100億 円

以上
合 計

電気通信業実態調査による。

資料3-29第 二種電気通信事業の企業規模別企業数(63年11月 現在)

企 業 数 18 412

構成比(%) 4.4 lOO.0

欝 50人

未満

100人200人

未 満 未 満

300人500人

未 満 未 満

1,0005,0005,000

人 未 満 人 未 満 人 以上
合 計

企 業 数 173 57453724212919 405

構成比(%) 42.7 14.1且1.19.15.95.27.24.7 10Q.0

電気通信業実態調査による。

資料3-30第=種 電気通信事業の売上高別企業数(63年11月 現在)

売上高 1億 円
未満

5億 円

未満

エo億円

未満

20億 円

未満

50億 円

未満

企 業 数 137 5420 24 ll

構成比(%) 53.1 20.97.7 9.3 4.3

売上高 !oo億 円
未 満

1,000

億 円未 満

1,000

億 円 以上
合 計

企 業 数 4 8 0 258

構成比(%) 1.6 3.1 Q 100.0

電気通信業実態調査による。

(注)情 報通信部門における売上高である。
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資料3-31第 二種電気通信事業のサービス提供地域別企業数

(63年11月 現在)(複 数回答)

＼ 陳 京隊 ・1信 越r東 釧 北 陸1近 畿r中 国1四 国
企 業 数 104 86 52 88 52 91 69 53

構成比(%) 46.8 38.7 23.4 39.6 23.4 41.O 31.1 28.9

.＼i九 州陳 北1北劇 沖 縄1本邦外1合 計
企 業 数 74 69 61 21 1 222

構成比(%) 33.3 31.1 27.5 9.5 O.5 1QO.0

*:東 京を除く。

電気通信業実態調査による。

資料3-32第 二種電気通信事業の契約先業種別顧客数

(63年11月 現在)

対 象 業 種1顧 客 数

農 林 水 産 業

鉱 業

建 設 業

製 造 業(素 材型)

製 造 業(加 工型)

卸 売 業

小 売 業 ・飲 食 店

金 融 ・保 険 業

運 輸 業

電 気 ・ガ ス・水 道 業

不 動 産 業

情 報 サ ー ビ ス 業

通 信 業

放 送

そ の 他 サ ー ビ ス

公 務

そ の 他

361

20

1,015

268

1,219

4,624

5,941

1,268

423

443

69

6,965

175

116

7,438

585

48,228

電気通信業実態調査による。
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資料3-33第 二種電気通信事業の提供サービスの種類(63年11月 現在)

(単位:社 数,複 数回答)

区 分

サ ー ビ ス

一般第二種電気通信事

業者
特別第二種電気通信事
業老

,灘,1,灘 、 ,響 、1、讐 、,
デジタル回線交換 32 8 7 3

デ ジ タル ・パ ケ ッ ト交 換 9 8 7 5

電 子 メ ー ル 51 23 11 5

電 子 掲 示 板 38 15 8 1

フ ァ イ ル 転 送 87 52 9 4

フ ァク シ ミ リ伝 送 27 11 3 2

ボ イ ス メ ー ル 38 18 1
一

専用線分割再販 44 37 10 8

デ ー タ処理
(リ モ ー トパ ッ チ) 65 46 9 6

(オ ン ラ イ ンリア ル タイ ム)
90 70 9 46

ビデオテックス情報提供
1∫ ロ

16 3 1

ビデオテックス画像伝送

オ ン ライ ン デ ー タベ ー ス 57 36 9 4

そ の 他 17 27 2 6

電気通信業実態調査による。
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3-3有 線放送電話事業

資料3-34有 線放送電話施設数及び端末設備数の推移

区 別

年度末

施 設 数
各年度中増減(△)の 内訳

端末設備数
新 設 数 隣 止 数 陣(・)数

56

57

58

59

60

61

62

776

733

705

683

658

635

615

2

1

4

4

5

3

1

1
42

44

32

26

30

26

21

△40

△43

△28

凸22

△25

△23

凸20

1,672,148

1.,596,474

1,554,683

1,528,000

1,478,316

1,438,431

1,406,54i

(注)有 線放送電話は,放 送と通話の二つの機能を兼ね備えたメデ ィアであ り,

農 山漁村地域において簡易な広報連絡手段 として利用されている。

資料3-35有 線放送電話の運営主体別状況

(62年度末現在)

運 営 主 体 施 設 数 構 成 比(%)

農 林 漁 業 団 体

地 方 公 共 団 体

市町村と農協等の共同経営体

公 益 法 人

446

125

24

20

72.5

2Q.3

3.9

3.3

合 計 615 100.0
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資料3L36有 線放送電話の利用者数の推移

(単位:万 人)

年度末

区 別
58 59 60 61 62

利 用 者 数 149 146' 14【 138 134

資料3-37有 線放送電話の利用料の状況

,(62年 度)

利 用 料(月 額) 施 設 数 構 成 比(%)

400円 未 満

400～600円 未 満

600～800円 未 満

800～1,000円 未 満

1,000円 以上

31

93

198

139

154

5.O

l5.1

32.2

22.6

25.1

合 計 615 100.Q
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資料3-38都 道府県別有線放送電話施設数及び端末設備数

(62年度 末現在)

都道府県1施 設数1端 末設備剰 都道府県1施 設数1端 末設鰍

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

4

1

16

7

2

9

14

11

8

22

14

12

5

9

10

23

70

7

5

8

16

32

25

21

3,466

1,878

40,831

10,935

2,788

22,972

21,826

21,486

14,441

41,249

22,591

26,685

10,577

12,900

15,874

34,843

236,147

3,828

8,787

15,301

44,082

97,723

73,496

4Q,787

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

25

11

】

32

6

18

2

21

16

14

30

21

19

16

5

7

1

2

9

2

0

4

2

74,414

13,436

390

75,846

6,236

31,780

7,246

68,563

27,447

34,436

51,553

36,238

62,366

31,769

10,224

12,616

1,112

2,460

18,220

2,281

0

8,252

4,163

合 計 615 1,406,541



3-3有 線放送電話事業 一253一

資料3-39有 線放送電話の規模別状況

(62年度末現在)

端 末 設 備 数 施 設 数 構 成 比(%)

1,000個 未 満

1,000～2,000個 未 満

2,000～3,000個 未 満

3,000～4,000個 未 満

4,000～5,000個 未 満

5,000個 以 上

113

232

139

61

34

36

18.4

37.7

22.6

9.9

5.5

5.9

合 計 615 100.0

1



一254-3電 気通信事業

資料3-40有 線放送電話事業の収支状況

(単位:百 万円)

61 62 増減(△)

率(%)金 額 構成比(%) 金 額 構成比(%)

収

入

事

業

収

入

基 本 料

通話度数料
接続手数料

放 送 料

その他の収入

13,737

153

622

2,400

72.2

0.8

3.3

i2.6

!3,172

160

643

1,951

73.8

0.9

3.6

10.9

△4.1

4.6

3.4

△18.7

小 計 16,911 88.9 16,017 89.2 △5.3

事 業 外 収 入 2,106 1Ll 【,912 lLl △9.2

合 計 19,017 100.0 17,840 lOO.0 △6.2

支

出

事

業

支

出

人 件 費

物 件 費

減価償却 費

その他の支出

8,918

6,051

1,400

404

49.1

33.3

7.4

2.2

8,723

5,869

1,315

374

49.1

33.3

7.4

2.2

△2.2

△3 .1

△6■

△7.4

小 計 16,712 92.0 16,280 92.0 △2.6

事 業 外 支 出 1,456 8.0 1,039 8.O △28.6

合 計 18,168 100.0 17β20 100.O △4.7

収 支 差 額 849 520 砧38.8



3-4安 全 。信頼性対策 一255-

3-4安 全 ・信頼性対策

資料3-41情 報通信ネットワーク安全 ・信頼性対策実施

登録規程に基づく登録ネットワークー覧(63年12月 末現在)

会 社 名 情報通信ネットワークの名称 登録年月日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

411111

セ ンチ ュ リ リサ ー チ セ ン タ㈱

㈱ イ ン テ ヅ ク

㈱ 山一 コ ン ピュ ー タ ・セ ンタ ー

日 本 情 報 サ ー ビ ス ㈱

日 本 電 気 ㈱

富 士 通 ㈱

ス タ ー ネ ッ ト ㈱

イ ン タ ー ネ ッ ト ㈱

ネ ッ ト ワ ー ク情 報 サ ー ビス㈱

㈱ 日 立 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク

目 本 イ ー エ ヌ エ ス ㈱

日 本 情 報 通 信 ㈱

㈱ 野 村 総 合 研 究 所

三 菱 電 機 ㈱

CRCネ ッ ト ワ ー ク

AceTelenet 脚

YCCネ ッ トワー ク

IAIS-NET

C&C-VAN

FENICS

STAR-NET

イ ン ター ネ ッ ト

タ イ ムネ ッ ト

HICOM

JENSNET

MD-NET

NCC-VANGN

MIND

58年12月21日

59年3月29日

60年3月26日

60年3月26日

62年5月11日

62年10月19日

62年12月4目

62年12月4日

62年12月4日

63年1月14日

63年1月14日

63年5月30日

63年8月30日

63年8月30日

(注)情 報通信 ネットワーク安全 ・信頼性対策実施登録規定は,「 情報通信 ネット

ワークの安全 ・信頼性基準」(昭和62年 郵政省告示 第73号)に 基づく一定の安

全 ・信頼性対策が実施されているネットワークを登録することにより,情 報通

信の健全な発展を図ろうとするものである。



一256-3電 気通信事業

3-5電 気 通信に関す る資格制度

資料3-42電 気通信主任技術者 ・資格者の種類

種 釧 職 務 ・ 内 容

第一種伝送交

換主任技術者

第一種電気通信事業者の伝送交換設備の工事,維 持及び運用を監

督するための電気通信主任技術者であり,伝送 ・交換 ・無線通信(衛

星通信を含む。)・データ通信 ・通信電力の分野に関する総合的シス

テムエンジニアである。

この資格を有する者は,大 規模VAN等 の特別第二種電気通信事

業者の電気通信設備の工事,維 持及び運用の監督を行 うこともでき

る。

第二種伝送交

換主任技術者

特別第二種電気通信事業者の電気通信設備の工事,維 持及び運用

を監督するための電気通信主任技術者であり,伝 送設備 ・交 換 設

備 ・データ通信 ・通信電力の分野に関する総合的なシステムエンジ

ニアである。

線 路 主 任

技 術 者

第一種電気通信事業者の線路設備の工事,維 持及び運用を監督す

るための電気通信主任技術者であり,通 信線路 ・通信土木 ・水底線

路の分野に関する総合的エンジニアである。

(注)電 気通信主任技術者は,電 気通信ネットワークの監督者 として,質 の良い電

気通信サービスを維持する直接の責任を負 うものである。電気通信事業法は,

第一種電気通信事業者及び特別第二種電気通信事業者に対 して事業用電気通信

設備の工事,維 持及び運用に関する事項を監督させ るため,電 気通信主任技術

者を選任することを義務付けている。



3-5電 気通信に関する資格制度 一257一

資料3-43電 気通信主任技術者試験の合格者数

()内 は合格率

60年 度 61年 度 62年 度 63年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回

第一種伝送交

換主任技術者

1623

(32)

2241

(26)

3040

(36)

25且4

(28)

2047

(28)

2759

(33)

1579

(22)

1838

(25)

第二種伝送交

換主任技術者

222

(13)

545

(28)

471

(29)

401

(25)

285

(22)

24L

(17)

215

(16)

175

(17)

線路主任技術

者

403

(22)

778

(22)

1187

(37)

H24

(30)

913

(33)

1129

(31)

738

(26)

899

(30)

合 計 2248

(26)

3564

(25)

4698

(35)

4039

(28)

3245

(29)

4129

(31)

2532

(22)

29且2

(26)



一258-3`電 気通信事業

資料3-44,工 事担任者の種類

工事担任者資
格者証の種類 関与が求められる工事の範囲

ア ナ ログ第 一 種 アナログ伝送路設備(ア ナログ信号を入出力とする電気通信回
線設備)に 端末設備等を接続するための工事

アナログ第二種
アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事(端 末

設備等に収容される電気通信回線の数が50以 下であって内線の数
が200以 下 のものに限る。)

アナログ第三種 アナログ伝送路設備に端末設備を接続するための工事(端 末設

備に収容される電気通信回線の数が1の ものに限る。)

デジタル第一種
デジタル伝送路設備(デ ジタル信号を入出力とする電気通信回
線設備)に 端末設備等を接続するための工事並びにアナログ第三
種の工事の範囲に属する工事

デジタル第二種
デジタル伝送路設備(回 線交換方式によるものに限る。)に端末
設備等を接続するための工事並びにアナログ第三種の工事の範囲
に属する工事

(注)工 事担任老は,通 信回線と端末機器 とを接続する工事を行うのに必要な専門

的な知識及び技能を有し,ネ ットワークの利用者が端末設備又は自営電気通信

設備を接続する際に工事を実施 し,又 はその工事を実地に監督する者



3-5電 気通信に関する資格制度 一259一

資料3-45工 事担任者試験の合格者数

()は 合格率

60年 度 61年 度 62年 度 63年 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回

アナログ

第1種

6,602

(44%)

5,564

(42%)

2,962

(25%)

2,276

(23%)

2,927

(29%)

1,975

(23%)

2,190

(25%)

アナログ

第2種

31,554

(46%)

18β67

(41%)

8,450

(24%)

4,659

(21%)

5,377

(22%)

2,984

(19%)

2,755

(15%)

アナログ

第3種

13,394

(35%)

6,646

(29%)

4,941

(22%)

4,764

(24%)

5,647

(23%)

4,814

(23%)

4,805

(20%)

デジタル

第1種

4,070

(35%)

3,464

(32%)

2,508

(19%)

3,001

(25%)

3,739

(26%)

2,697

(21%)

3,428

(22%)

デジタル

第2種

829

(52%)

617

(37%)

356

(18%)

331

(18%)

379

(17%)

217

(11%)

261

(11%)

合 計
56,449

(42%)

34,658

(37%)

19,217

(22%)

15,031

(23%)

18,069

(24%)

12,687

(21%)

13,439

(20%)

1
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4-1無 線 通 信 一261一

数 の 推 移

航

空

機

局

陸

上

移

動

局

携

帯

局

無

線

測

位

局

地

球

局

船

舶

地

球

局

宇

宙

局

人

工

衛

星

局

非

常

局

実

験

局

実
用
化
試
験
局

;
チ

ジ
局

簡

易

無

線

局

構

内

無

線

局

気

象

援

助

局

標
準
周
波
数
局

特
別

業
務
の

局

放
送
試
験
衛
生
局

1,164

1,226

1,392

1,419

1,431

1,507

1,539

1,598

1,627

1,711

1,819

1,973

427,262

471,473

519,578

572,654

628,425

688,966

746,216

844,424

944,439

1,066,196

1,196,738

1,379,360

22,266

23,391

24,417

26,766

28,561

29,727

30,700

31,722

32,261

34,369

37,181

40,065

158

159

134

60

60

60

60

60

60

60

60

59

1,484

1,844

1,879

2,063

2,364

2,661

2,688

2,728

2,742

2,682

1,643

1,657

14

828

1,878

2,966

3,887

2,874

1,541

1,859

17,490

5,673

142

35

364,091

399,915

442,105

485,530

523,021

550,338

574,581

596,953

703,204

74緊41鵡 盤7,951

825,153

895,514

556,426

597,723

646,403

699,441

732,561

536,847

1,115,061

1,597,〔遥1

1,871,466

2,1磁,147

2,255,562

一

一

一

一

一

一

一

一

一

6

175

799

670

676
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799

827

702

692

718

710

705
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1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

22

25
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42

46

72

110
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143

一

一

一

一

一

一

一

2
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4

4
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24,588

29,235

33,211
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33,397
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2

2

3

3
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一

一

一

一

一

一

一

131
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265

356
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1

35

0

0

0

0

一

一

一

一

44

46

48

48

50



一262-4自 営電気通信

資料4-2利 用 分 野

無線局
の種類

利用
分野

合

計

固

定

局

航

空

固

定

局

放

送

局

放

送

試

験

局

海

岸

局

航

空

局

基

地

局

携

帯

基

地

局

無

線

呼

出

局

陸
上
移
動
中
継
局

船

舶

局

遭難

自動

通
報
局

合 計1・831,8611・ ・-1,・2611211,375團 ・・575ト7351・21・1871・ ・334593

電気通信業務陸
上 ・運 輸
海上水上運輸
航 空 運 輸
新 聞

358,072

449,196

7,252

5,632
4,652

5,217

611

11

=

露
一

=

=
一

=

=
一
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一
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=
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=
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=
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一
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別 無 線 局 数 一(63年 末現在)

船
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資料4-3船 舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別 61年 度末 62年 度末 増減(△)率
r

船

舶

局

商 船

電 信

電信・電話併設

電 話

149局87局

1.341988

4,0974,616

△41.7%

△26.7

12.6

小 計t・5871・6911・9

漁 船

電 信

電信・電話併設

電 話

262

2,063

14,801

512

1,710

13,237

95.4

△17.1

△10.6

小 計1・12611・45gl…

1ワ ・ ・以 下 の も の(電 話)1・ ・8341・ ・3551・ ・

無 線 航 行 移 動 局1・136i…71・ ・

遭 難 自 動 通 報 局181517111…

船 上 通 信 局i・ ・441・2741・ ・

船 舶 地 球 局 「57316511…
1

合 計1・ ・5811…481・ ・

4-2有 線 電気通信

資料4-4有 線 電気通信設備数の推移

年度末
5859606162

設 備区分

有線テレビジョン放送設備

有 線 ラジオ放送 設 備

一般の有線電気通信設備

35,733

9,183

一

37,736

9,440

一

40,391

9,716

12,067

42,010

10,625

12,065

43,928

11レ125

10,798

合 計 一 一 62,174 64,700 65,85五

(注)60年4月1日 に有線電気通信法が改正さ払 従来許可が必要であった設備の

共同設置・相互接続及び他人使用が届出制に改められた。
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4-3分 野別利用状況

資料4-5航 空交通管制業務用自営電気通信の利用状況

区別 概 要 国 内 用 国際(又 は洋上)用

移

動

業

務

用

地上の管制機関が航行中

の航空機に対し,航 空機相

互間の安全間隔の設定,離

着陸及び進入降下の指示,

レーダーによる誘導等を行

うもの。

東京,福 岡,札

幌及び那覇の各航

空交通管制部並び

に各空港の管制機

関に設定。

新東京国際空港及び那

覇空港の各管制機関に設

定。

固

定

業

務

用

管制機関が自己の管制空

域を飛行する航空機の管制

を,隣 接する次の管制空域

の管制機関へ移 管す るた

め,隣 接管制区管制機関と

の間で行 うもの。

東京,福 岡,札

幌及び那覇の管制

機関相互に設定。

札幌 とハ バ ロフス クの

間 に設 定 。

(注)航 空交通管制業務用通信は,航 行中の航空機の衝突を防止し,航 空交通の秩

序正しい流れを保つために行われる通信であ り,直 接管制を行う移動業務用と

管制機関相互間に設定 された固定業務用の無線電話に大別される。

資料4-6飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信の利用状況

区別 概 要 無線局の種別
施 設 数

62鞭 末163年 末

纒
航空機が特定の空港で離着陸する際に必

要な風速,風 向,視 程,飛 行場の状態,航

空保安用施設の運用状況及び使用滑走路等

の情報を連続して提供するもの,

特別業務の局 正3 14

航空

難灘

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸しよう

とする航空機を除く。)に対して気象情報等

航行の安全に必要な情報を提供 す る もの

で,航 空機から要求された情報及び当該機

に必要と思われる情報を提供し対空送受信

を行 うものと,連 続的に情報の提供のみを

行 う対空送信(放 送)を行 うものとがある。

航 空 局

(対空送受信)

特別業務の局

(対 空 送 信)

22

6

22

6

(注)飛 行情報業務用通信は,航 行の過程において必要な気象情報,航 空保安施設
の運用状況等を得るためのものであ り,飛 行場情報提供用通信及び航空路情報

提供用通信がある.
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資料4-7航 空固定電信網の利用状況

概 要 陣 内 剰 国 際 網

航空機が航行の安全上,飛 行

前にあらかじめ取得しておく必

要のある飛行経路上及び目的空

港に関する情報並びに管制機関

が航空管制上必要な情報を交換

するために行う固定地点間の電

気通信網。

各空港及び管制

部を接続する国内

テレタイプ通信網

を設定。

航 空 固 定電 気 通 信 網(AF

TN回 線)と 呼 ばれ,東 京 と

モ ス ク ワ,ハ バ ロ フス ク,ソ

ル トレイ クシ テ ィ,香 港,ソ

ウル及 び北 京 の 間,那 覇 と台

北 の 間 に設 定 。

資料4-8航 行援助用無線局施設状況

(単位:局)

区 別1方 式161鞭 末162年 度末

無線航行陸上局

ロ ラ ン

デ ッ カ

オ ズ ガ

レ ー ダ ー ビ ー コ ン

レ ー ダ ー

11

22

1

19

8

11

22

1

19

10

無 線 標 識 局

中 波 ビ ー コ ン

ト ー キ ン グ ビ ー コ ン

レ ー マ ー ク ビ ー コ ン

コ ー ス ビ ー コ ン

47

3

39

4

47

0

42

4

合 計 1541154

資料4-9船 位通報制度に基づく短波海岸局の設置状況

年 度 60 61 62
66

(12月 末)

短 波 海 岸 局数 21 21 21 21

(注)船 位通報制度は,船 舶が遭難等した場合に効果的な捜索救助活動を実施する

ため,海 難救助機関が,こ の制度に参加する船舶か ら通報 される航海計画,位

置等の情報をもとに,船 舶の動静を把握するためのシステムであ り,わ が国に

おいてはおおむね北緯17度 の緯度以北,東 経165度 の経度以西及び陸岸で囲ま
・ れた海域を対象に海上保安庁が昭和60年10月 か ら実施している。
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_.資 料4-10航 空運送事業用通信の利用状況

区 別,概 要

固

定

通

信

系

定
期
航
空
運
送
事業業
務者
用
の通
信

国内路線 定期航空運送事業者は,本 社,支 店,営 業所及び旅行代理

店の各部門の端末機と計算機センターの大型 コンピュータと

を専用線で結ぶデータ通信システムを導入 し,座 席予約,運

航情報,フ ライ トプラン,気 象情報等の各情報を伝送するほ

か,資 材管理や営業統計の分析等にも利用 している。

国際路線 海外の国際路線就航機の乗 り入れ地については,国 際電気

通信回線又はSITA(国 際航空通信協同体)の 回線を利用し

て,テ レタイプ系を含めたデータ通信網が形成 されている。

移

動

通

信
.

・

系

航
空
運
送.
事運業航

用管
の理
通
信

航空運送事業者は,国 内では自己の事業用としてそれぞれ航空局,航

空機局を開設 し,VHF帯 の周波数により運航管理通信を行っている。

また,国 際間ではエアリンク社(米 国),ブ リティッシュエアウェイズ社

(英国),ケ ーブルアンドレイ ヤ レス社(香 港)等 の無線局を介 して

VHF帯 及び短波帯の周波数により行っている。

なお,新 東京国際空港及び那覇空港においては統合通信方式が採 られ

てお り,航 空運送事業者は,航 空局の免許を受けた電気通信事業者から

通信サービスを受けることにより運航管理通信を行っている。

航事通
空業信
機等
使の
用業
務
用

警察庁,海 上保安庁等の国の機関は治安維持,捜 索救難等を目的 とし

て,ま た,各 種の航空機使用事業者等は広告宣伝,農 薬散布,写 真撮

影,報 道取材等を目的 としてそれぞれ航空機を運航してお り,い ずれも

航空局及び航空機局を開設し,業 務又は事業の遂行に必要な通信を行っ

ている。

空層港'

内
に陸
お上

け移
る動
通
信

航空運送事業者や空港関係機関等は,航 空機の整備,駐 機場の管理,

搭乗者の誘導.積 載物の取扱いその他空港の管理運営等に関する通信を

行 うことを目的として,管 理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動一 」一 一 一 一 「 一 「

局)と の間等で移動通信を行っている。

なお,新 東京国際空港及び那覇空港並びに大阪国際空港,福 岡空港,

名古屋空港及び新潟空港の一部にお いて は統合通信方式が採 られてお

り,航 空運送事業者や空港関係機関は,基 地局等の免許を受けた電気通

信事業者から通信サービスを受けることにより移動通信を行っている。
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資料4-11海 上運送事業用通信の利用状況

幽1概 要『"

外

航

海

運

用

通

信

1

外航船舶は,一 般に,中 波電信,短 波電信,短 波電話の周波数を使用し

た大電力の無線通信設備,世 界の主要港湾において使用されているVHF

無線電話(国 際VHF)設 備のほか,レ ーダー,無 線方位測定機,無 線船

位測定機,フ ァクシミリ受信機等各種の無線設備を備え,航 行の安全及び

貨物の輸送 ・手配等に関する通信を内外の海岸局と行 うとともに,船 舶向

けに送信されている気象,海 象その他航行の安全に必要な情報を受信して

いる。

1982年2月,国 際海事衛星機構(イ ンマルサ ヅト)条 約に基づくインマ

ルサット・システムが運用を開始し,ほ ぼ,全 海域をサービスエ リアとし

て電話,テ レヅクス,デ ーテル(高 速度テレックスに画像通信機能を加え

たもの。)等 の電気通信業務の通信サービスが提供されてお り,短 波通信

に比ぺ安定 した高品質の通信が確保されるようになった。

内
航
海
運
用
通
信

日本周辺海域を航行する内航船舶は,NTTが 提供する沿岸無線電話に

より事業運営や乗組員のための通信を行っているほか,海 運事業を能率的

に行 うことを目的として専用の海岸局を開設し,船 舶との通信を行ってい

るものがある。

また,無 線設備の設置が強制される義務船舶局では,中 短波無線電話や

VHF無 線電話等を設置し,航 行の安全のための通信を行っている。

資料4-12漁 業用通信(船 舶局)の 利用状況

区別 概 要

沿
岸
漁
業
及び

沖
合
漁業

沿岸漁業に従事する小型漁船には,26MHz帯 及 び27MHz帯 の周波

数を使用する空中線電力1ワ ットのDSB(両 側波帯通信方式)の 無線設

備が主に設置されている。この無線設備のみの船舶局数は,他 の船舶局に

比して顕著な増加を続け,62年 度末現在66,355局 に達し,漁 船の船舶局総

数に占める比率は81.1%で ある。

また,沿 岸あるいは沖合の漁場で,底 びき網,ま き網,さ んま棒受け網,

いかっ り等の漁業に従事する漁船には,中 短波帯,短 波帯及び26MHz帯 ・

27MHz帯 の周波数を使 用 す るSSB(単 側波帯通 信方式)の 無線電話設

備が設置されている。
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区別 概 要

遠

洋

漁

業

全世界の200海 里海域において操業する遠洋漁業の中 ・大型漁船には,

中波帯無線電信,中 短波帯の無線電信 ・電話,短 波帯の無線電信 ・電話,

26MHz帯 及 び27MHz帯 の無線電話,VHF帯 の無線電話等が設置され,

僚船相互間及び本邦の所属海岸局との間等で無線通信が行われている。近

年,本 邦との疎通を確保するため,所 属海岸局との間の通信可能時間が電

波伝搬条件により短いことから,人 手による無線電信の数倍の高速度伝送

の可能な狭帯域直接印刷電信装置が設置されて い る ほか,イ ンマルサ ッ

ト・システムを利用するものが増大 しつつある。

資料4-13警 察用自営電気通信の利用状況

区別1概 要

固

定

通

信

全国の警察機関相互間を結ぶ警察通信網は,警 察庁一管区警察局一都道

府県警察本部(北 海道に お ける方面本部を含む。以下同じ。)間 の幹線系

マイクロウニープ回線並びに都道府県警察本部一警察署一派出所 ・駐在所

間の専用回線及びマイクロウェーブ回線により構成されている。

災害時における通信の確保に万全を期すため,重 要通信回線については

2ル ー ト化が図られているほか,58年6月 からは通信衛星を利用した回線

が使用されている。

移

動

通

信

移動通信系は,110番 への急訴によって事件現場へ急行するパ トロール

カー通信を主体として構成されている。移動通信用機器としては,こ のほ

か,事 件現場の前進指揮所 とな る移動多重無線電話,各 種携帯用無線電

話,受 令機,秘 匿性の確保と高速画像伝送が可能なディジタル通信方式の

機器,ヘ リコプタ等に搭載される無線テレビジョン等が使用されている。

交
通提
情供報
用
通
信

警察庁では,道 路交通に関する情報を ドライバーに提供して交通流を適

切に誘導するため,現 用のカーラジオを通じて,経 路選択が可能な特定区

間を走行する車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通信システ

ムの運用を58年12月 に開始 し,63年12月 末現在東京都 ・大阪府 ・愛知県等

において,29局 を運用している。

国
際
警
察
通
信

警察庁では,国 際間の犯罪情報の交換を迅速に行 うため,各 国刑事警察

の相互協力を目的として設立された国際刑事警察機構(ICPO)専 用通信網

に加入し,短 波による自営通信回線及び電気通信事業者の回線を利用 して

パ リの事務総局をはじめ同機構に加盟している世界中の各国と通信を行っ

ている。
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.区別1概 要一 「一 一

そ

の

他

一一. 一

警察電話は,全 国の警察機関の間を結ぶ専用の通信システムであ り,警

察活動の円滑な運営を支える重要な情報連絡手段である.こ のため,警 察

庁では電話交換機の機能の高度化,良 好な通話品質の確保,電 話回線網の

増強を推進 している。

資料4-14水 防 ・道路用通信の利用状況

1区別 概 要

固

定

通

信

系

建設省ではマイクロ波による多重無線通信回線網により建設本省と施設

等機関,8地 方建設局及び北海道開発局,沖 縄総合事務局並びに工事事務

所,ダ ム管理所,出 張所,都 道府県など約850か 所を接続している。

衛星通信は,主 に地上通信回線のバックアップ用として,9局 め固定型,

3局 の可搬型地球局を運用している。

また,洪 水予報,水 防警報,水 位 ・雨量情報等をテレメータ回線等によ

り伝送 ・収集するとともに,ダ ムの放流警報を通報するための回線として

VHF・UHF帯 に より約4,200局 の無線局を運用している。

移通
信動系

現在約9,000局 の移動系無線局を運用するとともに,ヘ リコプタからの

画像伝送システムの整備を推進しており,現 在固定型2局,可 搬型5局 の

画像受信用基地局を運用している。
一
(注)建 設省では,河 川,ダ ム及び道路の維持管理や災害に係わる情報を伝達する

ため,水 防 ・道路用無線局を開設 している。現在,通 信需要の大量化 ・多様化

に対応するため,通 信回線のディジタル化を図るとともに,災 害時の情報収集

や円滑な管理のために画像伝送システムの整備を行っている。

」 一
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資料4-15中 央防災用通信網の整備状況

齢 「 概 要

固
定
通
信
系

非常災害時における災害情報の収集 ・伝達手段の確保を目的 とする国の

防災関係機関の基幹回線として,在 京の指定行政機関,指 定公共機関等を

多重無線で結ぶもので,国 土庁が53年 度から整備を進め,現 在,概 ね完成

している。無線局数36,端 末装置設置機関数51と なっている6

衛
星
通
信
系

国土庁に設置する災害対策本部 と全国の被災地等との間を電話及びファ

クシミリで結ぶ通信系で,61～62年 度に整備を行った。国土庁地球局,可

搬型地球局及びCS-3か ら構成され,被 災地の模様を動画像で国土庁に

伝送す ることも可能である。

移通.
信
動系

都心部を移動中の自動車等 と国土庁との間の電話通信の確保及び固定通

信系のバックアップとして,60年 度から整備を行っている。

画伝
一送

像系

近距離被災地等から国土庁に向けテレビジョン画像を伝送するもので,

61年 に整備を行った。機動性の向上 の た め,送 信装置は専用の車両(災

害対策車)に 搭載されている。

(注)中 央防災無線網の固定通信系,衛 星通信系及び移動通信系は,国 土庁に設置
.一.した自動交換機を介して,各 機関及び可搬型地球局に設置したファクシミリ及

び電話機並びに移動無線電話機相互でダイヤル自動即時通話が可能となってい

る。

資料4-16防 災行政用無線網の整備状況.

年 度

区 別
58 59 60 61 62 63

都道府県防災行政用無線1・ 。1・ ・1・ ・142142[42

政令指定都市防災行政用
無線

1 2 2 4 5 7

市町村防災行 政 用 無 線1,82・il,96・}・ ・821・1781・274[…1

地域防災無締 ・私1ヨ ー1-「 一「 二11

(注)1.計 数は防災行政無線局を設置している地方公共団体数であ り,一 部運用
》 中の場合を含む

。63年 度は12月末 現在であるb

2.防 災行政用無線には都道府県が開設するもの,政 令指定都市が開設する

もの及び市町村が開設するものがある。いずれも防災関係業務に利用する

のみならず,平 常時には一般行政事務に利用することが認められている。

3.地 域防災無線システムとは,市 町村に置かれ る災害対策本部の下に,病

院,自 主防災組織等の生活関連機関及び警察 ・消防等の防災関係機関を結
び,住 民や地域に密着した情報の収集 ・伝達を可能とする移動系高機能通

一

信 シ ス テ ムで あ り,昭 和63年1月 に制 度 化 され た も ので あ る。
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資料4-17旅 客会社等の鉄道事業用通信の利用状況

区別1名 称1概 要 …

移

動

通

信

シ

ス

テ

ム

新
幹
線
用(
列4
車o
無0
線M

弓

琶

新幹線用列車無線は,新 幹線列車の運転に必要な運転指令,旅

客営業に関する旅客指令,業 務通信,電 気通信業務の通信を行 う

ため,指 令所 と乗務員,乗 務員と駅等の関係機関,乗 客と一般加

入電話との間を結び使用されている。

山陽新幹線は空間波方式を,ま た,東 北 ・上越 ・東海道新幹線

はLCX(漏 えい同軸ケーブル)方 式を採用 し,よ り安定した高

品質の通信回線を設定してお り,特 にLCX方 式は,デ ータ伝送

に適していることから列車の運行,管 理に必要なデータの伝送を

行っている。

鱗
)

乗務員無線は,列 車の運転,保 安等に関する情報連絡のため,

運転士と車掌との間及び乗務員と駅 との間の通信に使用されてい

る。

麟
)

構内無線は,操 車場等において,貨 物列車の貸車の分解,編 成

を行 う際,構 内作業員相互間の業務連絡に使用されている。

島輿

轟・善
線)

自動車無線は,鉄 道に関する事故,災 害等の際,そ の現場か ら

関係機関への情報連絡に使用されるもので,通常は,保 線作業等の

連絡用として使用されてお り,交換電話に接続することもできる。

懇
)

防護無線は,線 路等に異常が発生した場合に,車 上,踏 切又は

携帯用の装置から電波を発射し,対 向,続 行列車を停止 させるた

めのものであ り,新 幹線の全線等で使用 されている。

在
来列
線車
無線

列車無線は,各 指令と乗務員間において直接指示連絡を随時行

うことを目的としている。この無線は多チャソネルを使用 し,列

車を個別に呼び出し,常 時同時通話を行うことができるものであ

り,山 手線,京 浜東北線等で使用されている。

苫
他

無線設備としては,こ のほか船舶無線,作 業連絡用無線,レ ー

ダースピー ドメータ,列 車接近警報用無線等がある。

衛
星
通
信
シ

ス
テ
ム

東日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では,CS-3を 利

用 した衛星通信システムを運用 している。

このシステムの目的は,① 新幹線地震検知システム,② 非常災害時にお

ける地上回線のバ ックアップ,③被災地・事故現場との回線設定を実行する
ことで東京,静 岡,仙台,新 潟及び三浦半島に固定型地球局を設置している。

また,東 海旅客鉄道株式会社では,被 災地及び事故現場と対策本部の間

の回線設定に用いるために,静 岡に車載型地球局を配備している。
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資料4-18電 気 ・ガス ・水道事業用通信の利用状況

.区別1概 要

電

気

事

業

用

通

信

電力会社では,無 線又は有線による通信回線を,本 店,支 店,発 電所,

変電所等の問に設置し,電 力設備の系統運用,系 統保護及び管理,給 電等

の情報伝送を行っている。

また,全 国的な電力の需給調整を図ることを目的に設立されている中央

電力協議会では,同 協議会の中央給電連絡指令所と電力各社,地 域給電連

絡指令所間に通信回線を設置し,電 力各社間の電力融通,需 給調整等電力

の広域運営に必要な情報伝送を行っている。

これら通信回線で無線を使用するもののうち,固 定通信系 としては,主

として,本 店及び支店並びに大規模な発電所及び変電所等の相互間にマイ

クロウェーブによる多重無線通信回線網を構成して い る。 このほか,水

力発電所のダム管理に必要な雨量,水 位の観測及び ダ ムの放流警報用に

VHF帯 の通信回線を使用 している。

また,移 動通信系としては,送 電線,配 電線等の保守,点 検用に,VHF

帯又はUHF帯 の移動通信網を使用している。さらに,地 上の通信回線

の補完用 として,CS-3を 利用 した衛星通信回線を使用 している。

ガ
ス

事
業
用
通
信

ガス事業者では,施 設の維持及び緊急時の処置等を行うため,主 に陸上

移動業務の無線局を導管管理事業所,支 社等に配置している。

また,一 部の大手ガス事業者では,本 社,製 造工場,整 圧所等相互間

に,主 としてマイクロウェーブによる多重無線通信回線網を設置し,ガ ス

の供給指令又はガス工作物の建設工事若 しくは保安を確保するために必要

な情報伝送等を行っている。

水
道事

業
用
通
信

水道事業者は,本 部と各水道事業所との間に無線回線(固 定通信系及び

移動通信系)を 設置している。固定通信系は,取 水,浄 水,送 配水等の情

報伝送に使用している。

送配水設備に事故が発生 した場合には,移 動通信系により事故現場 と本

部間に緊急連絡体制を確立 して,応 急復旧作業に万全の対策を講じている。

資料4-19簡 易無線業務用通信の利用状況

区 別 利 用 状 況

=般 簡易無線局1主 ・して,業 湘 鞭 用・れてお・・全国的に甑 してい・・

ノ・一 ソナル 無 線 ス ポ ー ツ,レ ジ ャー,個 人 的用 務 等,広 範 囲 に利 用 され て い る。

50GHz帯 を使

用する簡易無線

局

音声伝送だけでなく,短 距離間のデータ伝送や画像伝送とい

った各種の情報通信を手軽に行 うことができ,道 路や河川を隔
てたデータ伝送や工事現場における画像伝送等に使用されてい

る。
一
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5放 送 事 業

・5-1放 送

(1)放 送 網 の形成

放送局等 の設置

資料5-1放 送種類別放送局数の推移

年度末

区 別
58 59 60 61 62 63

中 波 放 送

NHK

第1放 送181183「185il88191195

第 ・放 送14114111411141-14。114・1
計322324132632『331335

203民 間 放 送

(48)

207208
(47)(47)i

210
(47)

210
(47)

214
(47)

計525531153453915411・4・

NHKil11「112

短 波 放 送 民 間 放 送
2
(1)

2

(1)

22
(1)(1)

22
(1)(1)

1計13333134

iNHKI4975・ ・5・31・ 。・1・ ・6[・ ・8

超短波放送

r

放送大学学園1-1・i・1212「 ・

民 間 放 送
40

(10)

61

(15)

93

(21)
106
(23)

ll5
(25)

!34
(30)

計1・ 即56359816136231644

テ レ ビジ ョン

放 送

NHK

総 台 ・・91・493・49興497匡496・494

教 育 ・414・42・ 匡419・421⑤42・ ・418

計 6,9056,9166,9146,9186 ,9166,912

放 送 大学 学 園 一221222
　

民 間 放 送
5,883

(102)

6,068

(1σ2)

6,262

(103)
6,4086,515

(103)QO3)

6,594

(103)

計1岬1凋 鷹1咽1職1璽
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年度末

区 別
58 59 60 61 62 63

テレビジョン

音声多量放送

NHK 1,907 2,457 2,694 3,497 3,496 3,494

民 間 放 送
3,706
(61)
3,928
(63)
4,252

(71)

4,444

(73)

4,521

(73)

4,642

(74)

計 5,613 6,337 6,943 7,941 8,017 8,136

テレビジョン

文字多重放送

NHK 一 一 887 3,497 3,496 3,494

民 間 放 送 一 一 2,055
(12)
3,036

(19)

3,203
(22)
5,341
(22)

計 一 一 2,942 6,533 6,699 8,835

超 短 波
音声多重放送

民 間 放 送 一 一 一 一 一 3

合 計

NHK 9,632 10,200 正1,325 14,747 14,746 14,745

放送大学学園 一4 4 4 4 4

民 間 放 送 9,834 10,226 12,872 14,207
14,566
(150)

16,930
(155)

合 計 19,466 20,470 24,201 28,957 29,316 31,679

(注)i.局 数 に は 中継 局 数 を 含 む 。

2.民 間放 送 の欄 の()内 は社 数 を示 す 。

3.NHKの 短 波 放 送 局 に は,中 継 国際 放 送 局 を 含む 。

4.中 波放 送 の周 波 数 は,52α5kHzか ら1,606.5kHzま で の周 波 数 帯 を使

用 して い る。

5.短 波放 送 の周 波 数 は,3,6,7,免11,15,17及 び21MHz帯 の 各 周波

数 を 使用 して い る。

6.超 短 波 放 送 の 周 波数 は,76～90MHz帯 の周 波数 を 使用 し てい る。

7.テ レビ ジ コ ン放 送 の周 波 数 は,VHF帯12チ ャ ンネ ル(第1～ 第12チ ャ

ン ネ ル),UHF帯50チ ャ ン ネ ル(第13～ 第62チ ャ ンネ ル)及 びSHF帯

18チ ャ ンネ ル(第63～ 第80チ ャ ンネ ル)の 合 計80チ ャ ンネ ルを 使用 す る こ

と と して い る。
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た

送当放間均週平
間1り時

分

5

3

5

44.241間時6133731

07悩

0

4

610104FD921

30㎜

1

7

6

2FD5∠渦074411F◎5

3

7
0

023505616FO132

0

6

434474.392

oo偽

2

3

9

4342580105243

38固

3

7

2
1524449432531

43脱

別区

道
育
養
楽報教教娯

計合

育
養
道教教報

計合

道
育養

楽報教教娯

一

道
育
養
楽報教教娯

計合

育養

道教教報

計合

道
育
養
楽報教教娯

計合

道
育
養
楽報教教娯

計合

第
-

放
送

第
2

放
送

総
合
番
組
局

教
育
専門

局
衛
星
第
一

放
送
衛
星
第
二
放
送

中

波

放

送

超
短
波
放
送

テ
レ

ビ

ジ
ョ

ン

放

送

衛

星

放

送
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イ 民 間 放 送

資料5-3民 間放送の放送種類別1日 当たり放送時間

(各年10～12月 平均)

区 別
62年 63年

・ ジ ・1・ ・ビ ジ ・ ン ・ ジ ・i・ ・ビ ジ ・ ン

1日 当た り平均放送時間

〃 最高放送時間

〃 最低放送時間

時 間 分
2208

2358

1739

時 間 分
1903

2319

1135

時 間 分
2240

2347

1800

時 間 分
1923

2326

1310

「番組統計」(㈲ 日本民間放送連盟)に より作成。

(注)中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計77社(62年 は76社),テ レビジョ

ン放送の合計103社 の平均である。

資料5-4民 間放送の放送種類 ・放送事項別放送時間比率

(63年10～12月 平均)

商 業
自主別

番組別

商 業 番 組 自 主 番 組 計

放送嗣 百分率 放送時間 百分率 放送時間1百分率

ラ

ジ

オ

放

送

報 道
分

4,578

%
14.8

分

1,045

%
lO.5

分

5,621

%
13.8

教 育 1,849 6.0 456 4.6 2,305 5.6

教 養 5,298 17.2 1,651 16.6 6,949 17.0

娯 楽 18,892 61.1 6,672 67.3 25,564 62.7

広 告 222 0.7 27 O.3 249 0.6

そ の 他 51 0.2 68 6.7 Il9 0.3

計 30,888 100.0 9,919 100.0 40,807 100.0

商業 ・自主百分率 ＼ 75.7＼ 24.3＼ 100.0
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商 業
自主別

番組別

商 業 番 組 自 主 番 組 計

放送醐 「百分率 放送劇 百分率 放送時間 百分率

テ

レ

ビ

ジ

ョ

ン

放
・

送

報 道
一

5,533 18.5 915 18.4 6,448 18.5

教 育 3,687 12.3 582 11.7 4,269 12.2

教 養 7,316 24.5 1,090閲
-21
.9 8,406 24.1

娯 楽 13,012 43.4 2,083 42.0 15,095 43.3

広 告 255 o.9 48 1.0 303 O.9

そ の 他 lO6 Q.4 250 5.0 356 1ゆ

計 29,909 100.O 4,968 100.O
「34

,877 IOO.0

商業 ・自主百分率 ＼ 85.8＼ 14.2＼ 100.0

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に より作成。

(注)L中 波放送 短波放送及び超短波放送の合計77祐 テレビジョン放送の合

計103社 の平均である。

2「 商業番組」 とは放送番組の うち広告主に売 られている番組をいい,「 自

主番組」 とはその他の番組をいう。

(3)放 送 の受信状況

資料5-5ラ ジオ及びテレビジョン接触者率の推移

(各年ll月 調査 単位:%)

年

区 別
58 59 60 61 62 63

ラ ジ オ

平 日 31 31 32 30 31 29

日 曜 21 2Q 21 19 19 17

平 目

テ レ ビ ジ ョ ン

日 曜

92 89 go 90 91 91

91 89 90 91T 90 89

「全国視聴率調査」(NHK)に ょる。
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資料5-6ラ ジオ及びテレビジョン平均視聴時間量の推移

(各年11月 調 査)

区 別 年～1581釧 ・・ 日1釧63

ラ
ジ
ナ

平
均聴

取
時
間
量

平

日

午 前

午 後
7

夜 間

時 間 分
18

14

10

時 間 分
18

14

9

時 間 分
19

13

9

時 間 分
19

14

8

時 間 分
19

13

9

時 間 分
18

14

9

1日 41i如411・11姻 如

日

曜

午 前

午 後

夜 間

11

10

7

9

8

6

12

10

7

10

9

7

10

8

6

lo

9

6

1日 2323128%刎 鱗

テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン

平
均
視
聴
時

間
量

平

日

午 前

午 後

夜 間

44

45

153

41

42

145

46

41

151

44

43

149

46

42

147

43

42

149

1日 3213Q61315.i314 .313312
日

曜

午 前

午 後

夜 間

46

111

200

44

106

154

49

104

158

46

109

201

46

106

155

49

103

154

1日 ・ 駈 ・ 妃35・13551・ 菊 ・ 岨

「全 国 視 聴 率調 査 」(NHK)に よ る。

(注)「 午 前」 とは6;OQ～12:00(ラ ジ オ につ い て は5:00～12:00),「 午 後 」

とは12:00～18100,「 夜 間」 とは,18:00～24:00を い う。

資 料5-7NHKの 放 送 受 信契 約数 の 推 移

区別、

年度末
普 通 契 約 数 カ ラー契約数 合 計

8

9

0

1

2

FO

ド0

6

6

6

2,264,337

2,155,820

2,055,142

1,954,888

1,704,912

28,534,269

28,905,772

29,454,146

29,999,747

30,691,653

30,798,606

31,061,592

3!,509,288

31,954,635

32,396,565

(注)「 普 通 契 約 」 とは テ レ ビジ ョン放 送 の カ ラー受 信 を 除 く放 送 受 信 契約 を い い,

「カ ラー契 約 」 とは テ レ ビジ 胃ン放 送 の カ ラ ー受 信 を 含む 放 送 受 信契 約 を い う。
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(4)テ レビジョン放送の難視聴状況

ア 難視聴の現状

0り 辺地難視聴

資料5-8辺 地難視聴残存世帯数の現状

(単位:万 世帯)

NHK 民 間 放 送

10 40

(注)1,59,60年 度の実態調査による推定。

2.民 間放送の残存世帯数は,民 間放送 ,

が1波 も良好に受信できないもの。

④ 都市受信障害

資料5-9都 市受信障害残存世帯数の推移

(単位:万 世帯)

年度末

区 別
57 58 59 60 61 62

都 市受 信障 害世帯数 62 64 65 66 67 67

(注)NHK資 料による。

イ 難視聴の解消

⑦ 辺地難視聴

資料5-10民 間放送の中継局建設数の推移

年 度

区 別
58 59 60 61 62 63

中 一継 局 建 設 数 412 191 194 一146 lO7 72

(注)NHKに ついては,衛 星放送により解消することとしている。

④ 都市受信障害
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資料5-11都 市受信障害解消世帯数の概要

(62年度末現在)

区 分 件 数 障害解消世帯数

都市受信解消目的の共同受信施設 25,664 約3,613千 世 帯

SHFテ レ ビ ジ ョ ン 放 送 局 2 約4千 世帯

電 波 吸 収 体 設 備 8 約38千 世帯

(注)ア ンテナ対策等を除く。
.'

㈲ 多 重 放 送

資料5-12テ レビジョン音声多重放送の実施状況

項 目 放送事籍NHKl民 間 放 送

実 施 社 数 全 国1・4

放 送 局 数(中 継局を含む)・(63磯 鶏 在)}(63磯 鶏 在)

・ バ レ ー ジi全 国142都 道府県

週平均放送時間(括 孤内は,テ レ
ビジョン放送時間に対する割合)

26時 間10分

(18.4%)

18時 間5分

(12.9%)

放送事項別週

平均放送時間

(括孤内は比率)

ス テ レ オ

2か 国 語

そ の 他

20時 間50分

(79.7%)

5時 間16分

(20.1%)

4分

(O.2%)

8時 間52分

(48.9%)

8時 間IO分

(45.4%)

1時 間3分

(5.7%)

(注)1.NHKの 週平均放送時間は63年4月 から平成元年3月 までのものである。

2.民 間放送の週平均放送時間は63年IO月 か ら12月 までのものである。
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資料5-13文 字放送の実施状況

(63年度末現在)

駆 陣 業 形 態 陣 業 者 数i(警 灘 警細 合計

全
国 日 本 放 送 協 会 1 29(4)

関

東

テ レビジ 。ン兼 営 社 5 70(7)

文字放 送 単営 社 5(注1) 285

中

京

テ レ ビジ 。ン兼 営社 1 21(1)

文 字放 送単 営社 2(注2) 111

近

畿

テレビジョン兼営社 5(注3) 101(6)

文 字放送 単 営社 3(注4) 工80

為 テ レビ ジ 。 ン兼 営 社 1(注5) 20(2)

(注)1.う ち1社 は,甲 信越,東 北及び北海道地区を放送区域に含む。

2.う ち1社 は,北 陸地区を放送区域に含む。

3.う ち1社 の放送区域は大阪地区のみ。

4.う ち1社 の放送区域は大阪地区のみ。1社 の放送区域は,中 国,四 国,

九 州及び沖縄地区を含む。

5.放 送区域は福岡地区のみ。

資料5-14超 短波音声多重放送の実施状況

(63年度 末現在)

地 区 事 業 形 態 事 業 者 数 監日当た り放 送 時 間

東 京 超短波放送兼営社 1 (注)6時 間00分

(注)63年10月 ～12月 の平 均
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(6)緊 急警報放送 システム

資料5-15緊 急警報放送システムの実施状況

(63年度末現在)

放 送 事 業 者 実施地域 使 用 す る 放 送 メ デ ィ ア

目 本 放 送 協 会

青 森 放 送 ㈱

青 森 テ レ ビ

東 北 放 送 ㈱

日本テレビ放送網㈱

㈱ 東 京 放 送

㈱フジテレビジョン

全 国 朝 目放 送 ㈱

㈱ 文 化 放 送

㈱ ニ ツ ポ ン 放 送

㈱ エ フ エ ム 東 京

㈱ 山 梨 放 送

㈱ テ レ ビ 山 梨

信 越 放 送 ㈱

㈱ 新 潟 放 送

静 岡 放 送 ㈱

㈱ テ レ ビ 静 岡

静 岡 県 民 放 送 ㈱

㈱ 静 岡 第 一テレビ

静岡エフエム放送㈱

中 部 日本 放 送 ㈱

東 海 テレビ放 送 ㈱

中京 テレビ放 送㈱

東海 ラジオ放 送 ㈱

北 日 本 放 送 ㈱

富 山 テレビ放 送㈱

北 陸 放 送 ㈱

石 川 テレビ放 送㈱

福 井 放 送 ㈱

㈱ 近 畿 放 送

全 国

青 森 県
"

宮 城 県

関東広域圏
〃

〃

〃

〃

〃

東 京 都

山 梨 県

"

長 野 県

新 潟 県

静 岡 県

〃

"

〃

〃

中京広域圏
〃

〃

"

富 山 県
〃

石 川 県

石 川 県

福 井 県

京 都 府

衛星放送を含むすべての放送メディア

中波放送,テ レビジ。ン放送

テレビジ。ン放送

中波放送,テ レビジョン放送

テレビジ。ン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジコン音声多
重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジ。ン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送

中波放送

超短波放送

中波放送,テ レピジ。ン放送,テ レビジョン音

声多重放送

テレビジョン放送

中波放送,テ レビジ切ン放送,テ レビジョン音
声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジ。ン音
声多重放送

送中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン
音声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジ。ン音声多重放送

テレビジョン放送

テレビジ。ン放送,テ レビジョン音声多重放送

超短波放送

中波放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送

中波放送

テレビジョン放送

中波放送

テレビジ胃ン放送

中波放送,テ レビジ昌ン放送

中波放送,テ レビジ胃ン放送
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放 送 事 業 者1実 施地劇 使 用 す ・ 放 送 ・デ ・ア

大 阪 放 送 ㈱

㈱ 毎 日 放 送

朝 日 放 送 ㈱

関 西 テレビ放 送 ㈱

読 売 テレビ放 送 ㈱

㈱ エ フエ ム 大 阪

岡 山 放 送 ㈱

四 国 放 送 ㈱

近畿広城圏
〃

〃

〃

〃

大 阪 府

岡山 ・香川

徳 島 県

中波放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音

声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジ。ン音
声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジ。ン放送,テ レビジョン音声多重放送

超短波放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジ目ン放送

(注)緊 急警報放送システムとは,受 信者が緊急警報受信機を用意し,あ らかじめ

待受受信の状態にしておけぽ,放 送局が災害に関する放送の前に送出する緊急

警報信号によって自動的に受信機が動作し,災 害に関する放送を受信できるも

のであり,60年6月 に同システム導入のために関係省令が改正され,同 年9月

1日 か らNHK及 び一部の一般放送事業者により運用されている。

(7)放 送 大学学園

資料5-16放 送 大学の学生数の推移(単 位:人)

区 分 全 科
履修生

選 科
履修生

科 目
履修生 特修生

特別聴講学 生 合 計

昭

和

63

年

度

第1学 期
1
15,467 3,746 2,310 857 124 22,504

第2学 期 15,516 3,785 559 836 154 20,850

第3学 期 15,122 3,789 423 730 98 20,162

(注)L全 科履修生とは,6つ の専攻のいずれか一つの専攻に所属し,4年 以上

在学 して,所 要の124単 位以上を修得した場合に卒業が認定され,「 教養学

士」の称号が得られるものをいう。

2.選 科履修生(期 間1年),科 目履修生(期 間1学 期)と は,卒 業を目的

とせず,自 分の学習したいテーマに基づいて特定の科 目を選択 して履修す

るものをいう。

3.特 修生とは,全 科履修生としての入学資格を得るため,基 本科目,基 礎

科 目のうちから,人 文,社 会,自 然の3分 野にわたって,16単 位以上 の修

得をするものをい う。

4・ 特別聴講学生とは・他の大学・短期大学の学生で,当 該大学 ・短期大学

と放送大学との協議の結果,履 修を認められたものをい う。
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⑧ 国 際 放 送

資料5-17国 際放送の状況(元 年度)

放 送 区 域

(地 域 向 け放 送)

欧 州,欧 州(ロ シア),北 米 東 部,北 米 西 部,中 米,ア フ

リカ,中 東 ・北 ア フ リカ,南 米,ハ ワ イ,ア ジ ア大 陸(北

部),ア ジ ア大 陸(中 部),ア ジ ア大 陸(南 部),豪 州 。ニ ュ

ー ・ジ ー ラ ン ド
,東 南 ア ジ ア,南 西 ア ジ ア,比 島 ・イ ン ドネ

シ ア,東 ア ジア 、朝 鮮(18)

(一 般 向 け 放送)

世 界 全 区域

放 送 時 間

(地域向け放送)

1日21時 間

(一般向け放送)

1日22時 間

使 用 語
(地域 向 け放 送)

英 語,ド イ ツ語,フ ラン ス語,ス ウェ ー デ ン語,イ タ リア

語,ス ペイ ン語,ポ ル トガル 語,ロ シア語,中 国語,イ ン ド

ネ シ ア語,マ レー語,タ イ 語,ビ ル マ語,ヴ ィエ トナ ム語,

ヒン デ ィ語,ウ ル ドゥ語,ベ ンガ ル語,ア ラ ビア語,ス ワ ヒ

リ語,朝 鮮 語,日 本 語(21)

(一 般 向 け放 送)

日本 語,英 語(2)

国 内 送 信 所 KDD八 俣送信所

ll麟 綿(計 ・台)

中 継 放 送 (ガボン共和国 ・モヤビ送信所,借 用により実施)

1日12時 間(欧 州 ・中東 ・北アフリカ向け9時 間,ア フリ

カ南部向け1時 間,南 米向け2時 間)

(カナ ダ・サックビル送信所,相 互交換中継により実施)
1日4時 間(北 米向け)

(南米仏領ギアナ ・モンシネ リ送信所,相 互交換中継に よ り

実施)

1日6時 間(中 米向け2時 間,南 米(東 部)向 け2。5時間,

同(西 部)向 け1.5時 間)

(注)我 が国の国際放送は,放 送法の規定に基づき,NHKが 「ラジオ日本」の名

称で短波により全世界に向け実施している。

放送番組は,ニ ース等報道番組,国 情紹介番組及び娯楽番組から構成されて
いる。また,戦 争,内 乱,ク ーデター及び大規様災害等の緊急事態の発生に際

し,海 外在留法人のために各種情報の提供も行っている。使用周波数帯は,6,
7,9,11,15,17及 び21MHz帯 である。
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(9}事 業 経営状況

アNHK

(ア)NHKの 事 業収支状況

資料5-18NHKの 収支状況(単 位:百 万円)

区 別161鞭162年 劇 増 減 ω

経

常

事

業

収

支

経
常
事
業
収
入

受 信 料

交 付 金 収 入

副 次 収 入

341,552

1,578

2,938

346,488

1,456

3,563

4,936

△122

625

合 計134・ ・681351・ ・。・1・44・

経

常

事

業

支

出

国 内 放 送 費

国 際 放 送 費

契 約 収 納 費

受 信 対 策 費

広 報 費

調 査 研 究 費

給 与

退 職手 当・厚 生 費
一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

未収受信料欠損償却費

91,56正

2,394

35,766

1,185

1,510

3,768

116,037

33,810

9,434

35,262

10,007

95,556

2,943

36,527

1,186

1,473

3,959

119,260

34,940

9,485

37,498

10,013

3,995

540

761

1

△37

191

3,223

1,130

51

2,236

6

合 計134・73435・84111・1Q7

経 常 事 業 収 支 差 金i・3341・1・3331・ 臥667

経
常
事
業外

収
支

経外

獣
業入

財 務 収 入

雑 収 入

7,037

566

6,150

679

△887

111

合 計 7,603 6,828 △776

経 常 事 業 外 支 出 5,203 5,ll4 △89

経 常 事 業 外 収 支 差 金 2,400 1,714 △686

経 常 収 支 差 金 7,734 381 △7,353

特収

別支

特 別 収 入 1,281 5,218 4,937

特 別 支 出 3,210 788 △2,422

当 期 事 業 収 支 差 金 5,805 5,811 6
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資料5-19NHKの 経常事業収支の推移

(単位:百 万円)

区別年度 経瞥 業収入i経 瀞 業支出 降 牌 業収支差金

7

8

9

0

1

2RV

5

r
D

6

6

6

282,284

287,466

336,ll4

340,763

346,068

351,508

277,214

295,934

313,599

325,750

340,734

352,841

5,070

△8,468

22,515

15,013

5,334

△1β33

(注)58年 度 以前の数値については,放 送法施行規則の改正による59年 度以降の科

目に合わせて補正を行っている。

④NHKの 財 務状況

資料5-20NHKの 財務状況

(単位:'百 万円)

区 別}61鞭 末 「62鞭 末 増 減 ・)

資

産
の

部

流 動 資 産

固 定 資 産

特 定 資 産

繰 延 資 産

66,194

261,837

17,427

272

77,868

260,IO2

19,817

272

11,674

△1
,735

2,340

0

合 計 345,730 358,059 12,329

負債

及
び
資
本
の
部

負

債

流 動 負 債

固 定 負 債

63,965

94,107

67,851

96,741

3,886

2,634

小 計 158,072 164,592 6,520

資

本

資 本

積 立 金

当期事業収支差金

165,160

16,693

5,805

175,112

12,545

5,810

9,952

ム4,148

5

小 計 187,658 193,467 5,809

合 計1
345,730 358,059 12,329

7
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イ 民 間 放 送

資料5-21民 間放送の収支状況

(単位:百 万円)

項目

事業別
営業収益 営業外収 益 計 営業費用

営業外
費 用 計 利 益

害鮮}灘
(VHFテ レビジョン
兼営社)(34社)

(UHFテ レビジ。ン
兼営社)(2社)

540,245

530,890

9,355

16,ll3

13,523

2,590

556,358

544,413

11,945

497,068

488,078

8,990

11,444

9,439

2,005

508,512

497,517

10,995

47,846

46,896

950

テ レ ビジ ョン放 送 単

営 社(67社)

(VHFテ レ ビジ 。ン単 営

社)(14社)

(UHFテ レ ビジ ョン単 営 社)(
53社)

899,423

650,707

248,716

16,029

11,472

4,557

915,452

662,179

253,273

818,518

603,523

214,995

14,524

8,968

5,556

833,042

612,491

220,551

82,410

49,688

32,722

文字放送単営社
(lo社)

2,010 34 2,044 2,071 31 2,102 △58

羅講}灘
(中波放送単営社)

(11社)

(短波放送単営社)(
1社)

(超短波放送単営社)
(24社)

121,280

74,457

4,789

42,034

2,503

1,826

146

531

123,783

76,283

4,935

42,565

lO9,699

70,163

4,450

35,086

2,232

1,429

42

761

111,931

71,592

4,492

35,847

11,852

4,691

443

6,718

合 計(149社) 1,562,958 34,679 1,597,637 1.427β56 28,231 1,455,587 142,050

(注)本 表は,各 民間放送事業者の63年3月 期を最終とする最近の1か 年間の収支

状況を集計したものである。



資料5-22民 間放送の営業収入等の推移

(単位:百 万円)

年 度

区 別
52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

ラ兼

芋
二

τ営

5

」社

社 数

ラ ジ オ 収 入

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

36

49,937

244,778

301,662

34,608

36

55,907

274,605

333,356

43,235

36

64,628

307,126

381,903

51,496

36

70,199

318,648

400,033

46,856

36

73,549

334,460

419,839

38,034

36

75,095

349,408

437,237

35,503

36

77,239

364,111

457,231

34,844

36

79,757

379,154

476,303

34,281

36

80,749

391,915

491,128

27,676

36

79,529

399,756

498,396

27,877

36

82,993

434,188

540,245

43,175

ラ
ジ
オ
単
営
社

社 数

ラ ジ オ 収 入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

17

43,625

46,990

4,856

17

49,577

53,437

6,279

17

57,447

61,782

8,065

17

63,356

67,324

8,639

18

69,004

73,284

8,502

22

75,142

79,580

8,238

23

83,131

88,446

9,269

25

88,259

94,131

9,354

33

94,073

101,388

7,078

35

102,801

110,525

8,330

36

112,180

121,280

T
9,576H

τ単

5営

」社

社 数

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

54

394,750

405,532

55,885

55

447,751

459,915

62,691

57

507,614

522,342

68,280

58

534,239

546,500

60,181

62

578,504

591,046

61,437

63

630,213

644,276

62,949

66

683,686

702,981

68,425

66

726,745

750,158

68,105

67

748,020

776,885

53,333

67

773,250

811,599

55,095

洋

67

845,974 蘇

899,423

8〔再8971

馨
[(注)営 業収入には,ラ ジオ収入,テ レビジョン収入以外のその他営業収入を含む。
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5-2有 線 テ レビジ ョン放送

(1)概 要

資料5-23規 模 別有線テレビジョン放送施設及び受信契約者数の推移

年度末

区別 許 可 施 設

(引込舗 上)

届 出 施 設

(引込端子数500～51)

小規模施設

(引込端譜 下)
合 計

施設数騰 簸 施設数驕 雑 施設数驕 雑 施設数騰 羅

7

8

9

0

1

2555666

384

428

484

550

633

709

627,751

699,962

828,549

987,654

1,175,960

1,434,943

19,428

20,592

21,788

23,118

24,064

25,057

2,662,720

2,841,194

3,032,484

3,175,714

3,320,883

3,485,809

14,169

15,142

15,949

16,735

17,493

18,367

365,284

387,110

404,997

422,161

438,261

456,930

33,981

36,162

38,221

40,403

42,190

11,133

3,655,755

3,928,266

4,266,030

4,585,529

4,935,109

5β77,682

(注)引 込端子数50以 下の施設で自主放送を行うものは,小 規模施設として計上せ

ず,届 出施設に含めた。

.
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資料5-24都 道府県別有線テレビジョン放送施設数

(62年度末現在)

都道府県 許可施設
届出
施設
小規模
施 設 計 都道府県 許可施設

届出
施設
小規模
施 設 計

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

山 梨

新 潟

長 野

富 山

石 川

福 井

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

14

9

8

20

-

1

15

6

7

3

70

32

73

60

15

4

16

-

2

4

9

31

47

14

546

126

246

246

183

172

300

235

189

254

1,146

987

4,011

1,573

162

358

400

68

191

147

525

416

1,117

330

1,040

125

189

267

151

246

262

109

122

222

489

359

2,733

973

133

307

467

127

357

236

373

339

459

190

1,600

260

443

533

334

419

577

350

318

479

1,705

1,378

6,817

2,606

310

669

883

195

550

387

907

786

1,623

534

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

2

9

83

56

4

5

-

2

12

10

5

17

8

2

3

7

8

3

-

7

1

3

2

246

798

3,101

1,592

248

308

155

285

495

598

351

201

123

344

274

613

121

281

232

241

154

300

68

214

582

1,244

1,041

251

281

i84

273

417

387

330

208

56

414

327

191

72

131

465

536

160

225

103

462

1,389

4,428

2,689

503

594

339

560

924

995

686

426

187

760

604

811

201

415

697

784

315

528

173

合 計 709 25,057 18,367 44,133



一292-5放 送事業

② 許 可 施 設

ア 施設の規模及び運営主体

資料5-25規 模・運営主体別有線テレビジョン放送許可施設数(62年 度末現在)

区 別
施 設 の 規 様(引 込端子数)

合 計51悩
。隅 ぴ隅 ♂13おll諦1%詞llbl81♂1費o呈

営 利 法 人 46 68 32 37 30 16 18 (34.8)247

任 意 団 体 131 90 19 10 7 1 1
(36.5)
259

国・地方公共団体 27 22 8 6 一 1 一 (9.0)
64

特 殊 法 人 8 7 4 3 2 一 一 (3.4)
24

公 益 法 人 21 28 13 13 14 3 3 (13.4)95

協同 ・共済組合 3 2 2 2 1 1 一 (1.6)
11

個 人 2 一 一 一 一 一 一 (o.3)
2

そ の 他 3 1 2 一 一 一 1 (1,0)7

合 計 241 218 80 71 54 22 23 (10α0)
709

(注)1.()内 は,構 成比を示す。

2運 営主体の「その他」には,共 同設置(運 営主体が営利法人と任意団体,

NHKと 任 意団体等)の もの,学 校法人及び管理組合法人を掲上した。

イ 業 務 内 容

資料5-26業 務内容別有線テレビジョン放送許可施設数及び構成比の推移

区別

窪度末

同時再送信 同時再送信と
自主放送 自主 放 送 合 計

撮剃 徽 比 鍛 剃 轍 比 施釧 轍比 施設数1構 成比

7

8

9

0

1

2555666

331

366

404

452

525

577

%
86.2

85.5

83.5

82.2

82.9

81.4

52

57

75

94

106

131

%
13.5

13.3

15.5

17.l

I6.7

18.5

1

5

5

4

2

1

%
0.3

1.2

1.O

o.7

0.3

0.1

384

428

484

550

633

709

%
100.0

100.O

lOO.O

lOO.0

100.O

lOO.0

(注)「 同時再送信 と自主放送」を行う施設には,他 の有線テ レビジ身ン放送事業

者に施設を提供して自主放送を行う施設(以 下 「チャンネル リース」という。)

が含まれている。
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資料5-27自 主放送を行う有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移

区分

年度末

許 可 施 設 届 出 施 設 合 計

澱 数1受信契約渤 施設数 受信契約者数 施設数1受信契約緻

57

58

59

60

61

62

48

53

62

72

88

120

183,835

209,769

245,232

286,332

343,262

428,533

34

44

58

64

64

71

4,314

5,995

9,028

9,631

8,811

11,399

82

98

120

136

152

191

188,149

215,764

254,260

295,963

352,073

439,932

(注)1.自 主放送を行 うものとして許可を受け又は届出を行っているが,現 に自

主放送を行っていないものは除いてある。

2.チ ャンネルリースにより自主放送を行うものを含めてある。

ウ 料 金

資料5-28有 線テレビジョン放送許可施設の料金の状況

(62年度末現在)

区 別1構 成 比

契 約 料

1万 円以下のもの

1万 円を超え3万 円までのもの

3万 円を超え4万 円までのもの

4万 円を超え5万 円までのもの

5万 円を超えるもの

14.2%

30.9

9.8

22.8

22.3

合 計 100.0

利 用 料

(月 額)

200円 以 下 の もの

200円 を 超 え500円 まで の もの

500円 を 超 え1,000円 まで の もの

1,000円 を超 え る も の

30.0

31.l

l7.9

21.0

合 計 100.0

(注)料 金を徴収する施設のみを対象とした。
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〔3)大 規模CATV

資料5-29自 主放送を行う大規模CATVの 状況

(62年度末現在)

施 設 者 名
'

所 在 地 受信契約者数 開 局年月日

㈱ 臼本 ネ ッ トワー クサ ー ビス 山梨県甲府市 56,780 45.10

レイ ク シテ ィ ・ケ ー ブル ビジ ョ ン㈱ 長野県諏訪市 36,502 50.12

爾 研究 学 園都 市 コ ミュ ニテ ィケ ー ブル
サ ー ビス 茨城県筑波市 25,216 58.4

㈱ テ レ ビ松 本 ケ ー ブル ビジ ョ ン 長野県松本市 i8,516 51.i2

㈱ 上 田 ケ ー ブル ビ ジ 。ン 長野県上田市 16,560 47.ll

(協)唐 津 ケ ー ブル テ レビジ ョン 佐賀県唐津市 16,037 41.8

洛 西 ケ ー ブル ビジ ョ ン㈱ 京都市西京区 12,457 52.3

爾 福 岡 ケ ー ブル ビジ 買 ン 福岡市中央区等 9,524 46.12

長 崎 ケー ブル テ レ ビジ 胃ン㈱ 長崎県長崎市 8,573 62.4

㈱シーエーティブイ富士五湖 山梨県富士吉田市 8,000 47.12

(協)伊 万 里 ケ ー ブ ルテ レビジ ョ ン 佐賀県伊万里市 7,004 56.12

㈱ 日本 ネ ッ トワー クサ ー ビス 山梨県(市川大門) 6,616 53.10

爾 東 京 ケ ー ブル ビ ジ ョ ン 東京都(新宿地区) 6,578 45.9

宮古島有線テレビ㈱ 沖縄県平良市 5,957 53.4

上 越 ヶ一 ブ ル ビジ ョ ン㈱ 新潟県上越市 5,625 61.12



5-2有 線 テレビジョン放送 一295-

(4)都 市型CATV

資料5-30都 市型CATVの 許可状況

(63年12月31日 現在)

旅 設 者 名 施 設 区 域 許可年月日開始年月日自主放送「再送信

㈱ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル ・ケ
ー ブ ル ネ ッ ト ワ ー ク 東京都町田市 58。11.11 63.3.1 6波 【3波

爾 東 急 ケー ブル テ レ ビジ ョ
ン(渋 谷) 東京都渋谷区 59.2.21 62.10.2 16 14

爾 東 急 ケ ー ブル テ レ ビジ ョ
ン(緑 区) 横浜市緑区 59.2.21 62、10.2 16 14

モ ン トラル ケ ー ブ ル テ レビ

塑
名古屋市千種区 59.5.11 62.10.1 11 9

㈱小田急情報サービス 川崎市麻生区 59.9.7 62.12.i6 5 13

㈱ 京王 ケー ブ ル シ ス テ ム 東京都府中市 59.9.7 (Lll) 10 lo

i多摩 ケー プル ネ ッ トワ ー ク

塑
東京都青梅市 59.10.17 62.4.1 6 13

横 浜 ケー ブル ビジ ョン㈱ 横浜市旭区 59.10.17 63.4.2 7 11

爾 札 幌 ケー ブ ル テ レビ ジ ョ
ン 札幌市 60.5.10 63.4.【 10 6

㈱ イ ン フ ォ メ ー シ 司 ン ・ネ

ッ ト ワ ー ク ・ コ ミ ュ ニ テ ィ
長野市 60.9.6 62.6.20 3 !2

近 鉄 ケ ー ブ ル ネ ッ トワー ク
㈱

奈良市 ・生駒市 61.2.2! 63,4.1 n 13

㈱ ネ ッ トワー クサ ー ビス 福

井
福井市 61.2.21 63.10.2 5 4

呉 ケー ブ ル ネ ッ トワー ク㈱ 広島県呉市 61.2.21 (22) Il 8

㈱東関東ケーブルテレビニ
九六

千葉県佐倉市 61.4.4 62,10.8 7 【3

文 京 ケ ー ブ ル ネ ッ トワー ク

㈱
東京都文京区 61.9.5 63.4.1 14 ll

㈱ ケー ブ ル テ レビ ジ ョ ン東

京
東京都港区 62.4.3 (14) 18 12

高 知 ケ ー ブ ル テ レビ㈱ 高知市 62.6.5 62.12.1 6 7

㈱ 東 急 ケ ー ブル テ レ ビジ ョ
ン(世 田谷 区) 東京都世田谷区 62.9.4 63.12.1 【6 14

㈱ 東急 ケ ー ブル テ レ ビジ ョ
ン(宮 前 区) 川崎市宮前区 62.9.4 63.12.1 16 14

八王 子 テ レメデ ィ ア㈱ 東京都八王子市 62.ll.6 63.10.25 13 9

広 島 ケ ー ブル ビ ジ ョ ン㈱ 広島市 63.2.5 (1.4) 11 8

㈱ 静 岡 ケ ー ブル ネ ッ トワー
ク

静岡市 63,6.3 (1.4) 7 8

仙 台 シ ーエ ーテ ィヴ ィ㈱ 仙台市 63。6.3 (2.1) 11 8

㈱ ケ ー ブル ネ ッ トワー ク千

葉
千葉市 63,9.2 (1.10) 7 13



一296-5放 送 事 業

施 設 者 名 陣 設 区 劇 許可年劇 開始年月・自主放送障 信

㈱ 鎌 倉 ケー ブル コ ミニ ケ ー
シ ョン ズ 神奈川県鎌倉市 63.9.2 (1.Il) 12 13

㈱ 東 急 ケー ブル テ レ ビジ ョ
ン(目 黒 区) 東京都目黒区 63.11.4 (2.1) 16 14

㈱ 東 急 ケー ブル テ レ ビジ ョ
ン(大 田 区) 東京都大田区 63.11.4 (2.1) 16 14

熊 本 ケー プル ネ ッ トワー ク

㈱ 熊本市 63.11.4 (L10) 7 7

ケーブルテレビ徳島㈱ 徳島市 63.11.4 (21) 7 10

5-3有 線 ラジオ放送

資料5-31有 線ラジオ放送施設数の推移

区別 年度末「5715859 ・-61「 ・2

施 設 数1・3261・6361・79511・ 。・・lll,。11 11,572
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資料5-32業 務内容別有線ラジオ放送施設数及び構成比

(62年度末現在)

業 務 別1搬 数 構蹴

共 同 聴 取 業 務 666
%
5.8

告知放送業務

① 農山漁村において地域情報や農事関

係ニュース等を放送するもの

② ① とラジオ放送の共同聴取を併せて

行うもの

③ ② と電話業務を併せて行 うもの

④ 有線音楽放送を行うもの

6,826

i,160

621

904

59.O

lO.0

5.4

7.8

小 計 9,511 82.2

街 頭 放 送 業 務 1,395 12.0

合 計 ll,572 100.0
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6周 波数管理 及び無線従事者

6-1周 波数管理

資料6-1電 波 の 周 波 数

周 波 数[・㎞ ・軸 ・・価 竃1囎

波 長ll・ 。・m1・:・m1:・ ・1・ ・:m

名 称
VLF

超 長 波

LF

長 波

MF

中 波

HF

短 波

各周波数帯ご
との代表的な
用途

オメガ(無 線
航行)

デ ッカ(無 線航
行)

船 舶,航 空機の
航行用 ビーコン

中波放送

船舶,航 空機の
通信

ロラン(無 線航

行)

短波放送

船舶,航 空機の
通信

アマチュア無線

市民ラジオ

国際通信

(注)マ イ ク ロ波,準 マ イ ク ロ波,ミ リ波,準 ミ リ波 等 の 周 波 数 帯 の 呼 称 に つ い

て用 い られ て い る こ とが 多 い。

準 マイ ク ロ波:1～3GHzマ イ ク ロ波:2～10GHz
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帯 別 の 代 表 的 な 用 途

串M施 蜘 施 増 齢 ・韓
lIIl

lOmlm10cmlcm
匡1ll

VHF

超 短 波

UHF

極 超 短 波
SHF EHF

テレビジョン放
送,FM放 送

無線呼出し
航空管制通信

アマチュア無線

各種陸上移動通
信

テ レビジ ョ ン放 送

航 空 ・気 象 用 レー ダ
ー,自 動 車 無線 電 話

パ ー ソナ ル無 線

コー ド レス電 話

MCA陸 上 移 動 通

信 シス テ ム

市外電話回線

各種 レーダー

衛星通信,衛 星放
送

業務用の通信

衛星通信

各種 レーダー
簡易無線

業務用の通信

電波天文

ては,統 一された定義はないが,そ れぞれ次の程度の範囲の周波数の電波を指 し

準 ミリ波:20～30GHzミ リ波:30GHz以 上

資料6-2割 当周波数の数及び無線局数の推移

区別 年度末57158591・ ・16162

割当周波数の数 10,270 ll,891 12,78413,32613,69714,636

無 線 局 数 2,012,822 2,686,664 2,303,7833,813,6044,155,5544,481,283

(注)58年1月1日 から市民ラジオの免許制度が廃止されたことにより無線局数か

ら除外 した。

F.幽
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資料6-3各 業務に対する周波数の

周波 数帯

周 波 数

固定業務 放送業務
陸上移動
業 務

海上移動
業 務

航空移動業 務

0～4MGz

(専 用)

(共 用)

4～30MHz

(専 用)
一

(共 用)

30～1,000MHz

(専 用)

(共 用)

1～17.7GHz

(専 用)

(共 用)

17.7～40GHz

(専 用)

(共 用)

40～275GHz

(専 用)

(共 用)

(kHz)

45

1,318.3

3,699

8,835

(MHz)

9

266

400

6,900

(GHz)

-

11.95

-

120.65

(kHz)

1,080

50

3,130

-

(MHz)

84

300

-

500

(GHz)

-

0.5

-

4

(kHz)

-

1,505

-

9,132.3

(MHz)

78.5

725.75

96

4,582

(GHz)

-

9.45

-

164.15

(kHz)

49

1,940.3

4,650

6,895.3

(MHz)

22.4

375.65

-

一

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

405

215

1,591

3,445

(MHz)

22,025

343.1

一

一

(GHz)

一

一

一

一
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分配状況(宇 宙無線通信業務を除く。)

帯 幅

無線測位業務 気象援助
業 務

ア マチ ュ

ア 業 務

標準周波
数報時業
務

電波天文
業 務無鰍 行 睡 線標定

(kHz)

且27.6

635

-

一

(MHz)

57.2

1.3

982.5

2,200

(GHz)

1.4

1.2

-

44.5

(kHz)

10

368.5

一

一

(MHz)

3

34

2,750

2,735

(GHz)

1

1.8

-

56.95

(kHz)

『

一

『

『

(MHz)

『

4

-

31.6

(GHz)

『

O.8

-

『

(kHz)

104

-

2,850

-

(MHz)

6

10

50

540

(GHz)

-

0.05

-

21.7

(kHz)

10.1

-

100

-

(MHz)

一

一

一

一

(GHz)

一

一

一

一

(kHz)

一

一

120

50

(MHz)

-

Il.25

-

427

(GHz)

-

1.19

-

49
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資料6-4宇 宙 無 線 通 信

周 波 数帯

周 波 数

固定衛星
業 務

放送衛星
業 務

気象衛星
業 務

海上移動
衛星業務

宇宙研究業 務

35～1,000MHz

(専 用)

(共 用)

1～17.7GHz

(専 用)

(共 用)

17.7～40GHz

(専 用)

(共 用)

40～275GHz

(専 用)

(共 用)

(MHz)

一

一

800

5,775

500

9,500

3,000

66,000

(MHz)

一

一

一

750

-

500

-

4,000

(MHz)

-

13.85

-

80

一

一

一

一

(MHz)

一

一

33

33

-

一

一

一

(MHz)

-

3.35

10

3,459.9

-

4,390

-

69β00
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業 務 用 の 周 波 数 分 配 状 況

帯 幅

宇宙運用
業 務

地球探査
衛星業務

無線航行
衛星業務

移動衛星
業 務

航空移動
衛星業務

標準周波
数報時衛
星業務

ア マ チ
ユア衛

星 業 務

(MHz)

-

4.35

-

282

一

一

一

一

(MHz)

-

12

-

1,856

-

4,340

-

69,800

(MHz)

0.3

一

一

96

-

一

一

44,500

(MHz)

0.1

102

2

300

-

3,500

-

52,000

(MHz)

一

一

27.5

267

一

一

一

一

(MHz)

0.1

-

-

608

-

4,050

一

一

(MHz)

-

5

-

150

-

50

-

21,700

ている各業務ごとの分配状況を示したものであ り,実 際に使用するには混信排除及び

用」とは,複 数の業務に分配されていることを示し,必 ずしも同一周波数を共用して
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ω 周波数の割当て
.了 幽

ア 固 定 業 務

資料6-5固 定業務への周波数割当状況

30MHz以 下の

周波数帯

30MHz以 下 の周波数帯は,国 際通信用 としては,通 信衛

星,海 底ケーブルの導入により,減 少の一途をたどっている

が,我 が国と相互に開設を認めあう外国の大使館等における

使用は漸次増加 している。

国内通信用 としては,市 況情報等の同報通信,離 島通信,

災害対策用の通信,保 安用の通信等に割 り当てられている。

30～1,000MHz

の周 波 数 帯

30～1,000MHzの 周波数帯は,経 済的,技 術的 に手軽に

使用できることから,単 一又は小容量多重通信路の局地的な

通信に割 り当てられてお り,災 害対策用,放 送番組中継用,

移動通信用等に使用されている。

この周波数帯は移動業務に適していることから,同 業務の

需要に対処するため,多 重の固定業務用回線については順次

2GHz以 上 の周波数帯に移行していくこととしている。

1～IOGHzの

周 波 数帯

1～3GHz(準 マイクロ波帯)の 周波数帯 は,将 来,移 動

業務の需要に対処するため,移 動通信用周波数帯とし,従 来

事業用等に使用されている支線系小容量回線を3GHz以 上

の周波数帯に移行していくこととしている。また3～10GHz

の周波数帯は,そ れらの幹線系長距離大容量回線等及び放送

番組中継用の回線に割 り当てられている。

我が国は世界有数のマイクロ波帯等の利用国であ り,特 に

準 マイクロ波帯においては,今 後移動通信の需要はます ます

増加の傾向にあるとともに,利 用の高度化による通信網のデ

ィジタル化,大 容量化 も進むものと予想される。

10GHz以 上 の

周波数帯

10GHz以 上 の周波数帯は,固 定業務用 として広 く使われ

るようにな り,現 在では40GHz程 度 まで実用化されている。

この周波数帯は,電 気通信業務用の幹線系又は支線系の短距

離大容量回線,行 政用及び公益事業用の支線系短距離回線,

テ レビジョン放送番組中継用の短距離回線及び有線テ レビジ

ョン放送事業用の短距離回線等に割 り当てられている。

この周波数帯は,通 信需要の増大に伴う使用密度の増加及

び通信衛星の導入に伴い周波数の共用を一層図っていくこと

が重要になる。さらに,準 ミリ波帯,ミ リ波帯等の未利用周

波数帯の開発を進めていくこととしている。
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イ 放 送 業 務

資料6-6放 送業務への周波数割当状況

中 波 放 送

中波放送は,526.5～1,606.5kHzの 周波数帯を使用 して

いる。

この周波数帯の割当てについては,LF/MF帯 放送に関す

る地域主管庁会議(1975年 ジュネーヴ)の 協定に基づいて,

「中波放送用周波数割当計画」を作成して行われてお り,我

が国としては9kHz間 隔105波 の割当てを行っている。

短 波 放 送

短 波 帯 で は,放 送 業 務 の 専用 と して全 世 界 的 に6,7,9,

11,13,15,17,21及 び25MHz帯 に お い て 合 計617波

(5kHz間 隔)が 分 配 され て お り,こ の ほ か に3MHz帯 が

他 の業 務 と共用 で分 配 され て い る。 我 が 国 で は,国 内放 送用

と して6波 の 割 当 てを 行 って い る ほか,国 際 放送 用 と して 伝

搬 状 況 等 を 考 慮 し,随 時 約30波 程 度 を 割 り当 て て い る。

超 短 波 放 送

いわゆるFM放 送のための超短波放送用の周波数 として

は,76～90MHzが 分 配されてお り,「放送用周波数使用計

画」に従い割当てを行っている。

テ レビ ジ ョ ン放

送

テ レビジ ョ ン放 送 はVHF帯(90～108MHz及 び170～

222MHz)の12波,UHF帯(470～770MHz)の50波 及 び

SHF帯(12.092～12.200GHz)の18波 を使 用 し,「 放 送 用

周 波 数使 用 計 画 」 に 従 い割 当 てを 行 って い る。

テレビジョン多

重放送

テレビジョン音声多重放送には,テ レビジョソ放送の音声

周波数を割 り当ててお り,ま た,テ レビジョン文字多重放送

には,テ レビジョン放送の映像周波数を割 り当てることとし

ている。
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ウ 陸上移動業務

資料6-7VHF帯 及びUHF帯 陸上移動業務用の周波数の数

(62年度末現在)

主 な 用 途
UHF帯

単樋 信副 多 重

電 気 通 信 業 務

警 察 ・消 防 ・救 急

水 防 ・道路 ・鉄 道 ・パ ス

防 災 地 方 行 政

電 力 ・ガ ス ・水 道

新 聞 ・報 道

タ ク シ ー

MCA移 動 通 信

447

262

142

145

65

65

=

1,723

167

78

77

27

47

232

798

92

32

38

6

=

=

工 航空移動業務

資料6-8航 空移動業務への周波数割当状況

航
空
移
動
(

R
)

業
務

.
F

航空移動(R)業 務専用に分配されている周波数帯の使用に際しては,

航空機の安全に関する通信が優先することになっている。また,航 空移動

(R)業 務の使用に関しては,各 国は国際民間航空機関(ICAO)に お い

て定め られた技術基準,国 際航空の周波数使用計画等に従っている。

短波帯については,無 線通信規則附録第27号 にSSB方 式をi基礎とした

世界的な周波数区域分配計画が定められている。

また,管 制通信の主力は,VHF帯 の118～136MHz帯 を使用している。

.嚢

動霧

航 空 移 動(OR)業 務 に は,主 と して短 波 帯,138～142MHz,233～328.6

MHzの.VHF帯 及 びUHF帯 が分 配 され て お り,-海 上 保 安 用,-防 衛用,

新 聞 ・報 道用 等 に使 用 され て い る。
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オ 無 線測位業務

資料6-9無 線測位業務への周波数割当状況

無

線

航

行

業

務

無線航行用の周波数帯は,短 波帯を除く全周波数帯にわたって分配され

ている。

長 ・中波帯は,船 舶及び航空機の位置決定のシステムのために割 り当て

ている周波数帯であり,オ メガ,ロ ラン,デ ッカ,海 上 ビーコン及び航空

ビーコンに使用されている。

30～1,000MHz帯 は,主 として航空機の航行のため,VOR(VHF全

方 向無線標識施設),ILS(計 器着陸用施設),DME(距 離測定用施設),

TACAN(UHF全 方 向方位距離測定施設)等 に使用 されている。また,

マイクロ波帯はレーダー,マ イクロ波ビーコン等に割 り当てられている。

このほか,ミ リ波帯は高精度の監視レーダーにも使用 されている。

無

線

標

定

業

務

無線標定用の周波数(短 波帯を除く。)は,各 周波数帯にわ たって分配

されている。中波及びVHF帯 は,ラ ジオ ・ブイ等に使用されている。

400MHz帯 は船速計,AVM(車 両位置等自動表示)シ ステム等に使用

されている。

1～10GHzは,気 象 レーダ「 空港監視,ロ ケット運行,漁場監視等の各種

レーダーに使用されてお り,この周波数帯が最も多く割 り当てられている。

10GHz以 上は速度 ・侵入検知用,港 湾用,波 高波浪観測用等の各種レ

ーダーに割 り当てられている。

力 宇宙無線通信業務

資料6-10宇 宙無線通信業務への周波数割当状況

固
定
衛
星
業
務

固 定 衛 星業 務用 の周 波 数 は,2～275GHz帯 の 広範 囲 にわ た って 分 配 さ

れ てお り,こ の うち,4GHz,6GHz,11GHz,14GHz帯 の 各500MHz
は イ ン テル サ ッ トの 国際 通 信 用 と して世 界 的 に 使 用 され て い る。

我 が 国 で は,CS-2及 びCS-3の 使 用周 波 数 と して,離 島 通 信,災 害 対

策 通 信 用 と して の4GHz,6GHz帯 のほ か,地 上 系 との周 波 数 共 用 が比 較
的 容 易 な20GHz,30GHz帯 が 割 り当 て られ て お り,特 に20GHz,30GHz

帯 が 積 極 的 に 使用 され て い る。

また,衛 星通 信 の提 供 を 行 う第 一種 電 気 通 信 事 業者 は12GHz,14GHz,
20GHz,30GHz帯 を使 用 す る計 画 で あ る。

放
送
衛
星
業
務

WARC-BSに お い て,12GHz帯 の放 送 衛 星業 務 用 の周 波 数 と して我

が 国 は 東 経110度 の対 地 静 止 軌道 位 置 に8波 の 割 当 てを 受 け,こ の 割 当 計

画 に従 ってBS-2で は こ の うち2波 を 使 用 して い る。

なお,上 り回 線 の周 波 数 につ い て は,14.5～14.8GHz及 び17.3～18.l
GHzが 放 送 衛 星 業 務 の上 り回 線 用 と して分 配 され,ま た,14～14.5GHz

等 が 固 定 衛 星 業務 の通 信 網 との調 整 を条 件 と して放 送 衛 星 業 務 の上 り回線
に使 用 で き る こ と とな っ てお り,BS-2で は14GHz帯 を 使 用 して い る。
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気星
象業
一衛務

気 象衛 星 業 務 には,400MHz帯 及 び1.7GHz帯 を 中 心 に 周 波 数 帯 が 分

静 止 気 象 衛 星GMS,GMS-3が400MHz配 され て お り,我 が 国 で は,

帯 及 び1.7～2GHz帯 を 使 用 して い る。'_.
「 一

海衛
上星
移業
動務

海上移動衛星業務には,1.5～1.6GHz帯 において周波数常が分配され
てお り,こ の周波数帯を用いたインマルサ ット・システムが世界的に使用

されている。
また,我 が国でも国内の海上移動通信衛星の実用化に向け,技 術試験衛
星ETS-Vに お いて実験を行っている。

宇究
宙業
研務

宇宙研究業務には,VHF,UHF,SHF,EHF帯 でそれぞれ分配がな
されているが,特 に40GHz以 上 の周波数帯で受動用として大幅な分配が

なされている。

宇用
宙業
運務

宇宙運用業務は,衛 星の本来業務用の周波数において使用できるほか,
136MHz,150MHz,400MHz及 び2GHz帯 が 同業務に分配され,使 用
されている。

そ宇通
の宙信
他無業
の線務

航空移動衛星業務,地 球探査衛星業務,無 線航行衛星業務,標 準周波数
報時衛星業務,ア マチュア衛星業務等に対 しても周波数の分配が行われて
いる。我が国では,海 洋観測衛星MOS-1が1.7GHz,2GHz及 び8GHz

帯を アマチュア衛星JAS-1が145MHz及 び435MHz帯 を使用 してい
る。

キ その他の業務

資料6-11そ の他の業務への周波数割当状況

気助
象業
援務

気 象 援 助 業務 に分 配 され て い る周 波 数 帯 の うち,400MHz帯 の4MHz

とL6GHz帯 の31.6MHzは,ラ ジ オ ゾ ンデ用,気 象 デ ー タを 伝 送 す る

ラ ジオ ・ロポ ッ ト及 び ロボ ッ ト中 継用 に割 り当 て られ て い る。

ア ユ務
マ ア

チ業

アマ チ ュア業 務 用 には,1,810kHzか ら250GHzま で の周 波 数 帯 にお

い て,21周 波数 帯 の分 配 が 行 わ れ て い るが,こ の うち現 在 使 用 され て い る

の は47.1GHzま で の16周 波 数 帯 で あ る。

標波時
準数業
周報務

周 波 数,時 刻,時 間 間 隔 の 標 準 を 一般 に供 す る こ とを 目的 と して,2.5,
5,8,10及 び15MHzを 割 り当 て て い る。

簡線
易業
無務

簡 易無 線 業 務 と し ては,26MHz帯 に4波,150MHz帯 に9波,400
MHz帯 に20波,900MHz帯 に158波(パ ー ソナ ル 無線)及 び50GHz帯

に38波 を割 り当 て てい る。

無出
線業
呼務

無線呼出業務用としては,半 径約1km以 内の狭い地域で専用に使用す
るもの匹対 しては,26MHz帯 で4波 を割 り当てている。また,電 気通信

事業者が提供するものに対しては,250MHz帯 を割 り当てている。

電文
波業
天務

我が国では,電 波天文業務用に専用に又は優先的に分配した周波数帯を

受信する設備であって,一 定の基準に適合するものについて指定を行い,

叢莫錺 難 褻赫 雛 澱1斎a2`職 の周波数を受信する名古

携移業帯
動務

大部分の携帯移動業務は,陸 上移動業務その他の業務と周波数を共用 し
ている。
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前 ま で
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② 周波数の国際通告等

資料6-12宇 宙通信関係の周波数の通告等の流れ

影響のある

時 期IFRB郵 政 省 主 管 庁

計 画

衛星通信系
資料の送付

↑
4か 月以内

↓

養

量

3年 ～3か

1事 前公表1

意見の
申立て

1乳 の送付1

6か 月以降 調 整 開 始

調整資料の
公 表 [

調整資料の
送 付

調整に 同意
同 意 又 は
不同意

不同意

一

進展状況 を

6か 月を超

えない間隔

IFRBに 通 知

月 前 ま で

匠
1審 査 ト 通 告1

調 整 完 了

l

l

唖

↑
30日 以 内

↓

↓
打 上 げ

運 用 開 始
「,

[登 録]・ ・ 一犀 認通矧
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資料6-13地 上局の周波数の通告等の流れ

影響のある

時 期 塾 政 省IFRB主 管 庁

使用開始の

3か 月前～

30日 後 まで 通 告

↑
40日 以 内

↓

晶

6か 月以内

,受 領

公 表

冒

不可
唖 審 査

可

[登 録](周 波数割当の国際的保護)

返 送

冒

ハ

2か 月以内

響

可

冒

再通告 弾 再 審 査

不可
2か 月以内
の混信の有
無 ・関係す
る割当の使
用状況調査

公 表

有2か 月以
返 送 内の混信報告

の有 ・無

無

國
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資料6-14短 波放送の通告等の流れ

時 期 郵 政 省IFRB

(郵政 省,NHK,KDD)

季節別短波放送
計画表の作成 畷

季節別計画表締
切期限と太陽黒
点 数 の 通 知

放送実施の
約6か 月前

約5か 月前

約2か 月前

l

I

l

l

約1か 月後

約6か 月後

毎年8月ごろ

1通 告 ・1

・1

1予 儲 査 i
1
1

1確 認 ト

季節別仮計画表
作 成

7

検 討

変 更 通 告

ト

響 響

1・1

↓

1審 査

↓

1勧 告

週刊回章で公表1

I

l

i
曹

季節別放送実副

轡国際監視1 響

混信及び実施上
不満足な周波数
の 調 査

響

各季節別短波放
送計画表の公表

↓

織饗 鋸 一i
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資料6-15国 別用途別事前公表一覧表(63年12月 末現在)

用

国 途

名

通

信

衛

星

放

送

衛

星

通衛
信星

振
送

移務
動の
衛衛
星星
業

気

象

衛

星

地星
球
探
査
衛

科

学

衛

星

技星術

試
験
衛

ア衛
マ星

重
ア

多
目的

衛
星

捜星
索
救難

衛

デ衛
1星
タ

中継

ス ヤ
ペ ト

1ル
ス関
シ連

無星
線
測
位
衛

国星
別数
公
表衛

米 国

ソ 連

フ ランス

日 本

オース トラリア

207

102

28

12

9

2

3

3

8

5

2

30

23

9

9

2

11

1

4

329

26

713

114

3

ユ

4

7

2

2

1

1

41

8

2

3

3

3 5 292

165

70

42

26

イ ン ド

英 国

ブラジル

カ ナ ダ

イ ラ ン

1

3

14

12

8

23

1

9

2

4

ユ

1 3

2

4

2

5

3

23

19

15

14

9

64

35

6

42

62

3 1
.

1

10

8

10

7

8

コ ロン ビア

サ ウ デ ィ ・ア ラ ビ ア

中 国

イ タ リア

メキ シ コ

西 独

ト ン ガ

イ ン ドネ シア

ペ ルギ ー

パ プア ・ニ ユー ギ ニア

イ ラ ク

ナ イ ジ ェ リア

ス ウ ェー デ ン

キ ュー パ

パ キ ス タ ソ

ァ ル ゼ ン テ ィ ン

ス イ ス

3227

77

55

2114

224

33

112

2

2

1

1

2

.

1

-一

.L-

.

2

2

2髄

2

1

ル クセ ン ブル グ

イ ス ラエル

ァ ィ ル ラ ソ ド

ペ ノレ}

ヴ ェ ネズ エ ラ

エ クア ドル

1

1

1

工

1

1

1

1

1

1

1

1

合 計 …141 16 8412414 70 20 ・123 1 6 ・1・ .765

IFRB資 料に よる』

(注)米 国には インテルサ ッ ト衛星を,英 国には インマルサ ッ ト衛星を含 む。



6-2電 波監視等 一313-

6-2電 波 監視等

(1)電 波 監視結果

ア 電波の監査

資料6-16国 内無線局の電波の監査状況(63年 度)

区 別
質 の 監 査 運 用 の 監 査 通信単位の運用

監 査

実施訓 飯 局数 実施局雛 反局数 実施件数 違反件数

30MHz以 下 の もの ll,957 0 14,757 52 一 一

30MHzを 超 え る もの 12,921 58 12,226 1,106 20,397 2,281

合 計 24,878 58 26,983 1,158 20,397 2,281

(注)電 波の監査とは,無 線局から発射される電波を受信して,電 波の質(周 波数

偏差,占 有周波数帯幅,ス プリアス発射の強度)及 び電波の使用方法が国際電

気通信条約又は法令の規定に適合しているか否かを確かめることであり,規 定

に違反 している者に対しては,規 正等の措置を実施してきている。

資料6-17外 国無線局の電波の監査状況

年 度
質 の 監 査 運 用・の 監 査

実 施 数1違 反 局数 実 施 数 陣 反局数

59 2,246 1 3,723 25

60 20,798 1 15,703 20

61 14,652 0 12,363 正3

62 7,758 1 4,593 9

63 4,413 1 2,347 3

r

イ 混信状況調査

資料6-18周 波数帯別混信状況調査件数

年 度15815gl・ ・}611621(634月 ～9月)

'30MH
z以 下の周波数帯

30MHzを 超える周波数帯

41

224

44

237

52

239

54

239

29

286

21

167

合 計}265281291129313151188

(注)混 信状況調査は,既 設無線局等に対する混信妨害の原因を究明して,混 信波

を排除し,無 線局等の正常な運用を確保するために実施している調査である。
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ウ 不法無線局の探査

資料6-19不 法無線局の措置状況

年 度[581591・ ・161162

不法 市民 ラジオ 1,813 2,235 1,631 1,587 1,429

不法アマチュア局 58 70 146 ig4

一

129

不 法 コー ドレス 電 話 一 一 940 591 25G

不法改造パーソナル無線 一 一 80 447 301

37MHz帯 不法無線局 一 一 9 9 6

その他の不法無線局 354 909 628 760 1,005

合 計[・225i・214h9341・588 3,且20

(注)不 法無線局とは,郵 政大臣の免許を受けずに不法な電波を発射する無線局で

ある。

58及 び59年 度の 「不法 コードレス電話」,「不法改造パーソナル無線局」及び

「37MHz帯 不 法無線局」は,「 その他の不法無線局」に含まれている。

工 電波の発射状況等 の調査

資料6-20周 波数帯別電波発射状況調査及び電波利用状況調査件数 一

(62年 度)

.区 一 別1発 射状況調査1利 用状欄 査

30MHz以 下 の周波数帯

30MHzを 超 える周波数帯

46

98

5

36

.合 計1・441・ ・

(注)電 波の発射状況調査は,必 要とする周波数帯について,そ のスベクトルの空

間的占有状況を把握 し,周 波数の効率的な利用を図るために実施している調査

である。

電波の利用状況調査は,特 定の周波数を対象として,そ のスペクトルの時間

的な占有状況を把握 し,電 波が効率的に利用されているか,ま だ,通 信の疎通

状況に問題がないかどうかを調査するものである。
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オ 国 際 監 視

資料6-21国 際監視の実施状況

(62年度)

区 別1調 査灘1調 査件数

国際周波数

登録委員会

(IFRB)

通常国際監視

短波放送専用周波数帯の監視

特別国際監視

19,339(9,525)

687(306)

327(320)

48(24)

10(4)

1(1)

外国主管庁329(321)1・(1)

(注)()内 は63年4月 ～9月 の数値である。

国際監視とはIFRB又 は外国の主管庁から要請された事項につ いて監視す

るものである。
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② 電波障害の防止

ア 電波障害防止協議会活動 ・受信障害対策

資料6-22電 波障害原因別処理件数

年 度15811 596・61162

建

造

物

ビ ル

送 配 電 線

鉄 道 ・道 路 ・橋

21,488

5,469

1,576

23,248

6,380

1,596

17,893

5,756

1,600

21,480

6,388

1,403

19,628

6,738

1,157

小 計 28,533 31,224 25,249 29,271 27,523

無

線

局

ア マ チ ュ ア無線 局

市 民 ラ ジ オ

そ の 他

1,800

3,320

620

1,568

2,593

440

1,253

1,757

4,391

1,188

1,607

657

1,265

1,361

414

小 計 5,740 4,601 7,401 3,452 3,040

高 周 波 利 用 設 備 353 347 235 266 225

ブ ー ス タ ー 5,197 3,633 3,608 4,326 5,171

電

気

雑

音

送 配 電 線

自 動 車 ・鉄 道

受信機の不要ふく射等

回 転 機 器

接 点 機 器

照 明 機 器

デ ィジ タ ル 機 器

そ の 他

4,012

935

219

402

3,007

470

-

1,062

3,621

789

208

386

2,667

471

-

984

4,099

640

155

277

2,201

541

-

1,049

4,577

774

120

283

2,310

585

586

1,215

5,223

702

83

278

1,980

501

604

984

小 計 10,107 9,126 8,962 10,450 10,355

そ の 他 の 障 害 源 1,448 741 ggo 1,331 825

原 因 不 明 13,010 13,766 13,349 15,388 13,163

合 計 64,388 63,438 59,794 64,484 60β02

電波障害防止協議会資料による。
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イ 電磁環境問題

資料6-23諸 外国における生体に対する電磁波の防護指針の一例

(周波数範囲30MHz～300MHzの 場合)

国 名1防 護 指 針 値1適 用の範囲

米国(米 国規格協会)
1982年

lmW/cm2
一般 人及び

職業人

西独(独 電子技術委員会)
1984年

2.5mW/cm2
一般人及び

職業人

オ ー ス トラ リア

(豪 州 規 格 協 会)'

1985年

0.2mW/cm2 一 般 人

lmW/cm2 職 業 人

ソ ビエ ト

(ソ 連 規 格 委 員 会)

1984年

3Vm(0,0025mW/cm2) 一 般 人

5V/m～10V/m

(0.00625mW/cm2)(0.025mW/cm2)
職 業 人

(注)我 が国においては,電 磁波の生体に及ぼす影響に関して郵政省通信総合研究

所及び一部の大学で基礎的な研究が進められているにとどまってお り,放 射さ

れる電磁波についての国の基準 としては電子レンジを除いては設けられ るにい

たっていない。
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6-3無 線通信に関する資格制度

(1)無 線従事者国家試験

資料6-24資 格 別 無 線 従

区 分
無 線 通 信 士 無

第一級髄i第 三級小計 航蝶 剥 小訓 合計 第一級

62

年

度

申 請 者 数 2,386 1,844 2,384 6,614 2,303 2,272 4,575 11,189 9,023

予

備

試

験

棄 権 者 数

免 除 者 数

受 験 者 数A

合 格 老 数B

合格率(%)B/A

271

1,225

890

342

38.4

70

1,230

544

248

45.6

75

1,103

1,206

405

33.6

416

3,558

2,640

995

37.7

=

=
一

=

=
一

=

=
一

416

3,558

2,640

995

37.7

612

6,085

2β26

1,182

50.8

本

試

験

受験有資格者数

棄 権 者 数

受 験 者 数C

合 格 者 数D

合格率(%)D/C

1,567

621

946

91

9.6

1,478

233

1,245

123

9.9

1,508

376

1,132

129

1L4

4,5532,303

1.230468

3,3231,835

343722

10,339.3

2,272

402

1,870

721

38.6

4,575

870

3,705

1,443

38.9

9,128

2,100

7,028

1,786

25.4

7,267

1,465

5,802

1,639

28.2

全科目免除者数 io9 635 107 851 一
149 149 1,COO 125

63

年

4

～

12

月

1

申 請 者 数 1,075 876 L,096 3,047 1,346 985 2,331 5,378 4,677

予

催

試

験

棄 権 者 数

免 除 者 数

受 験 者 数A

合 格 者 数B

合格率(%)B!A

77

536

462

228

49.4

3245154

5505061,592

2945451,301

116195539

39,535,841.4

=

=
一

=

=
一

=

=
一

154

1,592

1,301

539

41.4

313

3,306

1,058

329

31.1

本

試

験

受験有資格者数

棄 権 者 数

受 験 者 数C

合 格 者 数D

合格率(%)D!C

764

334

430

42

9.8

666

101

565

42

7.4

7012,131

114549

5871,582

66150

11.29.5

1.346985

273222

i.073763

561342

52,344.8

2,3314,4623,635

4951.044720

1,8363,4182,915

9031.053884

49,230,830.3

全科目免除者数 27 54 2 83 一 31 31 114 85

(注)1・ 航空級及び電話級無線通信士,特 殊無線技士並びにアマチュア無線技士に

λ63年4月 ～12月 中の統計については,第 一級及び第二級アマチュア無線技
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事 者 国 家 試 験 施 行 状 況

線技術士 特殊
無線
技士

ア マ チ_ア 無 線 技 士

総 計
第二級 合計 第一級第二級 小計 電信級 電話級 小 計 合 計

6,991 16,014 15,630 2,462 6,531 8,993 9,196 101,688 110,884 119,877 162,710

617

3,522

2,852

807

28.3

1,229

9,607

5,178

1,989

38.4

=

=
一

二

=
一

=

=
一

=

=
一

=

=
一

二

=
一

=

=
一

=

=
一

1,645

13,165

7,818

2,984

38.2

4,329

903

3,426

454

13.3

11,596

2,368

9,228

2,093

22.7

15,630

3,788

11,842

5,719

48.3

2,462

745

1,717

546

31.8

6,531

2,113

4,418

1,475

33.4

8,993

2,858

6,135

2,021

32.9

9,196

2,548

6,648

3,424

51.5

101,688

25,591

76,097

41,749

54.9

110,884

28,139

82,745

45,173

54.6

119,877

30,997

88,880

47,194

53.1

156,231

39,253

116,978

56,792

48.5

16 !41 21 一 一 一 一 一 一 一 1,162

2,831 7,508 10,542 2,218 5,995 8,213 7,028 92,904 99,932 108,145 131,573

182

1,724

925

136

14.7

495

5,030

1,983

465

23.4

=

=
一

=

ニ
ー

=

二
一

=

=
一

二

=
一

=

二
一

=

=
一

=

=
一

649

6,622

3,284

1,004

30.6

1,860

350

1,510

200

13.2

1,070

4,425

1,084

24.5

5,49510,542

2,210

8,332

5,447

65.4

2,218

696

1,522

545

35.8

5,995

1,900

4,095

1,587

38.8

8,213

2,596

5,617

2,132

38.0

7,028

1,949

5,079

2,689

52.9

92,904

19,947

72,957

52,042

71.3

99,932

21,896

78,036

54,731

70.1

108,145

24,492

83,653

56,863

68.0

128,644

28,816

99,828

64,447

64.6

97 11
一 一 一 一 一 一 一

222

昌

っいては,予 備試験,本 試験の区別がない。

士のものを除いて,1年 間実施するもののうちの一部を掲載している。
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② 免 許 付 与

資料6-25無 線従事者資格別免許付与数

資 格 別162鞭163鞭

無 線 通 信 士

第 一 級 無 線 通 信 士

第 二 級 〃

第 三 級 〃

航 空 級 〃

電 話 級 〃

149

854

282

755

1,149

192

252

208

919

865

小 計 3,189 2,436

無 線 技 術 士

第 一 級 無 線 技 術 士

第 二 級 〃

1,594

442

2,099

526

小 計 2,036 2,625

特 殊 無 線 技 士

レ ー ダ ー

国 際 無 線 電 話

無 線 電 話 甲

〃 乙

〃 丙

〃 丁

多 重 無 線 設 備

国 内 無 線 電 信

11,934

1,242

5,067

32,432

1,788

5,996

3,421

101

11,782

943

5,858

36,055

1,876

5,704

4,108

93

小 計 61,981 66,419

アマチュア無線技士

第一級アマチュア無線技士

第 二 級 〃

電 信 級 〃

電 話 級 〃

545

1,480

4,923

130,129

545

1,582

4,979

143,729

小 計 137,077 150,835

合 計 ・・引283122ろ315

」



6-3無 線通信に関する資格制度 一321一

㈲ 無線従 事者数

資料6-26資 格別無線従事者数の推移
一 年度末

区 別
5gl・ ・16162163

無

線

通

信

士

第一級無 線 通 信 士

第二級 〃

第三級 〃

航空級 〃

電話級 〃

12,23812,397

14,54514,749

27,86027,845

17,55318,355

40,89841,933

12,62712,775

15,76016,611

28,14728,423

19,14619,900

43,13844,284

12,967

16,862

28,630

20,819

45,147

小 計 113,094115,279 118,818121,993 124,425

無
線
技
術
士

第一級無線 技 術 士

第二級 〃

13,040

22,538

13,66314,711

23,07623,538

16,30318,398

23,97524,500

小 計 35,578 ・・73gl・ ・249 40,27842,898

特

殊

無

線

技

士

レ ー ダ ー

国 際 無 線 電 話

無 線 電 話 甲

〃 乙

〃 丙

〃 丁

多 重 無 線 設 備

国 内 無 線 電 信

簡 易 無 線 電 話

陸 上 無 線 電 信

国 際 無 線 電 信

179,286

4,285

218,135

564,219

13,655

11,048

64,910

9,995

295

635

221

188,794

5,702

222,704

592,786

15,022

19,766

68.40

10,078

295

635

22

200,745

6,845

227,703

622,025

16,434

27,302

72,057

10,157

295

635

221

212,654

8,086

232,728

654,404

18,220

33,291

75,469

10,258

295

635

221

224,418

9,Q27

238,543

690,402

20,095

38,991

79,574

10β5Q

295

635

22正

小 計 1,066,6841,124,4041,184,419 1,246,261 1,312,551

;
チ無
ユ線

ア技
士

第一級アマチュア
無線技士

第二級 〃

電信級 〃

電話級 〃

11,036

43,425

70β72

1,145.33

11,54812,07012,615

45,10846,74948,224

78,93484,39989,313

1,232,4931,327,8951,457,976

13,159

49,803

94,288

1,601,668

小 計 1,270,164 1,368,0831,471,113 1,608,128 1,758,918

合 計t・48・52・1・ ・4・・。・ ・81・59gl・ ・1・66・1聯79・
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㈲ 学校等 の認定

資料6-27認 定学校等の状況

(63年度末現在)

区 別

認

定

学

校

数

認 定 部 科 数

無 線 通 信 士 無線技術士

合計第 一 級 第 二 級 第 三 級 第一級第二級

予備

英語

予 備
英 語
通信術

予備

英語

予 備
英 語
通信術

予備

英語

予 備
英 語通信術 予備 予備

大 学

短 期 大 学

高等専門学校

高 等 学 校

専 修 学 校

各 種 学 校

職業訓練校

そ の 他

53

6

17

23

11

1

4

3

l

l

l

2

4

2

3

1

2

3

4

2

1

9 22

3

1

101

5

13

19

21

1

1

2

104

20

22

37

32

1

6

3

合 計 118 3 2 10 12 9 26 106 57 225
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⑤ 無線従事老の養成課程

資料6-28資 格別無線従事者養成課程の実施状況

特 殊 無 線 技 士
アマチュア

無線技士
合

計

レ

1

ダ

1

国
際
無
線
電
話

無
線
電
話

甲

無
線
電
話
乙

無
線
電
話
丙

無
線
電
話
丁

多
重
無
線
設
備

国
内
無
線
電
信

小

計

電

信

級

電

話

級

小

計

62

年

度

実
施
件
数

298 23 124 73733 14053 2 1,410 46 1,462 1,508 2,918

履
修
者
数

10,791 811 4,607 30,161 1,412 5,502 2,477 47 55,808 1,432 89,062 90,494 146,302

修
了
者
数

10,675 808 4,561 30,076 1,382 5,480 2,378 47 55,407 1,375 88,010 89,385 144,792

63

年
4

～
12

月

実
施
件
数

237 20 106 62929103 45 0 1,169 52 1,218 1,270 2,439

履
修
者
数

8,153 588 4,347 25,488 1,317 3,923 2,379 O 46,195 1,541 68,692 70,233 116,428

修
了
者
数

8,109 586 4,321 25,429 1,285 3,918 2.2580 45,906 1,491 67,796 69,287 115,193

㈲ 船舶局無線従事者証明書

資料6-29船 舶局無線従事者証明書数(累 計)

年 度1591・ ・161162163

証 明 書 数 9,567 9,B59 10,142 10,466 10,580
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7技 術 開 発

7-1研 究 開発機 関及び審議会

(1)研 究 開発機 関

資料7-1各 研究所の研究者数と予算(63年 度 末)

研 究 所 名1研 究 者 数1予 算(単 雌 円)

通 信 総 合 研 究 所 261 38

NTT通 信 研 究 所 2,900 2,200

KDD研 究 所 127 126

NHK放 送技術研究所 263 62

ATR研 究 所 180 70

(注)ATR研 究所とは,㈱ 国際電気通信基礎技術研究所,㈱ エイ・テ ィ・アール通

信システム研究所,㈱ エイ・ティ・アール自動翻訳電話研究所,㈱ エイ・ティ・

アール視聴覚機構研究尻 ㈱エイ・ティ・アール光電波通信研究所ゐことであ

る。

② 電気通信技術審議会

資料7-2電 気通信技術審議会答申(63年 度)

答申年月日 答 申 事 項

63.4.25
効率的な電気通信を確保するための望ましい通信方式について(一
部答申)
・通信方式の標準化に関する技術的諸問題

…27陣 気通信分野への人工知能の導入に関す・技術的諸問題

・け25陣 動体鯉 通信・・テ・に必要な技術的条件

63.7.25
航空無線通信の技術的諸問題について(一 部答申)
●欝
。賭 骸 粛 含む∂ 及びSSRモ ードS等嚥 線設備・・

63.9.25
国際電信電話諮問委員会(CCITT)総 会への対処について
(一部答申)
・第9回 総会(メ ルボルン)へ の対処について

63.9.25
小電力無線設備の技術的条件(一 部答申)
・ワイヤレスマイクロホン

,連 絡用通信システム及び高速データ伝送
システムの技術的条件
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答申年月日 答 申 事 項

・-41空 港内・・おけ・鋤 鮪 システ・の技術的条件

63.10.24 航空無線通信の技術的諸問題について(一 部答申)
・空地データ リンクシステムの無線設備に関する技術的条件

63.11.28 放送衛星によるテレビジョン放送における有料方式に関する技術的
条件

ll.23VSATシ ステムの超小型地球局の無線設備に関する技術的条件

1,1.23 小電力無線設備の技術的条件(一 部答申)
・医療用テレメータの技術的条件

1・27レ ・ ク・・リ放送に関す・技術白勺条件

13.27 テレビジョン放送の画質改善技術(一 部答申)

7-2基 礎 技 術

資料7-3主 な基礎技術の研究動向

超 大規模
集 積 回路

解

説

一つの半導体結晶片上に トランジスタ,抵 抗,コ ンデンサ等を

lO万素子以上集積した集積回路

研
究
動
向

・lMbLSIメ モ リの実用化

・4Mb以 上の大容量 メモリの開発

・最小パターン幅0.5μm以 下の高速電子 ビーム露光技術の研究

・素子 ・回路設計,製 作技術の高度化 ・自動化技術の研究

新機能素子

解

説

・ガ リウムひ素(GaAs),超 格子,高 温超電導体等の新しい素材

を利用した素子

・シリコン単結晶を利用した半導体素子 より高速で低消費電力化

が可能

それぞれの特性は以下のとお り

○ガリウムひ素

シリコンより電子が動きやすく,よ り高速領域で利用可能

○超格子

半導体多層薄膜結晶のことで,2種 類の化合物半導体を数十

オングス トロームという極めて薄い膜にして,そ れを交互に何

†層も積み重ねた半導体

ガリウムひ素よりも更に高速,低 消費電力化が可能

○高温超電導体

液体窒素温度(77K)以 上で超電導を起こす超電導体
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研

究

動

向

○ガリウムひ素

・トランジスタの電流制御用電極(ゲ ー ト)幅 の狭帯化

・内部抵抗を小さくする技術の硫究

・電子の動きを更に高速にする素子構造の研究

○超格子

・超格子構造を利用 した超高速素子の研究

○高温超電導体

・酸化物超電導体の線材化,薄 膜化

・ジ月セフソン素子(動 作時間が数ピコ秒)の 電子計算機のデ

ィジタル素子,微 弱電磁波検出,高 周波 ミキサー等への応用

コ ヒー レ ン

ト光通 信 解

説

・光の波 としての性質を利用 し,周 波数 ・位相の変化により情報

を伝送する光通信方式

・中継距離の長延化,通 信容量の大容量化が可能

研究

動向

・光源スペクトルの安定化

・光源スペクトル幅の狭帯化

光 交 換 解説 光信号を電気信号に変換せずに,光 信号のまま交換する方式

研究

動向

・光ファイバ単位で交換する空間分割形交換の研究

・多重化されたディジタル回線を交換する時分割形交換の研究

光集積回路 解

説

・レンズ等の受動素子やレーザダイオー ド等の能動素子を光導波

路により同一基板上に構成 した集積回路

・小型化,経 済化,高 信頼化が可能

研究

動向

化合物半導体ウエハに受発光素子と制御用回路用電子素子を一

括製造する光電子集積回路の開発

光記録媒体

解

説

・単位面積当た りの記憶容量が極めて大きく
,ゴ ミ塵に強 く,デ

ータセンター用あるいは端末用の大容量 ファイルとして期待 さ

れている光デ ィスクの記録媒体

現在,書 き換え可能な光記録媒体として,以 下の二つを研究

○光磁気記録媒体

書き換え可能という磁性体の特性と高密度記録可能 という光

ディスクの特性を兼え備えた記録媒体

○相変態記録媒体

物質の結晶状態 と非結晶状態に対応し情報記録を行 う記録媒

体記録 ・消去ヘッドの簡略化,媒 体の経済性等に優れているが

信頼性向上が研究課題
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研

究

動

向

○光磁気記録媒体

・第一世代光磁気ディスクドライブのシステムへの応用

・データ伝送速度の向上及びアクセスタイムの短縮

・書き換え可能な第二世代 ドライブの開発

○相変態記録媒体

・信頼性の向上 ,消 去特性,オ ーパライ ト特性及び経時劣化特

性について研究

パターン情

報処理
解

説

・画像や文字,あ るいは音声を認識し判断するための情報処理

・コンピュータや通信端末への自然な入出力への利用可能

研

究

動

向

○音声認識

・入力音声周波数スペクトルパターンを標準スペク トルパター

ンと比較分析し単語を認識する研究及び文節単位認識の研究

○音声合成

・声の個人差の消去,明 瞭度の改善,ア クセン ト,イ ントネー

ションを付与す る研究,男 声,女 声の声の表現の研究

○文字認識

・活字漢字や手書き漢字の認識技術が確立

・筆跡の順序に着 目したオンライン手書き漢字認識装置の開発

・基礎的な生物の視覚神経系及び人間の脳機能モデルに基づ く

高度なパターン認識

○画像認識

・二次元情報から奥行き情報を抽出す る研究

・動画像認識の研究

知識情報処
理

解

説

言語理解,学 習,判 断,問 題解決等の人間の知的行動の一部を

代行する情報処理

研
究
動
向

・推論 ,自 然言語理解等や知識表現に関する研究

・機械翻訳への応用

・高度な判断能力を持つエキスパー トシステムの効率的な構造を

可能とするエキスパー トシステム構築支援システムの開発
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7-3宇 宙通信技術1

(1)宇 宙通信の現状1

ア 国内の実利用分野の人工衛星及び打上げ計画(無 線局を開設する

資料7-4実 利 用 分 野

区別 衛 星 ミ ッ シ ョ ン

宇

宙

開

発

事

業

団

技術試験衛星H型

(ETS-H)

「き く2号 」

静止軌道への投入技術の習得,軌 道姿勢の測定

及び保持技術の習得,衛 星搭載機器の性能試験

等

静止気象衛星

(GMS)

「ひまわり」

地球大気開発計画(GARP)へ の参加協力,気

象衛星に関する技術開発

通 信衛 星2号 一a

(CS-2a)

「さ く ら2号 一a)

通信衛星に関する技術開発,通 信需要に対処

通 信衛 星2号 一b

(CS-2b)

「さ く ら2号 一b」

〃1

放 送 衛 星2号 一a

(BS-2a)

「ゆ り2号 一a」

放送衛星に関す る技術開発,テ レビジョン放送

の難視聴解消等

静止気象衛星3号

(GMS-3)

「ひまわ り3号 」

気象衛星に関する技術開発,気 象業務の改善

放 送 衛 星2号 一b

(BS-2b)

「ゆ り2号 一b」

放送衛星に関す る技術開発,テ レビジョン放送

の難視聴解消等

ア マ チ ュ ア衛 星

(JAS-1)

(H-1ロ ケ ット性能確認用ペイ ロー ドの一部)

複数衛星打上げに関する基礎実験,ア マチュア

無線の中継

海洋観測衛星1号

(MOS-1)

「もも1号 」

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観

測,地 球観測のための人工衛星共通技術の確立
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脚

もの)

の 人 工 衛 星(運 用中)(63年 度末現在)

重 量

(㎏)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期形 状}高(㎞)度 陣 幽 角

130
静 止 軌 道

(東経130。)
N-1 52.2.23

315
静 止 軌 道

(東経160。)

デ ル タ

2914

(米 国)

52.7.14

350 静 止 軌 道 N-H 58.2.4

35Q 静 止 軌 道 〃 58.8.6

350
静 止 軌 道

(東経llO。)

N-H 59.1.23

303
静 止 軌 道

(東経140。)

" 59.8.3

35Q
静 止 軌 道

(東 経llo。)

〃 61.2.12

50 円 1,500

5
50

H-1

2段 式

試験機

61.8.13

740 〃

約909㎞

太陽同期
99 N-H 62.2.19
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区別 衛 星 ミ ヅ シ"ン

技術試験衛星V型

(ETS-V)

「き く5号 」

静止三軸衛星パスの基盤技術の確立,次 期実用
衛星開発に必要な自主技術の蓄積,航 空機の洋
上管制,船 舶の通信,航 行援助,捜 索救難等の
ための移動体通信実験

通 信 衛星3号 一a

(CS-3a)

「さ く ら3号 一a」

CS-2に よる通信サービスの継続,増 大 す る

通信需要に対処,通 信衛星に関する技術開発

通 信 衛星3号 一b

(CS-3b)

「さ く ら3号 一b」

〃

そ
の

他
JCSAT-1 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

資料7-5実 利 用 分 野
一

区別 衛 星 ミ ッ シ ョ ン

宇

宙

開

発

事

業

団

静止気象衛星4号

(GMS-4)

気象衛星に関する技術開発,気 象業務の改善

海洋観測衛星1号一b

(MOS-lb)

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観

測を継続して行 うとともに地球観測のための人

工衛星共通技術の確立

ア マ チ ュ ア衛星

(JAS-lb)

JAS-1の 後継機としてアマチュア無線技術の

向上並びにアマチュア無線を通じての国際親善

を図る。

放 送 衛 星3号 一a

(BS-3a)

BS-2に よる放送サービスの継続,増 大 か つ

多様化する放送需要に対処,放 送衛星に関する

技術開発

放送衛星3号 一b

(BS-3b)

BS-2に よる放送 サービスの継続,増 大 かっ

多様化する放送需要に対処,放 送衛星に関する

技術開発
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重 量
(㎏)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状1高(㎞)馴 傾(農)角

約550

静 止 軌 道

(東経150。)

H-1

3段 式

試験機

62.8.27

約550
静 止 軌 道

(東経132。)
H-1 63.2.19

約550

静 止 軌 道

(東経136。)

'ノ 63.9.16

約1,340

静 止 軌 道

(東経150。)

ア リア ン4

(ESA)

1.3.7

の 人 工 衛 星(計 画中)(63年 度末現在)

重 量
(㎏)

軌 道
打 上 げ
ロ ケ ッ ト 打上げ時期

形 状 陣(㎞)馴 傾(翌)角

325

静 止 軌 道

(東経140。)
H-1 平成元年度

740 円
約909㎞

太陽同期

99 〃 平成元年度

50 円

近地点約

900㎞ の

楕円軌道

99 〃 平成元年度

約550

静 止 軌 道

(東経110。)

〃 2年 度

約550

静 止 軌 道

(東経110。)
H-1 3年 度
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区別 衛 星 ミ ッ シ ョ ン

一

地球資源衛星1号

(ERS-1)

合成開ロレーダー等を用いた能動型観測技術の

確立,資 源探査,国 土調査,農 業漁業,環 境保

全,防 災,沿 岸域監視等の観測

技術試験衛星VI型

(ETS-VI)

H-Hロ ケ ット試験機の性能確認,大 型静止三

灘 罐 窩雛庭講 離誉縫雛漂
ための技術開発及びその実験

静止気象衛星5号

(GMS-5)

気 象観測を継続し,気 象業務の改善を行 うとと

もに技術の向上を図る。

そ

の

他

JCSAT-2 第一種電気通信事業(衛 星通信サービス)

SUPERBIRD-A "

SUPERBIRD-B 〃

BS-2X BS-2bの パ ックア ップ
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一

重 量

(kg)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 測 高(㎞)馴 傾(翌)角

約1,400 円
約570㎞

太陽同期
約98 " 3年 度

約2,000 静 止 軌 道
H一 π

試験機

4年 度

338
静 止 軌 道

(東経140。)

H一 口 5年 度

約1,340

静 止 軌 道

(東経154。)

タ イ タ ンm

(米 国)

元年度

約1,500

静 止 軌 道

(東経158。)一

ア リア ソ4

(ESA)

元年5月

約1,500

静 止 軌 道

(東経162。)

ア リア ン4

(ESA)

元年度

約720

静 止 軌 道

(東経110。)

ア リア ン4

(ESA)

元年度
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イ 国内の科学研究分野の人工衛星及び打上げ計画(無 線局を開設す

資料7-6科 学 研 究 分 野

区 別 衛 星 ミ ッ シ ョ ン

文
部省

宇
宙
科
学
研
究
所

試験惑星探査機

(MS-T5)

「さきがけ」

M-3SHロ ケ ットの性能確認,惑 星間軌道達

成とこれに関連 した姿勢制御,超 遠距離通信等

の技術の習得

第10号 科学惑星

(PLANET-A)

「すいせい」

惑星間プラズマの研究及びハ レー慧星の紫外領

域における観測研究

第11号 科学衛星

(ASTRO-C)

「ぎ ん が」

活動銀河の中心核のX線 源の観測及び多様なX

線天体の精密な観測

第12号 科学衛星

(EXOS-D)

「あけぼの」

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加速機構及

びオーロラ発光現象等の精密な観測

資料7-7科 学 研 究 分 野

区 別 衛 星 ミ ッ シ ョ ン

文部

省
宇宙

科
学
研
究所

第13号 科学衛星

(MUSES-A)

惑星探査に必要 となる軌道の精密標定 ・制御 ・

高効率データ伝送技術等の研究,月 スイング・

パイ技術の試験

第14号 科学衛星

(SOLAR-A)

太陽活動極大期における太陽フレアの高精度画

像観測

磁気圏観測衛星

(GEOTAIL)

地球の夜側に存在する長大な磁気圏尾部の構造

とダイナ ミックスに関する観測研究

宇宙実験 ・観測
フリーフライヤ

(SFU)

理工学実験,天 文観測等各種科学研究,各 種先

端産業技術開発等の実施のための宇宙実験等

一
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る もの)

の 人 工 衛 星(運 用中)(63年 度末現在)

重 量
(㎏)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高(㎞)判 傾(髪)角

138 太 陽 周 回 M-3SH 60.1.8

140 〃 〃 60.8.19

420 楕 円
493

640

31 ノ' 62。2.5

300 長 楕 円
276

1Q,470

75 〃 12.22

の 人 工 衛 星(計 画中)(63年 度末現在)

重 量(
kg)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 高(㎞)度 傾(釜)角

140 二 重 月 ス ウ ィン グ ・バ イ軌 道

l
iM -3SH 元年度

420 円 550 31 〃 3年 度

750 二 重 月 ス ウ ィ ン グ ・パ イ軌 道 未 定 4年 度

4,000 円 400 28.5 H-H 4年 度

一
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区 別 星 衛 ミ ッ シ ョ ン

一

第15号 科学衛星

(ASTRO-D)

宇宙の最深部を対象とした多様な天体のX線 像

とX線 スペクトルの精密観測

第16号 科学衛星

(MUSES-B)

大型精密展開構造機構,精 密姿勢安定制御技術

多周波低雑音受信技術及び大容量データ伝送等
の研究革びにスペースVLBIに 必要な倖相同

期等の試験的研究

(2)宇 宙 通信 の実用化

アCS-3及 びBS-3・ の概 要

資料7-8CS-3及 びBS-3の 概要

区 別 CS-3 BS-3

開 発 の 目 的

①CS-2に よる通信サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する通

信需要に対処すること。

③ 通信衛星に関する技術

の開発を進めること。

①BS-2に よる放送サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する放

送需要に対処すること。

③ 放送衛星に関する技術

の開発を進めること。

静 止 軌道 位置 東 経132。 及 び136。 東 経110。

重 量 約550㎏ 約550㎏

トランスポンダ数

(中継器数)

且2台(マ イ ク ロ波 帯2台,

準 ミ リ波 帯lo台)

3台+予 備3台

(いずれも14/12GHz帯)

伝 送 容 量 電 話 級 換 算約6,000チ ャン

ネ ル

カ ラー テ レピジ ョン

3チ ャ ンネ ル

中 継 器 出 力
6W(マ イ ク ロ波 帯)

10W(準 ミ リ波 帯)

120W以 上
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重 量
(㎏)

軌 道
打 上 げ
ロケ ッ ト 打上げ時期

形 状 陣(㎞)馴 傾(鍵)角

400 略 円
550

600
31 M-3SH 4年 度

300 楕 円
1,000

10,000

31 〃 5年 度

区 別 CS-3 BS-3

姿 勢 安 定方 式 スピン安定方式 三軸姿勢制御方式

サ ー ビ ス エ リ ア

マイクロ波帯(日 本全土)

準 ミリ波帯(沖 縄を含む 日

本全土の大部分)

'

日本全土

寿 命 7年 以上 7年 以上

イBS-3の 開 発ス ケジュール

資料7-9BS-3の 開発スケジュール

嘲

談 55 56 57 58 59 60 61 62 63
平成
元 2 3 4

BS-3

概念
設計
予備
設計

開

(基本・詳細設計,製作)

発

倉

聾曜

寺

運

合
3b

打上げ

用

運用

-, 剛 ■ 哩

一
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㈲ 衛星通信の研究

ア 通 信 方 式

資料7-10通 信方式の厨究状況

項 目

概 要

昭和63年 度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

時分割多元接続(TD

MA)方 式の開発と

実験研究

低速データ伝送シス

テムの開発と実験研

究

超小型地球局の開発

再生中継による低速
『通信網の研究

地域別衛星放送シス

テムの研究

Ka帯 小型地球局の

干渉特性の測定

・伝送速度可変型TDMAシ

ステムの 研究開発 を 継続

し,低C/N時 の動作特性

を改善した。

・準 ミリ波帯の携帯局による

低速メッセージ通信 システ

ム(伝 送速度:300b/s)を

開発し,実 験によって良好

な特性を得た。

・送受信が可能 な直径30cm

のパラボラアンテナによる

超小型地球局を開発 した。

・音声,メ ヅセージ及びデー

タ伝送が可能な超小型携帯

型及び移動地球局による低

速通信網の基礎的検討を行

い,実 験システムの開発に

着手 した。

・マルチビームアンテナによ

って周波数再利用が可能な

地域別放送システムの基礎

的検討を終え,実 験 システ

ムの開発に着手した。

・CS-2a及 び2bを 用 い,

今後の利用の増大が見込ま

れる小型地球局通信 システ

ムの干渉特性 の 測定 を行

い,技 術基準に資するため

の基礎資料を得た。

・衛星通信高度利用パイロッ

ト計画が 目指 している 「経

済的で利便性の高い」衛星

通信システムのモデルシス

テムの1つ として,回 線制

御,多 重化方式等の研究開

発を継続する。

。両システムを組合わせて,

衛星通信実験により,シ ス

テムの諸特性を詳細に明ら

かにし,実 用システムとし

ての有用性を確認する。

・可搬性,操 作性,経 済性に

優れた小型地球局の開発に

着手する。

・具体的なシステム検討 と再

生中継器の研究開発を進め

るo

。要素技術であるマルチビー

ムアンテナと進行波管増幅

器の試作を進める。
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イ 管 制

資料7-11衛 星管制の研究状況

項 目
概 要

昭和6瀬 ・研究餉1平 成元鞭 以陶 研究予定

技術試験衛星V型 に

よる衛星管制の研究

衛星管制の応用研究

周回衛星の管制

中距離高精度測位シ
ステムの開発

・技術試験衛星V型(ETS-

V)の 管制運用及び2静 止

衛星による測位用 ソフ トウ

ェアの開発実施

・静止軌道の利用状況調査の

ため,Sパ ンドにおける静

止軌道サーチの予備実験実

施

・近接静止衛星(BS-2a/2b,

CS-2a/2b)の 相対位置監

視法の実験実施

。ISIS-1 ,■ 及びDE-1の

管制運用実施,ISIS-1,

■の電源部機能調査

(注)

CS-2a/2bの 実験は2月 上旬

実施します。

・中基線での測位実験実施

・軌道推定予備実験実施

・管制運用及び測位実験結果

の評価

。衛星信号の識別処理法の開

発

・精密軌道推定実験の実施
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ウ 高精度姿勢検出及びアンテナ制御

資料7-12高 精度姿勢検出及びアンテナ制御の研究状況

項 目
概 要

昭和63年 度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

ETS-W衛 星 を用

いた実験計画

MOS-1衛 星検証実

験

宇宙光通信地上セン

ターの利用

一"-一-

・同衛星の姿勢を地上からレ

ーザ光を発射し,(ロ ール,

ピッチ角0.002。摘角O.05。)

という従来にない高精度で

決定する。63年 度 はBBM

を製作した。

・MOS-1衛 星 のセンサME

SSRで 地上からの レーザ

ピーコンを検出し,地 球画

像に現れた レーザ ・スポッ

ト像を利用し画像の絶対位

置較正を行 う実験 を行っ

た。姿勢も推定された。

・同センターは多 目的な光学

研究施設であるが,0.001。

の精度 で 衛星 を追尾 し,

0.0001。 の精度でレーザピ

ームの方向を制御(ア ンテ

ナ制御に相当)す るシステ

ムを完成させた。

・EMを2年 余 りで開発,4

年後打上げ後は,実 際の実

験を行う。

・元年度以降も継続して実験

を行 う。

・EGS等 の衛星を用 い た実

験を行ってゆく予定

エ マルチ ビームアンテナ

資料7-13マ ルチビームアンテナの研究状況

項 目
概 要

昭和63年 度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

衛星搭載用アンテナ

アンテナ特性解析シ
ステム

・技術試験衛星VI型 搭載用2

GHz帯 マルチビームア ン

テナ開発

・システムの整備

・中継器等との組合わせ及び

試験

・衛星搭載用アンテナの測定

及び試験

マルチビームアンテナ:同 時に複数個のビームを形成できるアンテナ。 異ビーム間で

同一周波数の多重利用ができ,通 信容量の 増大が実現できる

ほか,地 球局送受信設備の簡易化,経 済化が可能 となる。
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オ 航空 ・海上 衛星技術

資料7-14航 空 ・海上衛星技術の研究状況

項 目
概 要

昭和63年度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

ETS-Vを 用いた移

動体通信実験

航空機実験

船舶実験

陸上移動実験

測位実験

ETS-V利 用実験

国際共同実験

・62年度に引き続 きJALB

747貨 物機を使用して計14

回の飛行実験を実施

・北海道大学の練習船を使用

して南北両航路で実験を実

施

・陸上移動電測システムの開

発を行った。

・車載局装置を用いて基本的

な実験を実施した。

・ETS-V及 び インマルサ

ットを用いた2衛 星測位の

検討を行 った。

・実験開始のための検討,調

整を実施

・日豪間協定を締結,共 同実

験開始

・より実用的なコソフォーマ

ルアンテナの検討を行 う。

・実験を継続し,さ らにデー

タの蓄積を図った後,測 位

実験も行 う。

・実験を継続し,デ ータの蓄

積を図る。

・陸上移動用通信装置,超 小

型地球局の開発を行う。

・列車実験を開始,推 進する。

・2衛 星測位実験 を実 施 す

る。

・利用実験を推進する。

・共同実験を推進する。
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力 衛星による高精度時刻比較

資料7-15衛 星による高精度時刻比較の研究状況

項 目
概 要

昭和63年度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

双方向時刻比較

GPS時 刻比較

GMS時 刻比較

光時刻比較

・インテルサッ ト送受信シス

テムを整備 し,KDDと の

協議及び無線局申請等の準

備を実施

・2周 波相関型GPS受 信機

の試作に成功し,国 内外に

特許を申請

・対欧州に続き,対 韓国運搬

受信機実験を行い,通 信総

合研究所と韓国標準研究所

の標準時の比較精度を改善

・衛星 レーザ測距システムの

局内立上げを完了し,衛 星

へ向け,レ ーザを発射する

段階となった。

・KDDの 協力を得て,対 イ

ンテルサット自局折 り返 し

実験の開始

・GPS時 刻比較業務 の定常

化

・日中,日 韓間でGMS利 用

時刻比較の継続

・レーザパルス時間計測技術

の確立
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キ 衛星間通信技術

資料7-16衛 星間通信技術の研究状況

項 目
概 要

昭和63年度の研究動向1平 成元鞭 以降・研究予定

ETS-VIに よ る衛

星間通信実験計画

宇宙ステーションに

よる通信実験計画

将来の宇宙通信イン

フラス トラクチャの

研究

●Sパ ンド(2GHz帯)フ ェ

ーズドァレイ ・マルチビー

ムアンテナによる衛星間デ

ータ中継 ・追跡実験搭載装

置の開発をNASDAと 共

同で実施,EMの 設計終了

し一部製作完了

・ミリ波帯(43/38GHz帯)

衛星通信実験搭載装置の設

計完了,EMの 製作開始

・光(レ ーザ光)宇 宙通信実

験搭載装置の設計完了,E

Mの 製作開始

・宇宙ステーションにおける

理工学 ・通信実験の一環と

して,大 型アンテナ組立て・

応用実験を検討,ア ンテナ

鏡面結合機構の試作研究

・21世紀の宇宙通信インフラ

ス トラクチャの概念,通 信

システムの概要の検討

・平成4年 度夏期 のETS-

VI打 上げに向け,Sバ ンド,

ミリ波,光 の搭載機器の開

発

・地上実験施設の整備

・組立型アンテナ地上試験モ

デルの開発

・宇宙での大型アンテナ試験

技術の研究

・技術開発課題の分析

・光通信技術等の宇宙実験計

画の検討
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7-4電 磁 波有効利用技術

(1)デ ィ ジタル陸上移動通信方式

資料7-17デ ィジタル陸上移動通信方式の研究状況

項 一.目
概 要

昭和63鞭 ・研究動向 坪 成元鞭 以降の研究予定

次世代携帯電話シス

テム

ディジタルセルラー

自動車電話システム

「次世代携帯電話システムに

関する調査研究会」発足。デ

ィジタル方式の適用について

検討する。

「ディジタルセルラー自動車

電話システムに関する調査研

究会」発足。ディジタルセル

ラー方式の導入のための検討

を行 う。

「次世代携帯電話システムに

関する調査研究会」において

技術開発指針等について報告

の予定。

「ディジタルセルラー自動車

電話システムに関する調査研

究会」において,シ ステムの

要求条件等について報告の予

定。

「電波資源開発利用に関する

調査研究会」の中に 「準マイ

クロ波帯のディジタル伝送技

術開発部会」を設置し,実 験

等を行う予定。

② 準マイクロ波帯における陸上移動通信システム

資料7-18準 マイクロ波帯における陸上移動通信システムの研究状況

概 要

昭和63年 度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

MCA陸 上移動通信システム

の準マイクロ波帯への適用の

可能性について実験

「電波資源開発利用に関する

調査研究会」の中の 「準マイ

クロ波帯開発部会」において

電波伝搬特性等について報告

MCA陸 上移動通信システム

の準マイクロ波帯への適用の

際の技術的な条件等について

検討。

「電波資源開発利用に関する

調査研究会」の中に 「準マイ

クロ波帯のデ ィジタル伝送技

術開発部会」を発足し,実 験

等を行 う予定
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(3)40GHz以 上 の電波利用 の研究

資料7-1940GHz以 上の電波利用の研究状況

項 目
概 要

昭和63鞭 ・磯 動向1平 成元鞭 以陶 研究予定

ミリ波センシングシ

ステムの研究開発

ミリ波伝搬実験デー

タの解析

・50GHz帯 映像伝送実 験 装

置による土壌を対象とした

散乱実験の継続

・土壌の粗さを測定する粗さ

計の整備

・定在波計を用いた土壌の50

GHz帯 複素誘電率 の測定

の実施

・60GHz帯 ポーラリメー タ

の整備及び同ポーラリメー

タ設置用実験架台の整備

・東経大 と通信総合研究所間

の伝搬データの統計処理を

継続

・秋田電波観測所での雪を含

んだ ミリ波 ・光波伝搬実験

ならびに伝搬データの解析

を終了

・50GHz帯 映 像 伝送 装 置 及

び60GHz帯 ポ ー ラ リメ ー

タ に よる ミ リ波散 乱 実 験 の

実 施

・ ミ リ波 伝搬 実 験 デ ー タ の解

析

・NASAと の 日米 共 同 の80/

240GHz伝 搬実 験 の開 始
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(4}高 機 能型無線 呼出

資料7-20実 用化されている信号方式の概要

諸外国で使用されている信号方式 我が国で使用されてい
る信号方式

1・ ・Cl・ …AG「 ・・1・ …AGiNTT

信 号速 度

表 示 内容

表示けた数

600b/s

英 数字

10～20

512b/s

英 数 字

10～20

200b/s

数 字

lO～20

512b/s

英 数字 ・カ ナ

10～40

400b/s

数 字

12

(5)テ レビジョン放送用周波数の高密度割当

資料7-21テ レビジョン放送用周波数の高密度割当の動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

同 期 放 送 に
関する調査研究

高密度割当に
関する調査研究

同 期 放 送 の
導 入 策

>i

1喫

く

〉

く

(注)テ レビジョン放送用周波数の高密度割当とは,テ レビジ.ン 放送用周波数を

有効利用 し,チ ャンネルを繰 り返 し使用することによって今後の置局促進を図

るための方策である。
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(6)フ ァ クシ ミリ放送

資料7-22フ ァクシミリ放送の技術動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

寒難 纏{

放送技 術開発
協 議 会 開 発

利用技術の研究

(ア ナ ロ グ方 式)

灘 元年2月

1

1>

〔ディジタル方式)
〉Hl

(実験等の実施)
く シ

〈 ケ

実用化
← 一噛・

(注)フ ァクシ ミリ放送とは,写 真など階調のある画燥や文字情報をテレビ電波の

すき間に重畳して放送し,受 信端末の記録紙にプリン トさせるか,あ るいは高

精細度のディスプレイに表示させるシステムである。
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{7)ク リア ビジ ョン:EDTV(高 画質化 テ レビ)

資料7-23EDTVの 技術動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

1

最

テレビジョン放送
画質改善協議会

電 気通信 技術

審 議 会

普及促進策の検討

放 送技術開 発
協 議 会

第二世代EDTV
の 検 討

」

《

《
1

'i

迄 》

{

一部答申

シ

第一世 代EDTV

茎用化

ラ

《
電通技審

(注)ク リアビジコンとは,現 行のテレビジ.ン 方式 との両立性を確保 しつつ,

近 のディジタルTVと 画像処理の技術にゴース ト除去を加え,高 画質化を図る

テレビジョン方式である。

{8)FM多 重 放送

資料7-24FM多 重放送の技術動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

L固 定受信を行うF

M多 重放送システ

ムの技術的条件

2.文字信号等の伝送

方式の詳細(FM

文字多重放送)

3,移動受信が可能な

技術的条件

噛 一 一 一 畠 騨

技審

く

電通技審
ラ 〉 一部答申

く電
通

〈

電通技審
噂 ●.o

(注)FM多 重放送は,FM放 送 の電波にもう一つの独立した音声信号,文 字信号

等を多重して放送するものである。
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⑨ 放送衛星に よるテ レビジ ョン放送 の有料方式

資料7-25放 送衛星によるテレビジョン放送の有料方式の技術動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

電気通信技術
審 議 会 審 議

省 令 化 等

実 用 化

63年11月 答 申

,

《
平成2年

く シ

〈

(注)有 料方式は,放 送視聴者が,特 定の放送番組の視聴を希望し,放 送事業者 と

対価的契約を結ぶことによって放送サービスを受ける方式であり,衛 星放送に

適用が考えられている。

⑩ 放送衛星に よるデータ伝送

資料7-26放 送衛星によるデータ伝送の技術動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

電気通信技術
審 議 会 審 議

《

62年度末答申
シ

(注)我 が国の衛星テ レビジョン放送の方式においては,音 声を副搬送波方式のデ

ィジタルチャンネルで伝送 し てい る。このディジタルチャンネル(伝 送容量

2,048kb/s)で は テレピジ。ン音声以外にデータも伝送できる能力を有してお

り,こ の伝送容量上の余地を利用して,他 の用途のサービスに適用することが

技術的に可能となっている。
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側 ハイ ビジ ョン

資料7-27ハ イビジョンの技術動向

年 度

区 別
56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

電気通信技術
審 議 会 審 議

省 令 化

実 用 化

守平成元年度末答申

H

く
平成2年

く

(注)ハ イビジ旨ンは,現 行のテレビジョン放送に比べて,は るかにきめが細かく

鮮明で,し かもワイ ドな画面により迫力と臨場感にあふれた画面が得 られるテ

レビジョン放送である。

資料7-28現 行テレビジョン方式とハイビジョンのスタジオ規格の比較

ハ イ ビジ 。 ソ規 格 案

(現 行テレビジョン)日本提案規格
(ヨ ー ロツ!く提 案 規 格)

走 査 線 数 1,125本 1,250本 525本

ア ス ペ ク ト(横 縦)比 16:9 16:9 4:3

イ ン タ レ ー ス 2:1 2:k

ブ イ ー ル ド 周 波 数 60Hz 50Hz 60Hz
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㈱VLBIに よる高精度測位技術動 向

資料7-29V正B1に よる高精度測位技術動向

項 目
概 要

昭和63年 度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

国際共 同実 験

国 内 実 験

コロケーション

技 術 開 発

・日米共同VLBI実 験第5年 度

実施

・日中 ・日豪共同実験の継続

・西太平洋VLBI計 画 の推進

34m大 口経アンテナの運用

開始

離島アンテナ設置に向けた

準備

・国土地理院 との共同実験の継

続

・国立天文台地球回転観測への

協力

・宇宙研,極 地研VLBI計 画 へ

の協力

・SLR,GPS技 術 との相互比

較の開始

・VLBI技 術 の時刻比較への応

用の検討

・次世代K-4型VLBIシ ステ

ムの開発

・ソフトウェアの高精度化,デ

ータベースの整備

・第2次 日米5か 年計画の推進

・日中 ・日豪共同実験の継続

・西太平洋VLBI実 験 の開始

・国土地理院対父島実験協力

・国立天文台スペースVLBIへ

の協力

・国立天文台地球回転観測への

協力

・コロケーションデータベース

の整備開始

・VLBI技 術の時間応用研究の

推進

gK-4VLBIシ ステムの開発

継続

・データベースの整備
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α3電 波音波共用大気 隔測装置(RASS)の 技 術動向

資料7-30電 波音波共用大気隔測装置(RASS)の 技術動向

概 要

昭和63鰻 の研究動向1平 成元鞭 以降の研究予定

開 発 研 究

MUレ ーダ利用

RASSの 実 験

(共同研究)

・RASSエ コーを有効に検出す

るための,三 次元モデルの数

値シュミレーションを実施

●気温測定精度改善の考察,解

析

・RASSエ コー強度の解析

・京都大学超高層電波研究セン

ターのMUレ ーダを利用 した

RASSを 使 った三次元シュミ

レーションの検証及び測定精

度改善のための実験を実施

・気温測定精度改善のための解

析,実 験の継続
・降雨時の気温高度分布を測定

する応用実験の開始

(注)RASS(RadioAcousticSoundingSystem):音 波 源 と ドッ ブ ラ レー ダで 構

成 した気 温 ・高 度 分 布 を 測定 す る装 置
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回 マイ クロ波 リモー トセンシングの技術動 向

資料7-31マ イクロ波リモー トセンシンゲの技術動向

項 目
概 要

昭和63年度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

国 際 実 験

国内研究開発

検 証 実 験

観 測 実 験

・航空機搭載 マイクロ散乱計/

放射計による降雨観測に関す

るNASAと の共同実験研究

・小型,高 性能な航空機搭載側

方監視 レーダ(SLAR)の 開発

●合成開ロレーダ等センサの試

作試験(NASDA)

●海洋観測衛星(MOS-1)搭

載 マイクロ波放射計(MSR)

のNASDAと の共同検証実験

・多周波FM-CWレ ーダにょ

る稲作,雪,氷 等のマイクロ

波散乱特性の観測実験とデー

タ処理

・地上 リンクを用いた降雨量と

マイクロ波減衰の測定実験

・NASAと の共同実験研 究の

継続

・SLARを 用 いた海洋油汚染及

び降雨の観測実験

・継続

・継 続

・継 続
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㈲ レーザ リモー トセ ンシン グの技術動 向

資料7-32レ ーザリモー トセンシングの技術動向

項 目
概 要

昭和63年 度の研究動向 平成元年度以降の研究予定

レーザ ヘ テ ロ ダイ ン

ラジ オ メ ー タ ー

コ ヒー レン トライ ダ

ー

航空機搭載CO2ラ

イ ダー

宇宙光通信地上セン

ターを利用するリモ

ー トセンシング

・航空機搭載 レーザヘテロダ

インラジオメーターの開発

と飛行機試験

・コヒーレントライダー用送 、

信 レーザ部の開発

・都市部エア目ゾルの散乱係

数分布の測定飛行実験

・1.5m望 遠鏡 シス テ ム及び

付属装置の調整

●航空機搭載 レーザヘテロダ

インラジオメーターによる

成層圏微量成分の測定

・コヒーレントライダーによ

る大気の風向 ・風速測定の

予備実験

・地球規模エアロゾル測定計

画(NASA/GLOBE)と
1

の国際共同観測

・付属装置を利用する天体観

測

●惑星観測用 レーザヘテロダ

インラジオメーターの研究

(注)CLOBE:NASAが 進 めて い る地 球規 模 で の大 気 中 エ ア ロゾル 散 舌L係数 の測

定 。

宇 宙 か らの 大 気 観測 用 ライ ダ ーの 基 礎 デ ー タ取 得 を 目的 として い る。

(GlobalBacksatterExperiment)
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7-5有 線 伝送及び交換 技術

〔1}デ ィジタル伝送方式

ア デ ィジタル符号化方式

資料7-33符 号化方式等

方 式 扱う信号 概 要

PCM符 号 化

音 声 信号

音 声 信 号(電 話o.3～3.4kHz)を64kb/s

に変 換

ADPCM符 号 化
音声信号を冗長度圧縮技術を利用 し,32
kb/s以 下 または,64kb/s(高 品質音声)
に変換

フ レー ム内符合化

映 像 信号

本方式の適用により,約1/2に 圧縮

フ レ ー ム 間符 合 化
直接PCMで 符合化した場合(NTSCカ
ラーTV信 号で約100Mb/s)に 比較し,

約1/5に 圧縮

直 交 変 換 本方式の適用により,約1/5に 圧縮(コ
サイン変換の場合)

ベ ク トル 量 子 化 本方 式 の適 用 に よ り,約1/10に 圧縮

コ マ 落 と し 本方 式 の適 用 に よ り,約1/2～1/6に 圧 縮

(用 途 に よ り異 な る)

可 変 長 符 号 化
ランレングス符号化

本方式の適用により,約3/5に 圧縮

イ 多重変換方式

資料7-34多 重変換方式

装 置 概 要

スタッフ多重変換

デ ジ タル1次 群(1.5Mb/s)か ら2次 群(6.3Mb/s)2次

群 か ら3次 群(32Mb/s),3次 群 か ら4次 群(98Mb/s),

4次 群 か ら5次 群(397Mb/s)へ 多 重 化す る際 に適 用

同 期 多 重変 換

交換機やデータ端末等からのディジタル信号を複数対地に

設定された各種伝送路に効率的 ・経済的に収容する際に適

用
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ウ 中継伝送方式

資料7-35主 な中継伝送方式

方 式 名 使用ケーブルの種類 チ ャ ネ ル 数

DP-1.5M メ タ リ ッ ク ケ ー ブ ル 電 話 換 算24チ ャンネル

F-6M 光 フ ァイ バ ケー プル 〃96チ ャ ンネ ル

F-32M 光 フ7イ バ ケー ブル 〃480チ ャ ンネ ル

F-100M 光 フ ァイ バ ケ ー ブル
「

〃1,440チ ャ ン 不 ル

F-400M 光 フ ァイ バ ケ ー ブル 〃5,760チ ャ ン ネ ル

F-1.6G 光 フ ァイ バ ケ ー ブル 〃23,040チ ャ ン ネ ル

FS-400M 海 底 光 フ ァイ バ ケー ブル 〃5,760チ ャ ン ネ ル

工 加入者線伝送方式

資料7-36デ ィジタル加入者線伝送方式の種類

方 式 ケーブルの種類 概 要

2線時分割伝送
方式

メタ リ ッ クケー ブル

2線 メ タ リッ クケ ー ブ ルを 使 用 した

信 号 速 度144kb/s(伝 送 速 度192kb/
s)の デ ィジ タル双 方 向伝 送 方 式

(1イ ンタ フ ェー ス64kb/s×2十16
kb/s)

加入者線ディジ
タル多重伝送方

式

光 フ ァイ バ ケ ー ブ ル
メタ リッ クケ ー ブ ル

信号速度144kb/sの ディジタル加入
者線を最大60回 線多重化してデ ィジ
タル伝送を行 う方式

オ データ伝送方式

資料7-37デ ー タ伝送方式の種類

種 類 概 要

ディジタルデー
タ伝送方式 繍 微㍍ 蕗 難 鰹瓢 準 より・囎(1・544

高速ディジタル
伝送方式 欝 為 ゴタル回繍 こより・64kb/・ ～63Mb/・ のデー・伝
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② デ ィジタル交換

資料7-38デ ィジタル交換機の開発経緯

年 度 デ ィ ジ タ ル 交 換

S57 ディジタル中継交換機(D6Q形)

58
ディジタル加入者線交換機(D70形)

遠隔制御交換装置

63 1イ ン タ フ ェー ス加 入者 線 モ ジ ュー ル(ISDN加 入者 の収 容)

7-6デ ー タ通信 システム

㈲ データ交換

資料7-39デ ー タ交換の開発経緯

年 度 DDX回 線 交 換 DDXパ ケ ッ ト 交 換

S57 国際パケット交換接続

58 改良形集線多重化装置

60

改良形回線交換機

多目的集線多重化装置

加入電信網の統合

電 話 一 パ ケ ッ ト網 間 接 続

80年 版X.25

61

改 良形 パ ケ ッ ト交 換 機(D51形)

μ ン グパ ケ ッ ト

63 DDX網 監視システム DDX網 監視システム
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② 情報処理技術

ア ハー ドウ幽ア

資料7-40デ ータ通信システムのハー ドウェア技術の動向

項 目
概 要

昭和63年度・で・技術動向1平 成元鞭 以降の研究課題

本 体 系 装 置 ・シ ン グル プ ロセ ッサ に よる 処

理 技 術

1～10MIPS:MIPS=Mega

InstructionPerSecond

・設 備 の 二 重化 に よ る信 頼 性 向

上 技 術

DUPLEX:障 害 時 切 替 運 転

DUAL:並 列 運転

・マルチプロセ ッサによる超高

速処理技術

100MIPS以 上

・多重構成による高信頼性技術

相互監視運転

多数決による超高信頼性運転

通信制御装置 ・本体系介在型

データの送受信制御はすべて

本体で行い,回 線 との接続の

みを通信制御装置で行 う技術

・機能独立型

本体からの命令に従って,デ

ータの送受信制御,回 線との

接続を行い,結 果だけを本体

に通知する技術

・自己判断型

データの送受信制御,回 線と

の接続はもちろんのこと,結

果を判断し,デ ータ再送など

の処理を行 う技術

・ISDN対 応超高速型

ISDNへ 対応 させ る よ うに

64kb/s～1.5Mb/sの 高速回

線に対応する技術

周 辺 装 置 。MT(磁 気 テ ー プ)

・磁 気 デ ィス ク

lGB以 下(IGB=10億 バ イ

ト)

・光ディスクによる高密度補助

記憶技術

数GB～ 数10GB
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イ ソ フ ト ウ 占 ア

資 料7-41デ ー タ通 信 シ ス テ ム の ソ7ト ウ ェア 技 術 の動 向

項 目
概 要

昭和63年 度 までの技術動向 平成元年度以降の研究課題

ソフ トウェアの

作成及び維持管

理の効率化

・ア セ ン ブ ラに よる ソ フ トウ ヱ

ア作 成 技 術

・Cな どの高 級 言 語 に よる ソフ

トウ ェア作 成 技 術

●SDL(CCITTSpecification

andDescriptionLanguage)

や,CHILL(CCITTHigh

LevelLanguage)な どの交 換

機専 用 記 述 言 語 に よる プ ログ

ラム作 成 技 術

ネ ッ トワ ー ク ・

ア ー キ テ ク チ ャ

・無手順によるデータ伝送技術

・BSCな どに よるデータ伝送

技術

誤 り訂正機能を含んだ半二重

型伝送方式

・パケットによるデータ伝送技

術

・OSIに 準拠 した 高 度 デ ー タ伝

送 技 術

OSI:OpenSyste皿sInter-

connection

国際 標 準 化機 構(ISO)及 び

CCITTに ょ り標 準 化 され つ

つ あ る異 機 種 間 の通 信 方 式 で

あ る開 放 型 シ ステ ム間相 互 接

続 方 式

・ISDN対 応 デ ー タ伝 送 技術

ウ 機 密 保 護

資料7-42デ ータ通信システムの機密保護技術の動向

項 目
概 要

昭和63年 度までの技術動向 平成元年度以降の研究課題

暗 号 化 技 術 ・秘密鍵によるデータ暗号化技

術

・公開鍵によるデータ暗号化技

術

・周波数拡散による音声暗号化

技術

・暗号化装置の小型化(1チ ッ

プ化),低 価格化

・ICカ ー ドなどを利用した高

度暗号化技術

・暗号鍵を利用 したディジタル

署名技術

個人認証技術 ・パ ス ワー ドに よ る認 証 技 術 ・指紋,網 膜など個人の特微を

利用 した認証技術
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(3)デ ー タ宅 内装置

資料7-43デ ータ宅内装置技術の動向

項 目
概 要

昭和63年度・での技緻 向1平 成元簸 以降の研究課題

文字認識装置 ●キーボー ドによる文字認識技

術

・手書き文字による1文 字解析

技術

・手書き文字による自然文章解

析技術

図形入出力装置 ・イ メー ジ スキ ャナ に よる図 形

入力 技 術

・CRTに よる 図形 表 示 技 術

600×400ド ッ ト程 度

・ビデオスキャナによる自然画

入力技術

・超高密度CRTに よる図形表

示技術

2,000×2,000ド ッ ト程度

・大形液晶ディスプレイの開発

音声入出力装置 ・IC録 音技術

・単語合成出力技術

・特定話者に対する音声認識技

術

・自然音声出力技術

・不特定話者に対する自然言語

理解技術

7-7各 種 通信技術

(1)フ ァ クシ ミリ通信

資料7-447ア クシミリ通信技術の動向

区 別 概 要

フ
ァ

ク
シ

ミ

リ

通

信

G3端 末 ●CCITTに お け るECM(ErrorCorrectionMode)通 信

ミニテ レフ ァ ッ クスの 勧 告 に 準拠 した 機 種 の 開 発

・電 話 型 回線 が フ ァ クシ ミ リ伝送 の品 質 に 与 え る影 響 の 研 究

G4端 末 ・CCITTに おけるG4端 末特性 プロトコルの勧告に準拠し

た機種の開発

・ミクス トモー ドのための端末特性,カ ラー化に関する研究
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資料7-457ア クシミリ通信技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

51年10月 G2フ7ク シ ミ リ CCITT

54年10月 G2推 奨 通 信 方 式 郵 政 省

55年11月 G3フ7ク シ ミ リ CCITT

56年12月 G3推 奨 通 信 方 式 郵 政 省

59年10月 G4フ7ク シ ミ リ CCITT

60年3月 G4推 奨 通 信 方 式 郵 政 省

② ビデオテ ックス通 信

資料7-46ビ デオテックス通信技術の動向

区 別 【 概 要

ビデオテックス通信 ・低価格の普及型端末,業 務処理に適した一体型端末及び
パ ソコンと同等の表示文字能力がある高密度型端末等の

開発

・キャプテンの情報提供者等の裾野の拡大を狙った利用者

端末,パ ソコン及びファクシミリからの簡易情報入力の
開発

・文字,図 形はもとより,自 然画及び音声を含む変化に富
んだマルチメデ ξア情報を提供できるハイキャプテンの

開発

・機能拡充,性 能向上を図った1イ ンタフェース対応装置

の開発

資料7-47ビ デオテックス通信技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

59年10月 ビ デ オ テ ヅ ク ス 通 信 方 式 CCITT
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(3)テ レテ ックス通信

資料7-48テ レテックス通信技術の動向

区 別 概 要

テ レテ ッ クス通 信 ●テレテックス通信に加えテレックス通信機能を併せ持っ

た装置の開発

.CCITTに おける付加機能の研究

資料7-49テ レテックス通信技術の標準化の動向

＼ 区別
年度 ＼

標 準 化 項 目 備 考

55年Il月 テ レ テ ッ ク ス CCITT

58年11月 日本語テレテックス装置推奨通信方

式

郵 政 省

59年10月 ミ クス トモ ー ドを 含む テ レテ ッ ク ス CCITT

60年3月 目本語テレテックス装置(ミ クス ト

モー ドを含む)推 奨通信方式

郵 政 省

(4)テ レライテ ィン グ

資料7-50テ レライティング技術の動向

区 別 概 要

テ レ ライ テ ィ ン グ ・描画情報を記憶できるメール用テレライティング装置の

開発

;入 出カー体型テレライテ ィング装置の開発

・フ7ク シミリとの共用を図ったテレライティング装置の

開発
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資料7-51テ レライティンヴ技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

63年ll月 テ レ ラ イ テ ィ ン グ 端 末 装 置 CCITT

㈲ 電子 メール通信

資料7-52電 子 メール通信技術の動向

年 度

項 目
昭54 55 56 57 58 59 60 61i62

:

63 平1

国 際 標 準 化

(MHS)

非公
検討
式 正 式 検 討

…
機能追加

△

勧告
△

勧告

郵政省推奨方式
JUST-MHS

蒜

相互接続実験 ,㌔ 、㌔

資料7-53電 子 メール通信技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

59年10月 MHS CCITT

62年11月 電子 メール通信に関する推奨通信方式 郵 政 省

63年9月 MOTIS国 際標準案 ISO

63年11月 MHS(OSI準 拠) CCITT

MHS:メ ッセ ー ジ通 信 シ ス テ ム(MessageHandlingSystem)

MOTIS:メ ッ セ ー ジ指 向 型 テ キ ス ト交 換 シ ス テ ム(MessageOrientedTextIn・

terchangeSystem)
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(6)パ ー ソナル ・コン ピュータ通信の開発

資料7-54パ ーソナル ・コンピュータ通信技術の動向

年 度

項 目
昭54 55 56 57

』

58 59 60 61 62 63 平1

郵政省推奨方式

JUST-PC

一

△

告示

相互接続実験 ,㌔ 、㌔

資料7-55パ ー ソナル ・コンピュータ通信技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

59年12月 パ ーソナル ・コンピュータ通信装置推奨

通信方式

郵 政 省

63年11月 ComputerizedCommunicationTermi-

nals(CCTs)

CCITT

(7}画 像 応答 システム(VRS)

資料7-56画 像応答システム技術の動向

区 別 概 要

画燥応答システム

(VRS)

・サ ービス機能を充実させるための各種ファイル装置(光

ディスク動画ファイル装置,S-VHS動 画 ファイル装

置)の 開発
■

(8)テ レ ビ電話

資料7-57テ レビ電話技術の動向
一

区 別 概 要

テ レ ビ 電 話 ・電話網を利用した静止画テレビ電話装置の開発

・ISDNを 利用した動画と音声を伝送するテレビ電話の研

究
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資料7-58テ レビ電話技術の標準化の動向

区 別

年 『度
標 準 化 項 目 備 考

63年6『 月 アナログ電話帯域静止画映像通信方式 TTC

⑨ テ レビ会議

資料7-59テ レビ会議技術の動向

区 別 概 要

テ レ ビ 会 議 ・テ レビ信号を経済的に伝送するための64～384kb/s対 応符

号化装置の開発
一

●1イ ンタブェース,高 速ディジタル伝送サービスを利用 し

たテレビ会議装置の開発

・静止画像を用いた遠隔地の監視を効率的に行 う電話回線用

の静止画像通信装置の開発

資料7-60テ レビ会議技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

63年11月
テ レビ会議のためのCODEC

(符号化方式)
CCITT

63年11月 高品質音声符号化 CCITT

一

一
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⑩ デ ィレク トリシステム

資料7-61デ ィレクトリシステム技術の動向

区 別i概 要

デ ィ レク ト リ 技 術 内容 ・通信に関わる情報案内サービス

・通信の対象(人 ・端末 ・プログラム)に 関わる

各種の属性(ア ドレス・プロトコル種別等)を

蓄積管理 ・検索利用

標準化動向 ・63年 度 標 準 化 完 了

CCITTX.500シ リー ズ

TTCJT-X500・JT-X520

・機 能拡 充 検 討 中

拡 充 項 目 ・情報へのアクセス権の規範制定

・情報多重保持技術の確立

・検索機能の拡充

実用化動向 ・個別(非 標準)に は実現済み(仏Teletel等)

・機能標準作成の動き(米NIST等)

資料7-62デ ィレク トリシステム技術の標準化の動向

区 別

年 度
標 準 化 項 目 備 考

63年10月 デ ィレ ク トリモ デル ・サ ー ビス ・プ ロ ト

コル国 際 標 準 案

ISO

63年Il月 デ ィ レ ク ト リ ・サ ー ビ ス

デ ィ レ ク ト リ ・プ ロ トコ ル

CCITT

63年11月 デ ィ レ ク トリ基 本 アー キ テ クチ ャ

デ ィレ ク トリの オ ブ ジ ェ ク トク ラス と属

性

ITTC
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qDホ ー ムパスシステム

資料7-63ホ ームバスシステムの標準化動向

標準化の範囲 575859606162631

年 度..,.....

基
本
規
格

OSI参 照

モデルにお

ける第1階

層 か ら 第

3階 層まで

H最
B終
S報
標 告

葉 碁 弩
SS
規 規
格 格
発 制
表 定

郵政省・家庭における情報
化に関する調査研究会

H
B
S
標
準
案

k

電波技術協会/
日本電子機械工業会
(合同HBS規 格委員会)

1躰 電子撚 工業会>
v

応
用
規
格

OSI参 照

モデルにお

ける第7階

層

報
告書

昊蘭蓮瀟 論 ・サー・1騰 械工業会 〉
(コマン ドの コー ド割当等)

規
格
制ハ ウスキー ピングサー ビス
定

陶 囎 竺 ・割・等・1・ 本電機工業会 〉

(IEC規 格 化)

オー デ ィオ ・ビ デ オ ・コ ン

碁ユータサービスの応用規1・ 柵 機械・業会〉
(コマ ン ドの コー ド割当等)

HBS:ホ ームバスシステム

IEC:国 際電気標準会議
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資料7-64ホ ームバスシステムの標準化体制とその分担

サービス分野

規格の階暦

コ ミュ ニ ケー シ

ョンサ ー ビス 関

連 分 野

ハ ウ ス キ ー ピ ン

グサ ー ビス関 連

分 野

オ ーデ ィオ ・ビ

デ ィ オ ・コ ン ピ

ュー タサ ー ビス

関連 分 野

基 本 規 格 電波技術協会/日 本電子機械工業会
(ホームバスシステム合同規格委員会)

応 用 規 格 通信機械工業会 日本電機工業会
日本電子機械工
業会

働 電話サ ービスの多様化技術

・資料7-65電 話サービスの多様化技術の動向

年度r脳 ・・の多様化1電 話 機 の多 様 化

S59 公衆利用形自動車電話サービス 国際自即磁気カード公衆電話

福祉用改良形電話機

文書通信端末

S60 三 者 通 話 サ ー ビス ー 』

電 話 一 パ ケ ッ ト網 間接 続

フ リー ダイ ヤ ル サ ー ビス

電 話 会 議 サ ー ビス

ダイ ヤ ルイ ンサ ー ビス

コ ー ド レ ス 電 話 機'`　 '-T

セ キ ュ リテ ィ機 能 付 ホ ー ム テ レ ホ ン
1

留守番電話
7

描画通信端末

マルチメデ ィア通信端末

新形 ピンク電話機

S61 航空機電話サービス

自動 クレジット通話サービス

伝言 ダイヤルサービス

航空機公衆電話機

ドアホン付電話機

S62 高度でんわばんサービス コー ドレス電話機の開放

電車用カード式電話機

S63レ ブトー・鮪 サービ・ 隠 止画・・ビ臨 機

資料7-661SDNサ ー ビスの動向
'一 一 一 一

年劇 ・SDNサ ー ビ ・ の 動 向

S59 INSモ デルシステム実験開始(三 鷹地区等)

S611広 域実験(鯨 ・名古屋・版 筑波)

S6311SDN基 本 ・ ・ タ ・ ・一 ス 回線 交 換 サ ー ビ・(IN・ ネ …4)
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年度 ISDNサ ー ビ ス の 動 向

H1 ISDN基 本 イ ンタ フ ェ ー スパ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス(INSネ ッ ト64)

ISDN1次 群 イ ン タ フ ェ ース 回線 交 換 サ ー ビス(INSネ ッ ト1500)

㈲ 通信網の安全 ・信頼性向上技術

資料7-67通 信網の安全 ・信頼性向上技術の動向

67年 度
主な技術項 目

56 57 58 59 60 61 62 63 平成元年度以降

,

・・パスワー ドによるアクセスコントロール技術

。冗長構成によるバ ックア ップ技術

免通儒データの暗号化技術

・オペレーティングシステムやデータファイルの保蔑技術

・ネ ットワークの総合管理技術

・ICカ ー ド等によるアクセスコン トロール技術

・指紋 ・網 膜などによる個人認証技術

戸}P『

一一一一基礎研究 一 開発及び実用化

個 通信用電源の技術開発
一一　 「

資料7-68通 信用電源の技術開発の動向

年度
ディジタル化
への対応

省資源 ・省エ
ネルギー対策

商用電源以外
による装置の
開発

災害防災対策 保守作業の効率化対策

S56
可搬形ガスタ
ービン発電装

置

小型シール鉛
蓄電池

75

一

D60形 パ ヅケ
ー ジ

コ ンパ ー タ

電力遠隔集中
監視システム

58

D70形 パ ッケ
ー ジ

コンバ ー タ

ダリウス形風

力発電装置

59
ブースタ式直
流供給方式

デマンド制御
装置

診断機能付小
容量ディーゼ
ル発電装置

60
高周波スイッ
チング整流器

蓄電池式容量
試験装置
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61

モ ー ル ド形 ト

ラン ス
診断機能付デ
イーゼル発電
装置
中容量鉛シー
ル蓄電池

62 ケー ブル 保 護

用 ヒ ュー ズ

63 分散給電方式

㈲ 通信用土木

資料7-69通 信用土木の技術開発の動向

年 度区 別 56 57 58 59' 60 61 62 63 64以 降

管路関連技術

● レジンハン ドボール ●掘削溝に入らない管路建設技術

●とAB融 の軸 訓
巳

●非開削管路建設技術

ll(工 門スモール等)
●非開削管路診断・補修技術

1

●地下埋設物位置探知装置

●非開削管路撤去
更改繭

とう道関連技術

● とう道管理 システム
IlI
● とう道～管路連結 技術

ケープルの敷設 ・

修理 技術

●GI型 光ファイバ ケ』フル 布設・修理技術
圏r,■

●SM型 光 ファイバケーフル布 設・修 理技術

●難燃

幽 臨5

●GI型加入者光ファイバケーブル布設・修理技術
.7,

ケーブィレ布設 修理技術

●簡易建柱機(電柱)
1

●SM型 加入者光ケープル布設・

1修 理摘
●メタリックケーブルの無瞬断

1切 替接徹 術
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㈲ 電波予報 ・警報の技術動 向

資料7-70電 波予報 ・警報の技術動向

項 目
概 要

昭和63犠 の研究動向1平 成元鞭 以陶 研究予定

太陽 ・地磁気観測

電離層観測

国内 ・外の観測デー

タの収集

予報 ・警報の発令

観測資料の公表

・平磯支所において
,太 陽電

波スペクトル観測を開始

・固定4周 波,光 領域の太陽

観測と地磁気観測を実施

・平磯支所において,短 波伝

搬状況の自動監視システム

の運用を開始

・国内5電 波観測所(稚 内,

秋 田,小 金井,山 川,沖縄)

と南極昭和基地において,

電離層定常観測を実施 し,

6月 よりイオノグラム自動

処理を開始した。

・IUWDSの 情報網により,

太 陽 ・地球観測データを収

集

・データ収集用のネヅトワー

クコンピュータを設置

・短波伝搬状況及び電波掩乱

予報を電話サービスで速報

・太陽 ・地磁気擾乱に関する

世界日予報をIUWDSの

情報網で速報

・太陽観測データと電離層観

測データを太陽地球間物理

研究に資するため,電 離層

月報として毎月公表

・地磁気観観測データのディ

ジタル化,処 理システムの

開発

・従来通 り実施

・収集データの自動処理 シス

テムの開発

・従来通 り実施

・従来通 り実施
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qの 周波数,時 刻及び時間間隔の標準の技術動向

資料7-71周 波数,時 刻及び時間間隔の標準の技術動向
一

項 目
概 要

昭和63年度・研究動向1平 成元鞭 購 の研究予定

原子周波数標準の研

究

精密周波数・時刻比

較の研究

周波数・時刻標準の

供給及び利用法の研

究

・セシウムー次周波数標準の

高精度化のための光励起方

式の予備実験の実施

・次世代標準器開発に向けた

イオン蓄績技術め研究の開

始

・水素メーザの超小型化の実

験を実施

・インテルサ ット通信系によ

る双方向時刻比較施設の整

備(ナ ノ秒時刻比較)

・時刻比較高精度化のための

電離層全電子数測定系の整

備(2周 波GPS受 信機)

・日韓精密時刻比較実験の実

施(GMS及 びGPS衛 星)

・時刻コー ドの長波標準電波

による試験発射

。電話回線による周波数情報

の供給実験の開始

・光励起方式による高確度セ

シウムー次周波数標準の開

発

・レーザ技術等を取 り入れた

イオン蓄積型高精度一次周

波数標準の研究

・超小型水素メーザの高性能

化の研究開発

・インテルサ ヅト通信系によ

る双方向時刻比較予備実験

の実施

・2周 波GPS受 信法による

電離層全電子数測定実験

・衛星 レーザ測距システムに

よる光時刻比較方式の検討

・時刻情報の供給と確度の調

査

・衛星(BS,GMS)に よる周

波数 ・時刻の供給の検討
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7-8基 準 認証制度等

(1)高 周 波利用設備

資料7-72用 途別高周波利用設備許可件数(累 計)の 推移

年度末
区 別

58 59 60 61 62

通信用
設 備

電力線搬送設備 15,470 15,698 16,279 17,179 17,671

誘導式通信設備 662 668 679 691 703

小 計 16,132 16,366 16.958- 17,870 18,374

一

医 療 用 設 備 13,074 13,306 13,492 i3,649 13,767

工 業 用 加 熱 設 備 36,459 37,189 37,926 38,379 38,987

各 種 設 備 96,797 102,654 lO6,136 IO7,750 106,652

合 計 162,462 169,515 174,512 177,648 177,780

(注)許 可の対象となる高周波利用設備は,10kHz以 上 の周波数を使用する通信設

備(郵 政省令で定めるものを除 く)及 びISM設 備(産 業用,科 学用,医 療用,

家庭用その他これと類似の用途に利用する通信設備以外の設備で,高 周波出力

が50Wを 超 えるもの)で ある。
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資料7-73高 周波利用設備の機種別型式指定 ・確認件数(累 計)

年 度[5815gl・ 。161162

搬送式インターホン 58 68 78 78 81

電 子 レ ン ジ (572) (638) 6(692) 126(6,2) 255(692)

電磁誘導加熱式調理器 26 77 95 112 130

超音波洗浄機,超 音波 ウェ
ルダー及び超音波加工機 14 59 90 127 正60

一般搬送式ディジタル伝送

装置 0 0 0 o 68

特別搬送式デ ィジタル伝送
装置 0 0 0 0 10

合 計98(572)1・ ・4(638)1269(692)1443(692)1・ 。・(692)

(注)()内 の数字は旧制度における電子レンジの型式指定の件数

② 無線設備の較正性能試験

資料7-74無 線設備の較正 ・性能試験の処理件数

(累計)

区 別159年 劇 ・。年劇61年 劇 ・2年劇63鰻

較 正 227 264 316 385 519

性 能 試 験 185 187 191 194 208

(注)部 内のものを除く。
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(3)技 術 基準適合認定

資料7-75端 末機器技術基準等適合認定状況

(累計)

分 類}・ ・籟161鞭62鞭163年12月 末

技術基準適合認定 852 2,071 3,339 4,332

電 話 機 291 658 1,080 1,373

構 内 電 話 機 45 100 159 221

ボ タ ン 電 話 機 136 291 423 534

そ の 他 の 機 器 380 1,022 1,677 2,204

技術的条件適合認定 299 796 i,302 1,704

専 用 回 線 端 末 139 371 6Q9 744

フ ァ クシ ミ リ通 信 端 末 2 2 2 2

回 線 交 換 端 末* 104 287 501 693

加 入 電 信 端 末 23 62 83 85

テ レ ビ 会 議 端 末 0 4 5 5

自 動 車 電 話 端 末 7 19 41 57

船 舶 電 話 端 末 4 6 6 9

空港無線電 話端 末 5 7 7 7

ISDN o 0 0 38

そ の 他 15 38 48 64

総 計11,1511・867引 ・411・ ・36

*パ ヶ ッ ト交 換端 末 を 含 む 。
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(4)技 術 基準適合証 明

資料7-76技 術基準適合証明の証明数

(累計)

区 別
試験申請合格台数

書面申請
合格件数

59年度1・・年度61鞭162年 度111焦
63年

12月 末

沿 岸 無 線 電 話 5,723 6,423 6,573 6,573 7,973 0

一

航 空 機 無 線 電 話 O 35 88 127 127 0

自 動 車 電 話 44,642 76,583 113,978 136,958 167,562 17

MCA陸 上移動局用送受
信機

63,348 92,202 130,483 180,844 189,748 13

地域防災用無線機器 0 0 0 0 26 0

港 湾 無 線 電 話 o 0 0 o 730 0

単 測波 帯 送 受 信 機 93 113 135 162 162 0

デ ィジ タル 無線 機 器 o 0 6 29 80 7

FM送 受 信 機 31,191 42,579 55,032 67,683 73,847 0

無 線 標 定 361 867 1,528 1,761 1,865 0

市 民 ラ ジ オ 279,431 346,860 432,675 485,641 500,926 9

パ ー ソ ナ ル 無 線 1.397ρ83 1,528,487 1,585,646 1,644,978 1,663,241 4

50GHz簡 易 無 線 443 785 1,007 1,286 1,492 0

コ ー ド レ ス 電 話 19,800 65,202 66,122 151,589 179,437 72

構 内 無 線 機 器 o 0 1,143 7,649 15,147 o

合 計 1,842,115 2,160,136 2,394,416 2,685,280 2.802β63 122
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⑤ 無線機器の型式検定

資料7-77無 線機器の型式検定合格機器の件数

(累計)

区 分1防 脚 年帥 年嘩 鞭/霧

義務検定機器 周波数測定装i置 236 237 237 239 243

緊急自動受信機 46 47 48 48 48

船舶救命用無線機器 28 28 33 33 34

航空機用無線機器 26 26 26 26 26

無線方位測定機 131 132 132 133 133

船 舶 用 レー ダー 209 239 273 323 422

任意検定機器
気象援助用無線機器 167 167 168 169 170

ミニサテライ ト局用送信装置 5 5 5 5 5

公 共 用 トラ ンシ ー バ ー 7 7 7 7 8

航空機無線電話 0 1 1 1 1

自動車電話 0 0 0 i4 24

MCA陸 上移動局用送受信機 34 46 50 76 88

地域防災用無線機器 0 o 0 0 2

沿岸無線電話 0 0 0 2 4

港湾無線電話 0 0 0 O 2

簡易無線 1,150 1,177 1,205 1,229 1,259

レー ダー トラン ス ポ ン ダ 0 o 0 o 0

遭難自動通報設備 54 54 55 57 58

ラジ オ ・ブ イの機 器 166 175 181 185 188

単側波帯送受信機 495 498 504 508508

FM送 受信機 2,196 2,255 2,313 2,3942,459

合 計 鉢 邸 脚畔 鋭
(注)船 舶用 レーダーには,義 務検定に該当するものと任意検定に該当するものと

がある。
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8国 際 機 関 及 び 国際 協 力

8-1国 際 機 関

(1)万 国郵便連合(UPU)

ア 組 織

資料8-1UPUの 構成

(1989年3月 末現在)

匝コ・騰 関
※印は選挙される職にある者

大会議(総 会)

全加盟国(170)の全権代表で

構成される最高の意思決定機
関,UPU諸 条約の改正,執 行

理事会及び郵便研究諮問理事

会の理事国等の選挙(原 則と

して5年 ごと)

執行理事会(CE)

大会議から大会議までの聞に

おけるUPU事 業の継続を確

保するための機関(40か 国,

年1回)

郵便研究諮問理事会(CCEP)

郵便に関する技術上,業務上,

経済上及び技術協力上の諸問

題の研究機関(35か 風 年1

回)

国際事務局

練 事務局長,※ 次長)
.

加盟国郵政庁のための

迎絡,通 報及び踏問の

機関

一

委 員 会

(10)

委 員 会

(7)

(注)郵 便業務の効果的運営によって諸国民間の通信連絡を推進し,国 際協力の増

進に寄与することを目的とする国際連合の専門機関である。1874年 に 設 立 さ

れ,我 が国は,1877年 に加盟 した。

一 一
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イ 活 動 状 況

資料8-2UPUの 活動状況

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

執行理事会年次
会合

1988

4.19～5.4

ベ ル ン

(ス イ ス)

1989年 連合予算の決定,国 際郵便

規則の改正,技 術協力活動の実施
状況その他大会議から付託された
研究の進ちょく状況の報告

郵便研究諮問理
事会年次会合

1988

10。17～28

ベ ル ン

(ス イ ス)

大会議から付託された研究の総ま
とめ,1989年 か ら1994年 までの5

年間における作業計画案の審議,国際
ビジネス郵便シンポジウムの

実施

(2)ア ジ ア=太 平洋郵便連合(APPU)

資料8-3APPUの 構成

(1989年3月 末現在)

大会議(総 会)
全加盟国(21.)の 全権代表
で構成される最商の意思決定

機関(UPU大 会議後2年 以
内5年 ごとに開催)

1〔===コ レま鍛 鞭
*印 は選挙される職 にある者

.

『

執行理事会
大会議から大会議 までの
間におけるAPPU事 業
の継続 を図るための機関

(21か 国、年1回)・

中 央 事 務 局
(*事 務局長、*次 長)

加盟国郵政庁のための連絡、通報及び調
査の機関(現 在マニラに設置、職貝数5
名)

アジア吊太平洋郵便

研修センター運営理事会
センターの予算、活動等
の決定機関

(注)ア ジア ・太平洋地域内における郵便業務の改善及び協力関係の緊密化をその

目的 とし,1962年 に設立され,我 が国は,1968年 に加盟 した。

委 員 会

(3)

アジア昌太平洋郵便
研修センター

アジア ・太平洋域内各国
の中堅の郵政職貝の訓練

(バ ンコック)
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(3)国 際 電気 通信連合(ITU)

ア 組 織

資料8-41TUの 組織図
(1988年12月 末現在)

匡 コ・常瓢
巌印は選挙される役員

全権委員会議

全加盟国政府(166か 国)の 会

議で最高の意思決定機関。条

約改正,管 理理事会の理事国
,

の選出等

無線通信主管庁会識
(世界及び地域)

電信電話主管庁全議
(世界及閉地域)

管理理事会
41か国の代表で構成

.{毎年会合)

1

卒務総局

傑 事務総局長,疑 次長)

「

岡整委員会

事務総局長を補佐する機関。

事務総局長,次 長,IFRB議 長

及び副議長,CCIR,CCITTの

両委員長で構成

' 、

国際無線通信諮問

委員会(CCIR)

無線通信技術上の問題を研

究,勧告を作成儲 委員畏)

.

.

個 際周波数登録
委員全 αFRB).

周波数及び静止衛星位置の
割当ての記録,登 録等を行
う催 委員5名)

一

国際電信電話諮問

委員会(CCITT)

技術,運 用,料 金の問題を

研究,勧告を作成儲 委員長》

1
,

1

専門事務局 専門事務局

'

(注)

総 会

樋常4年ごとに開催)
専門 事 務局 給 会

価常4ギごとに閉催)

11

各種研究委員会の会合
一 プ ヲ ン 委 員 会

(世界及び地域)
■

各種研究委員会の会合
と

現在の理事国(41}

アルゼンティン,ブ ラジル,カ ナダ,コ ロンピア,米 国,メ キシコ,ベルー,

ヴェネズエラg酉 義 スペイン,フ ランス,イ タリア,英 国,ス ウェーデン,

スイス,東 独,ル ーマニア,ソ 漣,弗 一ゴースラヴィア,ア ルジェリア,ペ ナン

カメルーン,エ ジプト,エ ティオピア,ケ ニア,モ ロッコ,ナ イジェリア,セ ネガル,

タンザニァ,ザ ンピア,サ ウディ・アラビア,オ ーストラリア,中 国,イ ンド,

インドネシア,日 乳 クウェイト,レバノン,パ キスダン,フ ィリピン,ク イ

ITUは,国 際連合の専門機関の一つで,電 気通信の分野において広 く国際

的責任を有する政府間国際機関である。1865年 に万国電信連合として発足し,

我が国は,1879年 にこれに加盟した。本部は,ス イスのジュネーヴにある。
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イ 活 動 状 況

資料8-5管 理理事会,世 界無線通信主管庁会議(WARC),

世界電信電話主管庁会議(WATTC)の 活動状況

(63年度)

会 議 名 期 間 場 所 討i義 事 項 等

第43回管
理 理 事 会

1988

6.20～7.1

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

!989年 予算の決定。技術協力
に関する事項,IFRBの 長期

的将来に関する専門家 グループ
の報告,条 約の憲章化に関

する専門家グループ報告等の
審議

静止衛星軌道の
使用及びこの軌
道を使用する宇
宙業務の計画作
成に関する世界
無線通信主管庁
会議(
WARC-ORB-
88)

1988

8.29～10.6

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

アロッ トメント・プラン及び

その管理手続きの作成,放 送
衛星業務用のフィーダリンク
・プランの作成,衛 星通信用

周波数の使用手続きの簡略化等

世界電信電話主
管庁会議
(WATTC)

1988

11.28～12.9

メル ボ ル ン

(オ ー ス ト
ラ リア)

電信規則,電 話規則に代わる
国際電気通信規則の審議採択

第44回
管理理事会

1989

1.30～2.3

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

1990年 暫定予算の承認。技術

協力,IFRBの コンピュータ拡
大利用,会 議 ・会合計画,
職 員年金等全権委員会のため
の事前審議

資料8-6国 際無線通信諮問委員会(CCIR)の 活動状況

(63年度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

中 間 会 議

(Bブ ロ ッ ク)

1988

4.ll～5.13

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

SG1,SG5,SG6,SG7,SG8,

CMVに 関す る審 議

(注)そ の他,具 体的なテーマについて研究するIWP,JIWPが 適宜開催されて

いる。
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資料8-7国 際電信電話諮問委員会(CCITT)の 活動状況

(63年度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

SGI第3

回全体合会

1988

5.10～5.18

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

電信業務及びテレテックス,ビ
デオテックス,フ ァクシミリ等
の新規業務に関する定義及び運

用についての勧告案,来 研究会
期の課題等について検討

SGH第3
回全体会合

1988

2.15～2。23

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

電話の運用とサービス,ヒ ュー
マンファクター,番 号計画,網

管理等についての勧告案,来 研
究会期の課題等について検討

SG皿 第3

回全体会合
1988

5.30～6.7

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

国際電気通信全般にわたる一般料金
及び関係手続についての勧

告案,来 研究会期の課題等につ
いて検討

SGW第2
回全体会合

1988

3.14～3.18

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

回線保守,測 定器の仕様等に関
する勧告案,来 研究会期の課題
等にっいて検討

SGV第3

回全体会合
1988

5.2～5.6

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

通信施設の防護問題に関する勧
告案,来 研究委員会の課題等に
ついて検討

SGVI第3

回全体合会

1988

5.9～5.13

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

屋外設備全般についての仕様と保護
に関する勧告案,来 研究会

期の課題等について検討

SG～ 肛第5
回全体会合

1988

3.21～3.31

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

データ通信網関連の勧告案(X
シ リーズ),来 研究会期 の課題

等の検討

SG1皿 第3

回全体会合
1988

2.8～2.18

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

テレマテ ィックス ・サービスの

端末特性,プ ロトコルに関する勧
告案,来 研究会期の課題等に
ついて検討

SGIX第4

回全体会合

1988

2.8～2.12

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

電信交換,電 信伝送及び電信端
末に関する勧告案,来 研究会期
の課題等について検討

SGX第3

回全体会合

1988

3.21～3.30

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

電気通信に係わるソフトウェア
技術に関する勧告案,来 研究会
期の課題等について検討

SGXI第3
回全体会合

1988

5.16～5.27

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

ISDN及 び電話網を構成するた
めに必要な信号方式及び交換方

式に関する技術的勧告案,来 研
究会期の課題等について検討
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会 議 名 期 間 場 所 内 容

SGX∬ 第3

回全体会合
1988

2.1～2.4

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ディジタル電話機等の電気音響
測定法,伝 送特性,伝 送品質等
に関する勧告案,来 研究会期の

課題等について検討

SGXV第
3回 全体会

合

1988

4.11～4.21

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

各種有線伝送方式 ・装置とこれ
に用いる光ファイバー等の伝送
媒体か らなる伝送システムに関
する勧告案,来 研究会期の課題

等について検討

SGX粗 第
3回 全体会

合

1988

4.25～4.29

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

アナログ電話網を利用するデー
タ通信に関する各種設備に係る

勧告案,来 研究会期の課題等に
ついて検討

SGX粗 第
4回 全体会

合

1988

6.6～6.17

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

ISDNの 提供サービス,ユ ーザ

網インタフェース,網 機能等デ
ジタル伝送技術に 関 す る勧告
案,来 研究会期の課題等につい
て検討

第9回 総会
1988

11.14～ll.25

メル ボ ル ン

(オ ー ス ト
ラ リア)

1984～1988年 の間の各研究委員

会の活動成果として750の 勧告
を採択。
1989～1992年 の新研究会期の各

研究委員会の課題,組 織等につ
いて審議したほか,各 研究委員

会等の議長 ・副議長を選出
一



一384-8国 際機関及び国際協力

ウ 電気通信開発セ ンター

資料8-8電 気通信開発センターの組織等

1・凶 ザ・+・

'
・センターの基本政策 ・予算を決定し、その活動 を監督する。

世界各国からの21名の委貝によって構成される。

セ ンター 所長 ・次長

一 開 発 政 策 ユ6ッ ト ・電気通信政策及び経験に関する情報の収集を

行 う。

・開発途上国に対し、効率的電気通信システム電気通信開発ユニット
の設置及び運営に関するア ドバイスを行 う。

・計画の準備や特定のプロジェクトの仕様書の

準備、要貝計画と訓練、経営問題及び研究開

発等に対する支援を行う。

運 営 支 援 ユ ニ ッ ト

(注)1982年 のITUナ イ ロビ全権委員会議決議第20に 基づき設けられた 「電気通

信の世界的発展 のための独立国際委員会」(通称:メ イ トランド委員会)の 報

告を受けて1985年7月 の管理理事会で設置されたものである。
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〔4}国 際 電気通信衛星機構(INTELSAT)

ア 組 織

資料8-91NTELSATの 組織図

(1989年3月 末現在)

締約国総会全締約国(
115か 国)で 構成

されるインテルサットの主た
る機関。主権国としての締約

国に関係する事項,イ ンテル
サ ットの一般方針,長 期目標

等を審議。
(原則的に2年 に1回 開催)

署名当事者総会
インテルサ ットに出資 してそ
の運営に参画する国の政府,
またはその政府が指定する電
気通信事業体で構成される会

合で,イ ンテルサットの事業活動
に関す る年次報告 の審

査,理 事会への代表資格の決
定等。

(年1回 開催)

理 事会
インテルサッ ト宇宙部分の企

画,開 発,運 用等,イ ンテル
サ ットの運営に関する事項を

遂行する中心的な機関で,出資
率の大きさで選出される理事
と,出 資率に関係なく選出
される地域代表理事 とで構成
される。

(少なくとも年4回 開催)

[
事務局

インテルサットを法的に代表
する事務局長を長 として,理

事会の方針及び決定に従って業務
を管理,執 行する機関。

米国のワシントンD.C.に 所
在

(注)イ ンテルサ ットは,国 際公衆電気通信業務に必要な宇宙部分(衛 星及びその

管制等に必要な関連地上設備)を 世界のあらゆる地域に提供することを主たる

目的とした国際機関であり,1964年8月 に暫定的制度として発足し,1973年2

月に 「インテルサ ットに関する協定」が発効し,恒 久的制度 となっている。
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イ シス テム構成

資料8-10イ ンテルサット運用衛星の配置及び使用状況

(1988年12月 末現在)

区別 繊1大 西 洋1… 洋1太 平洋

衛 星 V-A号

(F-10)

V号

(F-4)

V号

(F-6)

V-A号

(F-12)

V号

(F-5)

V号

(F-3)

軌 道 位 置 西経
24.5度

西 経
34.5度

西経
18.5度

東経
60度

東経
63度

東経
174度

ア ン テ ナ 数 498 227 94

使 用 ユ 已 ッ ト数

.

62,482 22,848 20,465

(注)1.=一 ッ トとは,二 つの標準地球局間に4kHz相 当の電話双方向回線を設

定するために必要な衛星の電力と帯域の単位であって,2ユ ニットをも

って1双 方向回線が設定される。ユニット数については,1988年6月 末

現在

2.ア ンテナ数については,1988年9月 末現在

1
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ウ 活 動 状 況

資料8-11イ ンテルサットの活動状況

(63年度)

会 副 期 剛 場 所 「 討 議 事 項 等

第18回 署名

当事者総会

1988

4.18～4.21

ハ ミル トン島

(オ ー ス トラ リア)

・年次報告及び年次財務諸表審議

・将来の計画に関する理事会報告の

審義

・機構の機能に関する理事会報告

第76回 理事

会

1988

6.13～6.17

セ ベ リ ア

(ス ペ イ ン)

・パ ンナ ム サ ッ トシ ス テ ム(米/英 ,

米/西 独)の シス テ ム問 調 整 を認 定

・イ ンテ ル サ ッ ト瓢 号 衛 星 計 画

第77回 理事

会

1988

9.8～9.14

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

・第13回 臨 時 締 約 国 総 会 の準 備

・パ ンナ ムサ ヅ トシス テ ム(米/ス

ウ ェー デ ン,米/ル クセ ン ブル グ)

の シス テ ム間 調 整 を 認定

第13回 臨時

締約国総会

1988

10.11～

10.13

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

・パ ンナ ムサ ッ トシス テ ム(米/英 ,

西 独,ス ウ ェ ーデ ン,ル クセ ン ブ

ル グ,ア イル ラ ン ド)の シ ス テ ム

間 調 整 の 承 認

・シ ス テ ム間 調 整手 続 の簡 素 化 の試

行 的 な実 施 の 決定

第78回 理事

会

1988

12.8～

12.14

ワ シン トンD.C.

(米 国)

・インテルサット戦略計画の検討

・長期課金方式の検討

・1989年度宇宙部分使用料の検討

・インタースプー トークシステムの

利用に関するシステム間調整の認

定

第79回 理事

会

1989

3.9～3.15

ナ イ ロ ビ

(ケ ニ ア)

・1988年 宇宙 部 分 使 用 料 の 決定

・イ ンテ ル サ ヅ ト孤 号 衛星 計 画 の 決

定

・BS-3シ ス テ ムの シ ステ ム間調 整

を認 定
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(5)国 際 海事衛星機構(INMARSAT)

ア 組 織

資料8-121NMARSATの 組織図

(1989年3月 末現在)

総 会

全締約国(55か 国)で 構成される会合。インマルサットの

活動,目 的,一 般方針,長 期目標等を審議。

(原則的に2年 に1回 開催)

1
理 事 会

インマルサット宇宙部分の企画,開 発,運 用等,イ ンマル

サ ットの運営に関する事項を遂行する中心的な機関で,出

資率の大きさで選出される理事と,出 資率に関係なく選出

される地域代表理事とで構成 される。

(少なくとも年3回 開催)

1
事 務 局

インマルサットを法的に代表する事務局長を長として,理

事会の方針及び決定に従って業務を管理,執 行する機関。

英国のロンドンに所在。

し

1989年1月

(注)イ ンマルサットは,海 事通信を改善するために必要な宇宙部分(衛 星及びそ

の管制等に必要な関連地上設備)を 提供する こ とを 目的とした国際機関であ

り,1979年7月 「インマルサットに関する条約」の発効に伴い発足した。1985

年の総会で,航 空衛星通信も提供できるよう条約を改正してお り,

の総会では,さ らに陸上移動衛星業務も提供できるよう条約を改正した。

イ システム構成

資料8-13イ ンマルサット運用衛星の配置

(1988年12月 末現在)

海 域

区 別
大 西 洋 イ ン ド 洋 太 平 洋

衛 星 マ レ ッ クスB2 イ ンテル サ ッ ト
V号(F-5)

インテルサット
V号(F-8)

軌 道 位 置 西 経26度 東 経63度 東 経180度
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ウ 活 動 状 況

資料8-14イ ンマルサットの活動状況

(63年度)

会 訓 期 剛 場 所 「 討 議 事 項 等

第30回 理事

会

1988

7.20～7,27

ホ ノ ル ル

(米 国)

・陸上移動衛星通信の提供のための

インマルサット運用協定の改正の

承認

・第2世 代宇宙部分の調達の検討

第31回 理事

会

1988

11.24～

12.1

ロ ン ド ン

(英 国)

・宇宙部分容量 リースの基本方針の

決定

・宇宙部分の課金方針の検討

・ジオスターシステムについての技

術的両立性に関するシステム間調

整の認定

第6回 臨時

総会

1989

1.17～1.19

ロ ン ド ン

(英 国)

・陸上移動衛星通信の提供のための

インマルサ ット条約改正案の採択

・ジオスターシステムのシステム間

調整の認定

第32回 理事

会

1989

3.15～3,22

ロ ン ド ン

(英 国)

・宇宙部分使用料の改定

・標準B ,M地 球局の導入スケジュ

ールの検討
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(6)ア ジア ・太平洋電気通信共 同体(APT)

ア 組 織

資料8-15APTの 組織図

総 会

最高の意思決定機関

通常会期3年 毎に開催

1
管 理 委 員 会

総会が決定する方針,原 則及び指

示に従い,具 体的実施計画を決定

毎年1回 開催

i
事 務 局

事務局長,事 務局次長及び管理委

員会が必要と認めるその他の職員

で構成

イ 活 動 状 況

資料8-16APTの 活動状況

(63年度)

会 議 名1期 間 場 所

TASグ ルー プ(ア ジア ・太平洋料金問題

研究会)最 終会合

1988

2.29～3.4

バ ン コ ク

(タ イ)

移動無線通信システムセミナー
1988

4。26～4.29

バ ン コ ク

(タ イ)

CCITT第7共 通信号方式セミナー 1988

5.24～5.27

パ タ ヤ

(タ イ)

地域電気通信計画の援助調整会合
1988

6.14～6.17

バ ン コ ク

(タ イ)

コ ン ピ ュー タ通 信 セ ミナ ー 1988

7.26～7.28

バ ン コ ク

(タ イ)

第12回 管理委員会
1988

11.2～ll.8

噂
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(7)ア ジ ア ・太平洋経済社会委員会(ESCAP)

ア 組 織

資料8-17ESCAPの 組織図

アジア ・太平洋経済社会委貝会

(ESCAP)

lI1【 [lll

農
業
開
発
委
員
会

開
発
計
画
委
員
会

産

芋
技

循
人
間
居

隼
環
境
委
員
会

天
然
資
源
委
員
会

人
口
委
員
会

社
会
開
発
委
員
会

統
計
委
員
会

貿
易
委
員
会

海

琴
運

尊
通
信
委
貝
会

(注)ESCAPは,ア ジア ・太平洋地域の経済社会開発を行 うことを目的とす

る国際連合の下部組織である。ESCAPに は,総 会の下に9つ の常設委

員会があ り,そ のひとつである海運 ・運輸 ・通信委員会において域内の

電気通信,郵 便等の開発に関する技術及び経済関係の討議,勧 告を行っ

ている。
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(8)国 際 海事機 関(IMO)

ア 組 織

資料8-181MOの 組織図(1989年3月 末現在)

総 会

全加盟国(132か 国)で 構

成される会合。理事会代表国
の選出、事業計画の承認、I

MOの 任務の遂行等を行 う。

(原則的に2年 に1回 開催)
事務局

IMOの 任務の遂行

に必要な事項を行 う

英国ロン ドンに所在理事会
IMOの 事業計画及び予算の

作成、組織活動の調整等を行
う。総会選出の32の構成員で

構成する。

各種委員会

ll ll

法律委貝会

IMOの 権

限内の法律

事項を審議

海洋環境保護

委貝会
船舶による海

洋汚染の防止
・規制に関す

る事項 を審議

海上安全委貝会

海上の安全に影

響のある事項 を

審議

技 術 協 力

委 貝 会
海事分野にお

ける技術協力
に関する事項

を審議

簡易化委員会

国際海上交通
の簡易化に関

する活動 ・機

能を審議

ヨ

各種小委員会(補 助機関)

} バルクケミカル

小委員会
無線通信小委貝会

(注)IMOは,国 際海運に影響の

ある事項について国際協力を

促進することを目的として設
立された国際連合の専門機関
の一つであ り,1958年 にIM

CO(政 府間海事協議機関)と

し設立 され,1982年 にIMO

と改称 した。

無線通信に関する事項は,
主 として海上安全委員会及び

無線通信小委員会で審議され
ている。

設計設備小委員会一

一 防 火 小 委 貝 会

ヨ

ヨ ・ンテナ貨物小委貝会

→ 救命騰 助小委員会

危険物輸送小委員会

ヨ 航行安・小・・会

ヨ 訓練・・幽 姻 会

一 復原性満載喫水線漁船
の安全小委員会
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イ 活 動 状 況

資料8-191瓢0の 活動状況

(63年度)

会 議 名 陣 間 陽 州 討 議 事 項 等

第55回 海上安全

委員会

1988

4.11～4.22

ロ ン ド ン

(英 国)

・GMDSSに 関す るSOLAS条 約

改正案の検討

・GMDSS導 入 の法的手続の検討

・無線設備の性能基準決議案の承認

GMDSSに 関す

るSOLAS条 約

締約国会議

1988

10.31～

11.11

ロ ン ド ン

(英 国)

・GMDSS導 入 のために必要なSO

LAS条 約改正の審議採択



一394-8国 際機関及び国際島力

(9)国 際 民間航空機関(ICAO)

ア 組 織

資料8-201CAOの 組織図

(1989年3月 末現在)

総 会

全加盟国(160か 国)で 構

成される最高議決機関。理事

会代表国の選出、理事会報告
の審査、年次予算の表決等を

行う。

(少 なくとも3年 に1回 開催)

事務局

本部はカナダのモント

リオールに所在

理事会

総会への年次報告の提出、総

会の指令の遂行、条約上の任

務及び義務の履行等を行 う。
総会選出の33か 国で構成。

地域航空会議

専門委貝会

1
ll

一

航空委員会
条約附属書の修正を
審議し、その採択を
理事会に勧告

法律委貝会等その他
各種委員会

一 航 空 会 議

一 各 種 会 議

一 各種パネル

(注)ICAOは,国 際民間航空の安全かつ秩序ある発展等を目的として設立さ

れた国際連合の専門機関の一つであ り,1947年 の国際民間航空条約の発効

に伴い発足 した。主要な任務には・航空通信の要件,技 術基準,周 波数の

使用等について国際的な統一基準を設定することが含まれてお り,無 線通

信に関する事項は・主として航空委員会及びその下部機関である通信部会

等で審議されている。
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イ 活 動 状 況

資料8-211CAOの 活動状況

(63年度)

会 議 名 陣 間 陽 酬 討 議 顛 等

第124回 理事会 1988

5.30～6.30

モ ン トリオ

ー ル

(カ ナ ダ)

・インマルサットとの協力協定案の承

認

第118回 航空委

員会

1988

4.26～6.28

モ ン トリオ

ール

(カ ナ ダ)

・航空無線周波数の利用に関する作業

計画の審議

第119回 航空委

員会

1988

9.26～

12.16

モ ン トリオ

ール

(カ ダナ)

・国際民間航空条約第IO付 属書第1巻

及びH巻 の修正案の検討

」
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⑳ 経済協 力開発機構(OECD)

ア 組 織

資料8-220ECDの 組織図

閣僚理事会

「

経済産業諮問委貝会
理事会

『

1
労働組合諮問委員会 一

執行委員会 新執行委貝会

「

経済政策委貝会(EPC) 情報通信 コンピュー タ

政策委員会(ICCP)

経済開発検討委貝会(IEDRC) 一 電気通信 ・情報サー ビス

政策 ワーキ ングパー テ ィ

(TISP)

L情 轍 術 の経済 的影響

ワー キングパー ティ

(EIIT)

開発援助委貝会(DAC)

貿易委員会(TC)

科学技術政策委貝会(CSTP)

一 資本移動貿易外取引
委貝会(CMIT)

一

一

国際投資 ・多国籍企業

委員会(CIME)

工業委貝会(IND)

〈注)OECDは 西側先進国を中心に24か 国からなる国際協力機関で

済成長・開発援助・貿易拡大の3大 目的を達成するため,約30の 委員会と

その下の作業部会(ワ ーキングパーティ

や共同研究,情 報交換等を行っている。

一 上記を含め

約30の各種専門委員会

あ る。経

)に おいて加盟国間の政策の調整
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イ 活 動 状 況

資料8-230ECD/ICCP委 員会の主要活動状況

(63年度)

会 議 名 期 間 討 議 内 容 等

ICCP委 員会

第13回 会合

1988

3.23～25

今後1年 間のICCP委 員会の活動内容 の検

討。WPを 再編成 し,電 気通信 ・情報サービ

スWP(TISP)と 情 報技術 の経済的影響

WP(EIIT)の2つ を新設。

ICCP/TISP

第1回 会 合

1988

6.27～29

電気通信分野のサービス貿易の検討の開始。

各国の電気通信政策の報告。

ICCP/CMIT

合同会合

1988

10.ll

OECD貿 易外取引自由化 コー ドに 電気通信

・情報サービス分野を含めることの検討

ICCP委 員会

第14回 会合

1988

10.12～14

TISP,EIIT両 ワー キ ン グパ ー テ ィの 活動 報

告 。

プ ライ バ シー 保護,ネ ッ トワ ー クセ キ ュ リテ

ィの 検 討

ICCP/CSTP

合同会合

1988

10.17～18

情報通信技術のR&Dを 促進するための各国

の企画政策の検討。

ICCP料 金 比較

方法 論 ワー クシ ョ ッ プ

1988

11.15～16

電話料金の国際比較のための方法の検討。

ICCP/TISP

第2回 会 合

1988

12.15～16

電気通信分野のサービス貿易の検討。

各国の電気通信政策の報告。

(注)開 催場所はすべてパ リ



(事務局)

事務局長

1
1

一398-8国 際機関及び国際協力

口PGATT(関 税及 び貿易に関す る一般協定)

ア 組 織

資料8-24GATTの 機構図

(全締約国96ヶ 国で構成す る最高意思決定機関。

通常年1回 開催)

(ルーチ ン ・ワー クについて総 会 を代行。通

常年10回 程度開催)

総 ・会

理事会

1

機
能
局
A

機

能
局
B

セ

[
フ

ガ

1,

ド

委

員

会

な

ど

ヲ
ン
ピ
ン

グ

防
止

委

貝
会

一 ⊥

ス

タ
ン

ダ
1

ド
委

員
会

1

政
府

調
達

委
員
会

lllllI

各 種 委 員 会

非関税 関税

開発 農業
貿易政策
GNS

(注)GATTは 関税の引き下

げ及びダンピング ・補助金

等の非関税障壁の撤廃を通

じて,多 角的な自由貿易体

制の維持 ・発展を図るため

の国際協定である。1986.9

に開始されたウルグアイ ・

..ラ ウンドでは,従 来の物の

貿易に関する交渉のほかに

サービスの貿易に関する交

渉を進めるGNS(Group

ofNegotiationsonServi-

ces)が 設置 され,サ ービ

ス貿易に関する一般原則及

び各分野ごとの個別取極の

枠組みの確立を目指 して作

業が進められている。

電気通信サービスは,金 融

性があり,

想 される。

l

I

貿腋 渉獺 会(TN亟

ウル グアイ ・ラウン ド交渉の実施体制

1

1物 に関する交渉グループ(GNG)IIサ ーピ・1・関する交渉グループ〔GNS)1

.

一(1)関 税

(2)非 関税 措置

(3)天 然資源産 品

(4)繊 維

(5)農 業

(6)熱 帯産 品

(7)ガ ッ ト条文

(8)東 京ラウン ドの諸合意

(9)セ ーフガー ド

(⑩ 補助 金 ・相 殺措置

(10知 的所有権

⑫ 貿易関連投資

⑬ 紛争処理
・(1のガ ッ ト機能

・運輸と並んで 交渉の主要な対象分野になる可能

交渉の進み方次第では,国 際的にこの分野の自由化が進む ことも予
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イ 活 動 状 況

資料8-25サ ービス貿易に関する交渉ゲループ(GNS)の1988年 における

主要活動状況

会 合 陣 間 陽 州 主要討灘 項等

第7回 1988

1.27～29

ジ ュネ ー ヴ 適用されるべき原則 ・措置慣行

第8回 1988

3.22～25

同上 定義及び統計,適 用されるべき原則 ・

措置慣行

第9回 1988

5。17～20

同上 国際機関に対す る事務局 クエスチ ョネ

ァー,適 用されるべき原則

第10回 1988

7.18～22

同上 事務局作成の用語集(案),国 際機関と

の質疑応答

第11回 1988

9.19～23

同上 定款及び統計,適 用さたるべき原則

第12回 1988同 上

10,31～ll.3

貿易交渉委員会(TNC)に 提出 す る

GNS議 長 レポー トの検討

第13回 1988

11.15

同上 同 上

第14回 1988

11.25

同上 同 上

閣僚 レベル会合 1988

12.5～8

モ ン ト リオ

ー ノレ

ウル グア イ.ラ ウン ド中 間 レ ヴ ュー
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8-2国 際 協 力

(1)開 発途上国に対する国際協力

..ア 技 術 協 力

ω 研修員の受入れ

資料8-26研 修員の受入れ人員の推移

方式 鞭158i釧 ・。161162163

集 団 研 修 335 323 328 337 330 327

個 別 研 修 lll 100 97 106 135 136

合 計 446 423 425 443 465 463

政府全体の受入れ数 4,363 5,165 4,897 5,134 5,420 5,640

(注)政 府全体の受入れ数はJICA実 積表による。ただし,58年 度 以降は,新 規分・

のほかに前年度から継続のものを含む。

A郵 政事業関係

資料8-27郵 政事業関係研修員の受入れ人員の推移

方式 鞭15815gl・ ・161162163

アジア・大 洋 州 地 域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 ・米 地 域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員交換計画

そ の 他

10

6

13

12

12

1

且

12

17

7

1

隻1

5

15

3

11

21

2

1

3

11

27

14

3

3

8

合 計1刎381361副38155

資料8-28郵 政事業関係集団研修の実施状況

・ 一 ス 名1実 施回劃 受入醐 間 「参加員数1参 ・麟

郵便貯金 ・郵便為替
幹部セミナー

5回 63.10.23～11.6 lo名 10か 国

郵政幹部セ ミナー 21回 1.a5～3,19 14名 14か 国



8-2国 際 協 カ ー401-

B電 気 通信関係

資料8-29電 気通信関係研修員の受入れ人員の推移

方式 鞭i58159「 ・・161162163

アジア ・大 洋 州地 域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画(ITUほ か)

APT計 画

そ の 他

115

87

72

4

15

23

103

82

66

4

16

2

lOO

85

67

10

16

1

99

75

61

16

18

2

114

81

68

1

24

1

ll6

89

56

5

20

合 計1316 273127gi271「28gl286

資料8-30電 気通信関係集団研修の実施状況

・ 一 ス 名 隊 施回刺 受入潮 剛 参加員数1参 姻 数

ディジタル交換技術
(基礎)

22回 63.425～7.16 14名 14か 国

国 際 通信 業 務 27回 63.5.9～7.18 12名 12か 国

衛 星 通 信 技 術
(普通)

21回 63.5.9～8,8 15名 14か 国

通 信 線 路 技 術 24回 63.523～8,13 16名 16か 国

ディジタル伝送技術
(基本)

24回 63.6.27～9.16 14名 13か 国

ディジタル伝送技術

(応用)
2回 63.7.28～lO.28 14名 13か 国

電 波 監 視 15回 63.8.L5～10.8 ll名 11か 国

衛 星 通 信 技 術
(上級)

17回 63.8。29～11.13 12名 12か 国

国 際 テ レ ッ ク ス
通 信 技 術

27回 63.8.29～11.13 ll名 llか 国

無 線 通 信 技 術 14回 63.9.1～12.2 18名 14か 国

電 気 通 信 幹 部
セ ミ ナ ー

24回 63.10.2～IO.16 9名 9か国
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・ 一 ス 名1実 施回数1受 入潮 間1参 加員数1参 加国数

通 信網 計画 設計 16回 63.10.10～12.16 15名 i3か 国

デ ー タ 通 信 技 術 6回 1.1.9～3.10 10名 9か国

国際データ通信技術 8回 1.1.9～3.19 11名 lOか 国

国際電話通信技術 12回 1.1.9～3.26 12名 12か 国

ディジタル交換技術

(応用)
11回 1.1.12～3.31 17名 15か 国

光 ファイバケーブル
伝 送 技 術

2回 1.2.9～3.25 lo名 7か国

C放 送 関 係

資料8-31放 送関係研修員の受入れ人員の推移

方式 年度15815gl・ 。6162163

アジア ・大洋 州地 域

中近東 ・アフリカ地域

中 南 米 地 域

国連計画(ITUほ か)

そ の 他

55

25

21

64

24

24

49

32

22

5

2

63

43

27

3

2

72

41

23

1

1

60

40

21

1

合 計11。11112「1・ 138巨381122
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資料8-32放 送関係集団研修の実施状況

コ ー ス 名 実施回数 受入れ期間 参加員数 参加国数

テレビジョン放送管理 22回 63.5.5～6.17 10名 8か 国

ラ ジ オ 放 送 技 術 16回 63.7.18～9.18 10名 10か 国

テレビジョン放送技術

(基礎)
26回 63.7,18～lO.2 15名 14か 国

教育テレビジョン番組
(基礎)

26回 63.7.18～9.18 12名 12か 国

放 送 幹 部 セ ミナ ー 18回 63.11.20～12,4 10名 lOか 国

テレビジョン放送技術
(上級)

7回 1.1.16～3.5 14名 12か 国

教育テレビジョン番組
(上級)

5回 1.t.16～3.5 ll名 llか 国

D第 三国研修

資料8-33第 三国研修の実施状況

研 修 地 及 び
コ ー ス 名 実施回数 実 施期 間 参加員数 参加国数

タ イ
電 気 通 信 技 術 12回 1.2.20～4.21 17名 8か 国

フ ィ ジ ー

電 気 通 信 技 術
6回 63.9.12～lO.9 20名 12か 国

メ キ シ コ

無 線 伝 送 技 術
13回 63.9.5～11,17 20名 7か 国

ペ ル ー

デ ィ ジ タ ル 通 信
6回 63.10.17～ll.26 30名 10か 国

ケ ニ ア
マ イ ク ロ ウ ェ ー ブ 9回 63.10.3～12.2 17名 12か 国

ス リ ・ ラ ン カ

テ レ ビ 放 送 技 術
1回 63.10.17～11.25 12名 6か 国

(注)第 三国研修は,開 発途上国が我が国政府の財政的及び専門家派遣による技術

的支援を受け,近 隣諸国の研修生を招請 し,地 域の事情に適合した技術研修を

行ことを目的として実施するものである。
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資料8-34帰 国研修員巡回指導

(63年度)

対 象 分 野 隊 遣損 派 遣 国1派 遣 期 間

電 波 監 視 コ ー ス 3名 パ ラ グ ァイ,ペ ル ー 63.5.30～6.11

テ レ ビジ ョン放 送 管 理 コ
ー ス(公 開 技 術 セ ミナ ー) 4名 ス リ ・ ラ ン カ 63.8.27～9.4

郵 政 幹 部 セ ミナ ー 3名
ケ ニ ア,エ ジ プ ト,

トル コ
1.1.30～2.18

(注)帰 国研修員巡回指導は,帰 国研修員に対するフォロー ・.アップ事業の一環と

して,帰 国研修員の所属機関及び関係機関を訪問 し,我 が国で行った研修の

効果測定,問 題点及びニーズの把握,セ ミナー開催による新技術の紹介等を

行 うことを目的として実施 している。

④ 専門家の派遣

A郵 政事業 関係

資料8-35郵 政事業関係専門家の派遣人員の推移

方式 鞭[58[59 60 61162 63

Jア ジア ●大洋州地域
1べ 中近東 ・アフリカ地域

鼠 中 南 米 地 域
国 際 機 関 等

OECFベ ース

5

1

1

2

1

7

1

2

1

2

1

1

1

1

合 計 7 ・1・1・1・1・

(注)Lな お,APPU(ア ジア篇太平洋郵便連合)職 員交換計画に基づき,中 国

に5名,韓 国,タ イ,イ ンドネシアにそれぞれ2名 ずつ,ま た,フ ィリ
ピンに1名 の職員を派遣 し,郵 便等に関する技術交流を行った

。
2派 遣人数は当該年度に継続して赴任中の専門家(当 該年度内に任期満了

となった者を含む。)及 び新たに赴任した専門家の合計で あ る。以一再

資料8-40表 まで同じ。

(注)専 門家の派遣は・開発途上国の通信の主管庁,事 業運営体,訓 練機関等へ専

門家を派遣し・通信開発計画の企画 ・助言・運用保守面の指導,職 員の訓練

等を行 うことにより開発途上国の経済 ・社会の発展及び人材育成に貢献する

ことを目的として実施するものである。
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一 邑r資 料`8二36　 郵政事業関係専門家の派遣状況

派 遣地 域
`派 遣 方 式

派 遣 地 派遣人員 任 務

ア ジ ア ・太 洋 州 JICAペ ー ス タ イ 1名 郵 便

国 際 機 関 JICAペ ー ス APPTC(タ イ) 1名 郵 便

(注)APPTC:ア ジア ・太平洋郵便研修センター

B電 気通信関係
一

資料8-37電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

斌 鞭158 59 60 61 62 63

{ぺ罎:捌1犠
CIく 中 南 米 地 域

Aス
、国 際 機 関 等

UNDP/ITUベ ー ス

APTベ ー ス

19

24

34

9

6

20

25

46

8

2

18

22

42

3

6

5

18

20

39

7

6

3

23

15

41

8

6

3

31

19

30

5

8

2

合 計192 1・lIg6 93196195

資料8-38電 気通信関係専門家の派遣状況

派遣地劇 派遣方式 派 遣 地1殖1任 務

アジア ・

太洋州
JICAベ ー ス

(31名)

タ イ

イ ン ドネ シ ア

ス リ ・ラ ン カ

フ ィ リ ピ ン

マ レ イ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

フ ィ ジ ー

5

10

5

7

1

1

2

交 換(3),線 路,そ の 他

畜濠駿 謙(盤送観
交換(4),無 線

電話網計画,交 換(3),無
線(3)

交 換

データ通信

線路,交 換

APTペ ー ス

(2名)
タ イ 2 ISDN(2)

ITUベ ー ス

(1名)
ビ ル マ 1 交換
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派遣地域 派遣方式i派 遣 地1贈1任 務

国際機関 JICAベ ー ス

(5名)
APT 5 交 換(2),そ の 他(3)

中 近東 ・
ア フ リカ

JICAベ ー ス

(19名)

ジ ョ ル ダ ン

ク ウ ェ イ ト

サウディ・アラビ7

ケ ニ ア

エ テ ィ オ ピ ア

ジ ン パ ブ エ

8

3

1

5

1

1

交換(2),伝 送(2),電 波,衛
星,線 路(2)

国際通信,電 話網(2)

通信網

交換(2),無 線(3)

線路

衛星通信

ITUベ ー ス

(3名)

タ ン ザ ニ ア

ク ウ ェ イ ト

エ ジ プ ト

I

l

l

線路

衛星通信

交換

中 南 米 JICAベ ー ス

(30名)

ド ミ ニ カ

グ ァ テ マ ラ

ホ ン デ ュ ラ ス

メ キ シ コ

パ ナ マ

ボ リ ヴ ィ ア

チ リ

コ ロ ン ビ ア

エ ク ア ド ル

パ ラ グ ア イ

ペ ル ー

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

1

2

1

3

2

1

3

2

2

5

7

1

無線

伝送,電 話網

通信網

データ通信,通 信計画,伝 送

線路,交 換

無線

電話網,デ ータ通信,電 波

交換,伝 送

交換,伝 送

電話網(3),国 際交換,衛 星
通信

交換(4),線 路,電 波,デ ィ
ジタル通信

通信計画

ITUベ ー ス

(4名)
ブ ラ ジ ル 4 ディジタル通信基礎研究(4)
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C放 送 関 係

資料8-39放 送関係専門家の派遣人員の推移

方式 鞭15815gl・ ・
6162163

叢∫1甚1:懸
、国 際 機 関 等

16

5

5

5

19

4

11

1

15

7

8

2

14

6

8

1

10

3

10

2

22

4

5

6

合 計131135 32 29 25137

資料8-40放 送関係専門家の派遣状況

派遣地域 派遣方刈 派 遣 地1鷲 任 務

ア ジア ・

太 洋 州

JICAベ ー ス

(22名)

タ イ

イ ン ドネ シ ア

ス リ 。ラ ン カ

中 国

シ ン ガ ポ ー ル

韓 国

ス リ ・ラ ン カ

8

3

2

4

1

1

3

番組制作(4),制 作 技術(2),
その他(2)

放送管理(2),放 送技術

番組制作,TV技 術

設計(4)

TV照 明

放送設備

制作技術(3)

国際機関 JICAベ ー ス

(6名)

AIBD 6 制 作 技 術(2),番 組 制 作,
HDTVセ ミナ ー(3)

中近 東 ・
ア フ リカ

JICAベ ー ス

(4名)

ザ ン ビ ア

ガ ボ ン

リ ペ リ ア

2

1

1

放送技術(2)

放送用機材

放送用機材

中 南 米 JICAベ ー ス

(5名)

メ キ シ コ

パ ナ マ

ペ ノレ ー

3

1

1

番組制作(2),ス タジオ技術

スタジオ技術

番組制作.
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㊤)プ ロジェク ト方式技術協 力

.資 料8-41プ 只ジェク ト方式技術協力の実施状況 一

.プ ・ジ・ク・名1協 力 期 間1協 力 分 野

シ ン ガ ポ ール 生産 性 向上 プ ロジ

ェ ク ト ・リ リース セ ンタ ー

58.6.11～2。6.10

た だ し63.6,11～2.

6.10は 延 長 協 力 期 間

生産性向上のためのビデオ

教材の制作

イ ン ドネ シア ラジ オ ・テ レビ放

送 訓 練 セ ンタ ー

58,10.21～2.10.20

た だ し63.10.21～2.

10。20は 延 長 協 力 期

間

番組編成,番 組制作,報 道,

制作技術,運 行技術,送 信

技術

マレイシア国立電算機研修所 60.11.13～2.11.12 政府,公 共機関職員の ソフ

トウェア要員の訓練 一

日本 ・シ ンガ ポ ー ル ・ソ フ トウ
ー

凸ア技術研修センター

(PHASEH)

61.1.13～3.1.12 ソフ トウェア要員の養成

中国北京郵電訓練センター 61.2.5～3,2.4 デ ィ ジタ ル 交 換,光 フ ァイ

バ ー通 信,デ ー タ通 信

インドネシア電話線路保全訓練

センター

61.4.1～2.3.31 電話線路保全モデルセンタ

ーの保全体制の確立,関 係

要員の訓練

ス リ ・ ラ ン カ コ ン ピ ュ ー タ セ ン

タ ー

62.4.1～2.3.31 ソフトウェア要員の養成

タ イ ・モ ニ ク ッ ト王 工 科 大 学 ラ

カパ ン拡 充 プ 目ジ ェ ク ト

63。4.1～5.3.31 電気通信,放 送,デ ータ通

信,機 械工学

チ リ教 育 テ レビ プ ロジ ェ ク ト 63.7,1～3.6.30 教 育番 組 編 成 ・制 作,制 作

技術,コ ン ピュ ー タ ・グ ラ

フ ィッ クス,調 査 ・研 究

〈注).『プロジまクト方式技術協力とは・専門家の派遣,研 修員の受入れ,機 材の供

与を有機的に関連付けて・計画の立案から実施,評 価まで計画的かつ総合的

に行う技術協力形態である。



8-2国 際 協 カ ー409一

資料8-42プ ロジヱク ト方式技術協力による実績の推移 『r一

事 項 年 度15815gl・ ・
61 62163,

協力中のプロジェクト(件)

事前調査段階のプロジェク ト(件)

調査団の派遣(件)

〃(名)

専門家の派遣(名)

研修員の受入れ(名)

機材の供与(百 万円)

8

-

8

31

52

24

471

7

3

11

40

54

26

127

7

3

11

30

35

28

487

7

3

10

27

63

23

573

7

4

13

39

55

27

444

9

2

8

20

64

26

828

(エ)開 発 調 査

資料8-43通 信分野における開発調査件数及び派遣人員の推移

区別 鞭5815gl・ ・61162163

件 数 7 11 9 8 10 9

派 遣 人 員 IO5 Ill 123 122 100 115

(注)開 発調査は,開 発途上国の電気通信 ・放送開発計画に関して,現 地調査及び

国内作業を行い,そ の開発計画の推進に寄与することを 目的としている。

資料8-44通 信分野における開発調査の実施状況

(63年度末)

国 名1調 査 名1派 遣 員 数

イ ン ドネ シ

ア

カリマンタン～スラウェシ海底

ケーブル建設計画調査(フ ェー

ズH)

都市加入者マイクロ波網整備計

画調査

ジャカルタ首都圏電気通信網整

備計画調査

ラジオ ・テレビ放送総合開発計

画調査

イ ンセ プ シ ョン レポ ー ト提 出

4月6名

海 洋 調 査16名

プ ログ レス レポ ー ト提 出8月8名

プ ログ レス レポ ー ト提 出4月8名

イ ン テ リム レポ ー ト提 出8月8名

ドラフ トフ ァイ ナ ル レポ ー ト提 出

11月5名

プ ロ グ レス レポ ー ト提 出IO月9名

イ ンテ リム レポ ー ト提 出1年1月11名

事 前 調 査11月4名
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国 名 調 査 名1派 遣 員 数

タ イ 国内電話網拡充長期計画調査 イ ンセ プ シ ョン レポ ー ト提 出

10月IO名

パ キ ス タ ン 教育テレビチャンネル設立計画

調査

事 前 調 査9月6名

イ ンセ プ シ コ ン レポ ー ト提 出

1年2月17名

コ モ ロ プ ロジ ェ ク ト形成 調 査

1

一次調査6月1名

二次調査11月1名

一 ジ プ ・レ ・ジ・ク ・形成縫11・-11月 ・名

パ プ ア ・_

ユ ー ギ ニ ア
地方電話網整備計画調査 事前調査12月3名

(注)イ ンセプションレポー ト 着手報告書

プログレスレポー ト 進捗報告書

インテ リムレポー ト 中間報告書

ドラフトファイナル レポー ト……最終報告書

㈹ 単独機材供与

資料8-45通 信分野における単独機材供与の実施状況

(63年度)

国 名1齢 先機関1機 材 名1金 額(百 万円)

イ ン ド ネ シ ア

マ レ イ シ ア

ス リ ・ラ ン カ

ガ ボ ン

ジ ン パ ブ エ

リ ペ リ ア

ウ ガ ン ダ

メ キ シ コ

ボ リ ヴ ィ ア

電 気 通 信 公 社

アジア太平洋放送

開発研究所

国営ルパバヒニテ
レビ放送局

情 報 郵 政 省

郵便電気通信公社

放 送 公 社

ウガンダ・テレビ
ジ可ン

電 気 通 信 学 園

電 気 通 信 学 園

電波測定用機材

放 送 用 機 材

放 送 用 機 材

放 送 用 機 材

衛星通信用機材

放 送 用 機 材

放 送 用 機 材

訓 練 用 機 材

訓 練 用 機 材

40

45

50

40

43

50

6

50

47

.計
'

・件1371

(注).単 独機材供与 とは・技術訓練,技 術移転及び技術の普及を円滑に行い,当 該

国の経済的・社会的発展に貢献することを目的として,開 発途上国に必要機

材を供与するものである。 一 一.一 …



資料 ・-46技 術励 の実施状況(63鞭).毒 。重。,多F/・ 一 フ・ジビリテ、一 ・ス・デ、

モンクット王工科大学M/P=マ ス ター プ ラ ン
・開発調査

パキスタン 国内電話網拡充
4

・開発調査 畏期計画調査(M/P)

・・プ・ 鮪 テレピチヤン争'脚 計醐 査(F/s)'魏 窃 鷺 轍 学,。バ
ン

・開発調査 拡充プロジェク ト

:∵艶 無_獄 一麟試

騨 綿 寒解 ℃ 多_
引

'購 芒
,,形 成。査 ・/● 翻 騨 園

・ 姦.1撫 騰 樗無 妻

び Ψ1誌,方_力

:議1;;li;講懸1轍 嚇 ヂ1
マ レイシア国立電算機 ウェア技術研修センター 廿

・開発調査研修所

カリマ ンタン～ス ラウェシ海底ケープル建設計画調査(F/S)

都市加入者マイクロ波網整備計画調査(F/S)

ジャカルタ首都圏電気通信網整備計画調査(M/P)1

ラジオ ・テレビ放送総合開発計備計査(F/S,M/P)自

・プロジェク ト方式技術協力 目

イン ドネシアラジオ ・テレヒ放送訓練センター1

イン ドネシア電話線路保全訓練センター
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イ 資 金 協 力

(ア)円 借 款

資料8-47通 信分野における円借款の推移

(単位:百 万円)

区別 署名鞭1581591・ ・161162163

プ ロ ジ ェ ク ト件 数 6 9 11 5 105

金 額 25,215 38,749 41,905 39,552 …42153,952

資料8-48通 信分野における円借款の実施状況

(63年度署名分)

奪繍 国 名 案 件 名
金 額
(百万円) 概 要

63.6.10 ジ ャマ イ カ 通信網拡充事業 9,059 ジャマイカの通信部門に係る公

共投資計画を踏まえ通信システム

の拡充,近 代化,地 方農村の電話

普及を行うもの

63.7.26 中 国 天津 ・上海 ・広

州通信網拡充計

画(第5期)

7,297 電気通信の後追性が中国経済発

展に支障をきたしてい る こ とか

ら,特 に緊急性を要する天津 ・上

海 ・広州の3都 市の電話網を近代

化 ・整備するもの

63,9.14 ガ ー ナ 第2期 通信施設

拡充計画

10,508 ガーナの北部,中 部及び沿岸部

を対象にディジタル交 換 機 の設

置,デ ィジタルマイクロシステム

市内ケーブル等の敷設を行 うもの

63,9.22 タ イ TOT経 済社会

開発プロジェク

トH

24,455 第5次 電話網拡充計画 として98

の受話交換局を対象に加入者ケー

ブルの設置を実施するもの

63.12.23 フ ィ リ ピ ン 沿岸無線整備計

画(1)

2,633 航海,安 全確保,海 運業の振興

のため,マ ニラ首都圏に中央海岸

局等の建設を行 うもの
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α)無 償 資金協力

資料8-49通 信 分野における無償資金協力の推移

(単位:百 万円)

区別 署名鞭158159[・ 。1・ ■62163

件 数 1 68 lo 8 10

金 額 1,280 7,0035,483 12,633 6,598 5,736

資料8-50通 信分野における無償資金協力の実施状況

(63年度 署名分)

交 換公文
署名年月日 国 名 案 件 名

金 額
(百万円)

概 要

63.5.2 バ ン グ ラデ

シ ュ

郵便用車両整備

計画

119 年々増加する郵便量に対 し,郵

便用車両の不足,老 朽化等により

郵便の輸送が遅滞している状況を

改善するため郵便用車両を整備す

るもの

63.7.19 タ イ スコタイ 。タマ

チラー ト放送大

学番組制作セン

ター機材整備計

画

397 大学独自の教育番組制 作 の増

加,並 びに文部省等他機関からの

番組制作依頼の増加に対応するた

め,番 組制作用機材を供与するも

の

63.8.22 モル デ ィヴ 通信開発計画

(第4期)

499 各島しょ間の電気通信網を抜本

的に強化するため,マ レヘアリ・

ア トール間の無線電話を整備する

もの

63.10.21 ス リ ・ラ ン

カ

ラジオ放送整備

計画

1,273 スリランカ放送協会はラジオ放

送を実施しているが,送 信機材が

老朽化し,サ ービスエリアの確保

に支障をきたしていることから,

これを改善するため,送 信所を整

備するもの

63.IO.24 ル ワ ン ダ 通信施設整備計

画

250 我が国の無償資金協力で建設さ

れた衛星地球局について,イ ンテ
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憲舞緕 国 名 案 件 名
金 額

(百万円)
概 要

ルサット衛星の通信方式の変更等

に対応するため,改 修を行 うもの

63.10.27 イ ン ドネ シ

ア

テレビ報道番組

総合編集 ・ダビ

ングシステム機

材整備計画

502 イン ドネシアは多民族国家であ

り,す べての国民に対して多言語

に対応しつつ番組制作を公平かつ

迅速に行 う必要があることから,

国営テ レビ局に対 し,多 様な言語

に対応した報道番組の制作 ・編集

に必要な機材を供与するもの

63.11.3 パ プ ア ・ニ

ユ ー ギ ニ ア

ラジオ放送局改

良計画

372 国営放送局の機器が老朽化し,

安定したラジオ放送サービスの継

続確保が困難 となっている情況を

改善す るため,放 送局6局 の整備

を行うもの

63.11.4 ネ パ ー ル 中波ラジオ放送

網拡充計画

1,460 ラジオ放送を全国的に拡大する

ため,必 要な送信局,演 送所の建

設および放送関連機材を供与する

もの

62.11.9 中 国 中央電視台日本

語教育スタジオ

機材整備計画

593 中央電視台は日本語講座を放送

しているが,番 組制作設備等が不

足 し,新 たな日本語講座番組を制

作できない情況にあることから,

これを改善するためテレビスタジ

オ関係機材等を供与するもの

63.11.15 タ イ スコタイ 。タマ

チラー ト放送大

学番組制作セン

ター機材整備計

画(第2期)

271 教育番組制作の増加に対応する

ため,第1期 に引き続いて大学独

自で増設したスタジオに対し,番

組制作用機材を供与するもの
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資料8-51通 信分野における無償資金協力の基本設計調査実施状況

(63年度)

国 名 案 件 矧 概 要

ス リ ・ ラ ン

カ

短波放送施設整備計画

基本設計調査

63年1月 ～2月

5月 ～6月

8月

コロンボ市郊外のエカラ短波送信所改修計

画に関して,そ の計画の妥当性を検討のうえ

実施に必要かつ最適な施設,機 材の内容規模

について基本設計を行ない,報 告書にとりま

とめた

ネ パ ー ル 中波ラジオ放送網整備

拡充計画(フ ェーズH)

基本設計調査

63年3月

4月

7月

昭和56年 度無償資金協力で建設された2基

の中波 ラジオ局に加え,ネ パール王国の全人

口をカパーするための中波放送送信所及び中

継局の建設計画の無償案件 としての妥当性を

検討し,計 画実施に必要かつ最適な内容規模

の基本設計を行い,報 告書にとりまとめた

中 国 中央電視台日本語教育

スタジオ機材整備計画

基本設計調査

63年5～6月

日本語番組製作に必要なスタジオ機器,小

道具等を供与する計画に関し,そ の計画が中

国の社会に及ぼす効果 と計画の妥当性を検討

し,計 画実施に必要かつ最適な内容規模につ

いて基本設計を行ない,報 告書にとりまとめ

たもの

中 国 北京電視台機材整備計

画基本設計調査

63年8月

10月

元年2月

北京電視台の局舎施設し,ス タッフを倍増,

チ ャンネル数を増加させる計画に関し,こ の

計画が中国社会に及ぼす効果と計画の妥当性

を検討し,計 画実施に必要かつ最適な内容規

模について基本設計を行ない,報 告書にとり

まとめたもの

バ ン グ ラデ

シ ュ

ラジナ放送局送信機整

備計画基本設計調査

63年ll月

老朽化したダッカ郊外のサパール送信所の

送信機を更新するという計画に関し,要 請の

背景 ・目的及び内容等を確認 し,協 力の妥当

性を検討するとともに,実 施に必要かつ最適

な内容規模について基本設計を行ない,報 告

書にとりまとめたもの

北 イ エ メン 地方電気通信整備計画

基本設計調査

63年11月 ～12月

同国の地方に散在する無電話村落に電話設

備を導入する案件に関 し,無 償案件としての

妥当性を検討し,計 画実施に必要かつ最適な



一416-8国 際機関及び国際協力

国 名1案 件 名 概 要

元年3月 内容規模の基本設計を行い,報 告書にとりま

とめた

コ モ ロ 衛星地球局建設計画基

本設計調査

元年2月 ～3月

同国の短波による国際通信の不安定さ,老

朽化 した設備の改善,国 際通信需要の増大に

対処するための地球局設備の建設 案件 に 関

し,無 償案件としての妥当性を検討 し,計 画

実施に必要かつ最適な規模の基本設 計 を行

い,報 告書にとりまとめた

エ ジ プ ト 国立電気通信研究研修

所拡充計画基本設計調

査

元年1月 ～2月

既存通信網の技術的諸問題の解決のため並

びに技術者育成のための研究 ・研修用機材の

拡充案件に関し,無 償案件としての妥当性を

検討し,計 画実施に必要かつ最適な規模の基

本設計を行い,報 告書にとりまとめた

,

タ ンザ ニ ア 中波 ラジオ放送網拡

充計画(フ ェーズ∬)

基本設計調査

元年1月 ～2月

ダルエスサラーム市

内電話網整備計画基本

設計調査

元年1月 ～2月

昭和61及 び62年 度無償資金協力によって建

設された2局 の中波ラジオ局に加えて,新 た

に2局 を建設する案件に関し,無 徴案件とし

ての妥当性を検討し,計 画実施に必要かつ最

適な内容規模の基本設計を行い,報 告書にと

りまとめた。

同市内の電話網は,線 路及び交換機等の既

存設備の老朽化が著 しく,障 害が多発してい

るため,緊 急 リハビリテーションを実施する

案件に関し,無 償案件 としての妥当性を検討

し,計 画実施に必要かつ最適な内容規模の基

本設計を行い,基 告書にとりまとめた。

ス ー ダ ン

.1

ハルツーム市内電話網

整備計画基本設計調査

63年11月 ～12月

元年3月

同市内の既存電話綱は,老 朽化が著しく,

障害が多発しているため,電 話網の修復を早

期に実施する案件に関し,無 償案件 としての

妥当性を検討し,計 画実施に必要かつ最適な

内容規模の基本設計を行い,報 告書にとりま

とめた
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一418-8国 際機関及び国際協力

資料8-53資 金 供 与 額

(63年度署名分)

1件 刎 金 額(億円)

円 借 款 5 539.52

無償資金協力 8 57.36

7

00

供

与387419396

額252

笛 霧
5859606162

署名年度

資料8-54資 金協力供与額推移

1円 借款供与額推移2無 償供与額推移

739

540供

与

額

笛

126

7066

5755

揚 菱
63585960616263

署 名 年 度



8-2国 際 協 カ ー419一

② 二国間の科学技術協力協定等に基づ く国際協力

ア 概 要

資料8-55二 国間の科学技術協力協定の締結状況

年月司 事 項

・・1銅 レ ビー・連邦と科学技術励 協定雛

49.7.2フ ラ ンス と科 学 技 術 協 力 協 定締 結

柵 ・ 陣 独・科学技術協力齪 雛

50.4.8ル ー マ ニ ア と科 学 技 術 協 力取 極 の交 換 公 文 締 結

訟11・16陣 独・科学技㈱ 力取極の交換蚊 雛

・-51カ ・ガ・・と科学技筋 力取極・交換公文雛

・-31チ ・コス・パキ・と科学技術励 聴 の交換公文雛

協lu61ボ ー… と科学技彿 脇 定雛

・価 ・ 隊 国と一・ルギー等研究開発励 協定雛

・-51-・ ガ・一と科学技術肋 聴 の交換公文雛

55.5.1米 国 と科学技術研究開発協力協定締結

55.5.28中 国 と科学技術協力協定締結

55.11.27オ ー ス トラ リア と科 学 技 術 研 究 開 発 協 力 協 定締 結

・・1・121… ネ・アと科学技彿 力齪 雛

・面221-一 ゴース・ヴ・アと科学技術協力齪 雛

59.5.25ブ ラ ジ ル と科 学 技 術 協 力協 定 締 結

60.11.29イ ン ドと科 学 技 術 協 力 協定 締 結

・・1…}韓 国と科学技術励 齪 締結

・隠 ・1・ ナダと科学技術協力齪 雛

・踊 ・・ 匪 国と新科学技術協力齪 雛

・鵬 ・ レ … と科学技術協力齪 締結



一420-8国 際機関及び国際協力

イ 活 動 状 況

資料8-56郵 政 省の協力状況

相 手 劇 郵政省の協力テーマ等

米 国 ・地殻プレー ト運動の研究

・実験用通信衛星データの交換

・ 連 卜膿 前兆電波・研究

フ ラ ン ス ・宇宙通信分野

・マイクロ波雨域散乱計

・極低温電子素子

西 ド イ ツ ・宇宙分野(通 信 ・放送衛星)

・情報 ドクメンテーション(パ ネル)

・電気通信技術

・データ処理

・日独VLBI共 同実験の調査研究

オ ー ス トラ リア ・衛星利用による外気圏 ・磁気圏研究

・宇宙天気予報のための国際データベースの構築

・VLBI実 験

・高機能ネットワーク

・超高速通信技術

・パィオ ・知的通信

中 国 ・時刻標準の国際比較と情報の交換

・日中VLBI共 同観測

イ ン ド ・EST-II電 波による電離層観測

・日印共同VLBI実 験に関する調査研究

韓 国 ・電波科学技術に関する研究協力

・衛星による時刻比較の研究

カ ナ ダ ・通信 ・放送衛星

・電離層観測衛星

・海氷の厚さのリモー トセンシング

・高精細度テレビジョン放送

・VLBI実 験

・高機能ネットワーク

・成層圏無線中継システムの研究開発

・EHF帯 の伝搬の研究



8-2国 際 協 カ ー421一

相 手 国 郵政省の協力テーマ等

・OAの た め の音 声 合成/音 声 認 識

・高 度 通 信 衛 星

・衛 星 に よ る研 究 ・教 育 用 コ ン ピュ ー タネ ッ トワー クシ ス テ ム

ブ ・ ジ ル ト放射線縞 一・ルギー粒子・観潰賭 規に提案

イ タ リ ア ・地 球観 測 衛星 に よ る海 洋 の マ イ ク ロ波 リモ ー トセ ン シ ン グ

・日伊 共 同VLBI実 験

・ ミ リ波 帯 衛 星 通 信 技 術

・X線 リ ソ グラ フ ィに よ るサ ブ ミク ロン複 写

㈲ 主な民間ベース技術協力

資料8-57NTTに おける技術協力覚書等の締結状況(途 上国との締結のみ)

国 矧 締 結 先 締結年月日

中 国

タ イ

韓 国

マ レ イ シ ア

ス リ ・ラ ン カ

ク ウ ェ イ ト

フ ィ リ ピ ン

北 イ エ メ ン

中華人民共和国郵電部

タイ通信公社(CAT)

タイ電話公社(TOT)

韓 国電気通信公社(KTA)

マ レイシア電気通信総局(JTM)

ス リ ・ランカ電気通信総局(SLTD)

クウェイ ト通信省(MOC)

フ ィリピン長距離電話会社(PLDT)

公 共電気通信公社(PTC)

1980.10.31

1982.6.4

1985,5.24

1982,7.13

1983.4.12

1984.3.13

1985.8.15

1985.9.23

1986.6.1



一422-8国 際機関及び国際協力

資料8-58KDDに おける技術協力覚書等の締結状況

国(地 域)名 締 結 先 締結年月目

韓 国

イ ン ド ネ シ ア

タ イ

フ イ リ ピ ン

ク ウ ェ イ ト

アル ゼ ンテ ィン

バ ラ グ ァ イ

マ レ イ シ ア

ス リ 。ラ ン カ

韓国電気通信公社(KTA)

韓 国データ通信会社(DACOM)

イ ン ドネシア電気通信公社(PERUMTEL)

タイ郵便電信庁(PTD)/タ イ通信公社

(CAT)

PHILCOMSAT

ETPI

PLDT

クウェイ ト通信省(MOC)

アルゼンティン電気通信公社(ENTEL)

パ ラグァイ電気通信公社(ANTELCO)

マ レイシア電気通信総局(JTM)

ス リ ・ランカ電気通信総局(SLTD)

1965.2.I

I983。3.7

1969.H.19

1967.1.い

1973.6.15

1979.4.!

1979.6.14

1974.11.1

1978.11.24

1979.12.28

1982.3.19

1983.3.14

資料8-59NHKに おける協力協定 ・覚書等の締結状況(途 上国との締結のみ)

国 名 締 結 先 締結年月日

エ ジ プ ド

ア ル ゼ ンテ ィ ン

キ 凶 一 バ

メ キ シ コ

ク ウ ェ イ ト

中 国

シ ン ガ ポ ー ル

韓 国

フ ィ リ ピ ン

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

セ ネ ガ ル

エジプ ト・アラブ共和国国営放送

アルゼンティン国営放送

キューバ国営放送

メキシコラジオ ・テレビ協会

クウェイ ト国営放送

中国広播電影電視部

シンガポール放送協会

韓国放送公社

マハルリカ放送機構

タイ ・マスコミ機構

インドネシア国営テレピ

セネガル国営放送

1966,1.26

1966.3」11-

1976.8.27

1980.10.6

198L6・19

正984.Iq.エ6

1985.8.3

1984.5.12

1985.5.27

1985,529

1985.7.29

1985.12.21
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一 白 書 一 覧

通 信 白 書 莞年媛 郵 政 省 編A5'450ペ ージ1・850円 〒310

交 通 安 全 白 書 〃 総 務 庁 編A5・486ペ ージ2,580円 〒310

公 務 員 白 書 〃 人 事 院 編A5・277ペ ージ1,240円 〒260
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